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序章研究の諜題と方法

1. 研究の目的と課題

本稿の目的は，建設業を対象iとして，そこで進展している合理化1)の特徴を明らかにし，その

下で建設労働力が，どのように再編・陶冶2)されているのかを，実註的lζ解明することにある。

こうした目的設定の意義を確かめ，研究諜題設定のための問題意識を作りあげるために，先行

研究について考察してい乙う。

戦後本格的iとスタートした日本の労働問題研究，とりわけ実態謁査を遜じて労働・社会問題へ

迫る実証的研究は，産業部の合理化賠題研究という形で多くの研究蓄積を有している。とくに，

日本資本主義の「高度成長J下で技術革新が進展していった時期には，鉄鋼業，造船業，化学工

業などを中心iと，精力的iと実証的研究が進められていた汽しかし，建設業を対象iとして本格的

に実施された調査研究はそれほど多くなし、。

その中で代表的なものとして.r佐久間ダム.1(日本人文学会編，東大出版会.1958年)があげ
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られる。乙の報告書の中で，直接，労働問題iと関連するのは，第E部「佐久間ダム建設における

近代技術の影響」である。乙の第E部は，氏原正治郎・江口英ーら(敬称略，以下同様)の東大

社研グループがコンクリート打設工事を対象に，労働市場への影響について分析した 1r堰堤工
事をめぐる問題Jと，北JII隆吉・松島静雄らの社会学者が発電所工事を対象1[，労働組織への影

響について分析したnr発電所建設をめぐる問題Jというこつの論考から成っている。それぞれ
の論考では，調査対象とした工事の性格や工事を請負った会業が異なっていただけでなく，研究

の分析視角も異なっていた。鯖場iというと，見原らの分析視角は「土木建設業iζ近代技術が導入

された場合，日本の労働者がどのようκ適応したかJ(W佐久間ダム~ 63ページ)であり，北川ら
の視角は「土建企業における唄実適合的な F近代化Jの方向と，それを組むいくつかの要割に

ついて明らかにしていく J(W問書~ 191ページ)乙とであった。乙うした分析視角の徴妙な違い4)

iと由来する結論部分の不充分さについては後でふれるが，いずれにしても，乙の『佐久間夕、、ム』

は，建設業を対象にした調査研究のなかで‘最も注目すべき業績であり，そ乙から学ぶべきものは

多い。

とりわけ，東大社研グループによる論考では，生産方式や生産手段の変化が労働市場iといかな

るインパクトを与え，それによって労働力の職種部構成がどう変化したか，また同職種iとあって

も作業内容がどう変化したか，について精綴な分析がお乙なわれていた。そ乙での分析には，資

本蓄積が進展していく中で生産手段 (Pm)と労働力 (A)の結合様式がどう変化していくのか，

という氏原の問題意識が強く反映している。その意味では，乙乙での分析は，氏原が「研究の方

法jで述べているように， r技術的進歩は，労働市場iと重要な影響をもっ諸変化を伴う 5)Jという
そチーフ安実証しようとしたものだと言えるヘ

こうしたモチーフが持つ生産手段決定論的性格については，霞接乙の『佐久間夕、、ム』を対象iと

してはいないが，戸塚秀夫が，異体的有用労働がどの労働者によって担われるかは労働組織のあ

り方や労働者集団の性格にも規定される，と生産関係的な側面をも重視すべきことを指摘してい

る7)。また，道文健治郎は， rw現代科学・技術革命』の進展iとともなう労働過程の技術的変革に
よって生じた労働内容の質的変化が，そのままストレートiζ生産現場の個々の労働者の労働内容

の変化と結びつくわけではない<中略>生産現場の側々の労働者の労働内容の呉体的変化を現実

化させるのは，要員削減と労働強度の増大をめざす現代 F合理化Jの展開をめぐる労資問のカ関

係を媒介としてであり，さらiζそれに規定された現場作業組織の改変と分業システムの再編成を

媒介としてである町と，労資の力関係を媒介として進展する合理化という視点から，労働内容

の質的変化とからみあって進行する労働力の編成替えや作業組織の改変にも着目すべき乙とを指

摘している。

若干の重複をいとわず言えば，筆者も『佐久間ダムJで氏原・江口らがとったアプローチには，

次のような疑問を持っている。

第一1[，多くの論者がすでに述べているように，生産技術を土台とする生産過程のあり方が労

働市場を根本において規定する要因ではあっても，それがストレートに労働内容の変化や職種構

成の再編には結びつかないだろう，という点である。生産過程における変化が現実化するのは，

資本・賃労働の対抗罷係のなかにおいてなのであり，労資のカ関係によっては資本の意闘が歪め

られた形で現実イとする場合も生じてくるのである9)0 W佐久間ダム』では，乙うした視点、が明確で

はなかったために，新たな生産技術の導入iとともなって生じる労資問の磨擦と，それを吸収し新

たな労働者支配を確立するために資本が実行する労働者統轄の方策については，労働時間の標準
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化・生産組織の変化を中心にした生産管理のみを対象にした分析にとどまってしまった。その結

果，執筆者の主観的意陸は別として，前述した生産手段決定論的偏向におちいることになったと

思われる。

第二の疑問は，労働市場は，それぞれ具体的有用労働iともとづいた職種別労働市場として成立

するが，同時iζそれは，労働力の供給形態や担当する織穏や職務の作業内容に応じて一定の暗属

性を持つ労働市場としても形成されていくのではないか，という点10)である。とくに，建設業の

ように重層的下議構造が確立している場合には，乙の点iと留意する必要があったと思う。「佐久間

ダムJ調査の貴震な業績である，生産手段の変化iζ対応して分化した職種や新たに発生した職種

についての分析も，建設業の労資関係を特徴づけている下請構造iζ組み乙まれた重層的労働力編

成と関連させて検討すべきだったのではないだろうか 11)。乙の点からすると，先述した北JlIら社

会学者が近代技術の導入と下請鰐度を土台とする生産組織の変化とについて分析した論考と，氏

原・江口らの分析した論考とが，主義iと強立されるだけでなく，その統一も追求されるべきだった

ように思う。そうしたならば，生産手段の変革を土台とする合理化の進援が重層的労働市場を形

成していくプロセスについても，より詳しい分析をお乙なえた，と考えている。

次iと，検討すべき先行研究の二番目として， r高度成長J期において建設業を対象にした貴重
な調査研究である，近松踊ーによる「土木業の技術革新とその労働直に与える影響と問題点j

cr労働科学ム労働科学研究所， 45巻5号， 1969年)をとりあげよう 12)。乙の研究は，土木工事，
具体的にはシールド掘削機を科用した導水路工事を対象として， r土木業における技術革新の進
展」が「労働面iと与えた影響と問題点Jを検討することを呂的としていた。ただ，乙の研究では

土木労働者の労働条件についての分析が中心となっており，労働条件が改善されたのは労働力

確保のため社会的に強制された結果である，と指摘している。また，土木業において技術革新が

進展した要閣について，過剰労働力をフjレに利用している建設業ではコスト低減→利潤増大より

も工期短縮のために機械化がお乙なわれる，と述べている。さらに，他産業と比較して，土木資

本のコスト低減を目的とする機械化要国は，まだ低位iとある，とも述べている。したがって，この調査

研究は，①分析視角そのものが建設業における資本蓄積の方法としての合理化について， トータ

jレな分析を深めるものではなかった，@労働力供給構造の解明に重点がおかれていたため，労働

過程における労働力の性格についてはあまり分析されていなかった，という欠点を持っていた。

三番目iζ，最近の調査研究として，高梨昌編著『建設産業の労使関係H東洋経済新報社， 1978 
をとりあげよう。乙の研究は， r高度成長j期を通じて再編され，建設業iζ定着した下請制
度，なかでも労働力供給の機構である世話役制度の実態について知るための貴重な報告である。

その研究自的は，①技術進歩によって下請制度，とりわけ「労務供給業J的性格が強く残ってい

る労務下請制度がどう変貌したか，①その過程で，建設業の労使関係を特徴づけていた「名儀人

一世話役」制度を中心とする労務統轄機構がどう変化してきたのか，を明らかにすることにあっ

fこo

その結果，①元請資本を軸とする「技術革新jが「名儀人一世話役J機構の下請企業化を促進

し，元請資本の指導iとよってその系列化が進んでいる乙と，@世話役が巣たしてきた機能も変化

し，不熟練労働力の募集・統轄機能を強めたが，問時iζ 「技能労働力の養成機能会弱めたのは必

然的であった 13リ乙と，を指摘している。乙のように，下議制度の変化という点からみると，新

たな研究成果といえるこの研究私建設業で=の出稼ぎ労働力を中心とする労働力供給構造に，分

析の重点がおかれていたため，建設労働力について労働過程にそくした分析がほとんどなされてい
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ない。そのため， r技術革新jの進展が職穏構成や熟練の性格をどう変化させたのかについては，
見るべき成果をあげていない。乙うした弱点は，第一に， r技術革新」の進援によって建設労働
者の内部でも軍機オペレーターに代表される「技能j職穣の比重が高くなってきたが，乙うした

織種の労働力が従来の世話役制度によって供給されるかどうかについては説明されていない点，

第二に， t世話役が労働力養成機能を喪失したことは指機されているが，では世話役にかわって，

誰がどのような形で教育訓練を実施しているかについては簡単にしか述べられていない点，など

にあらわれている。

さらに， r元議資本を軸とする『技術葱新』が下請企業の再編強化を促したが，それは同時iと，
大・中元議資本が労働者の間接管理を賞きながら，同時に，管理を強化していく方策でもあっ

た14)Jという興味深い指摘があるにもかかわらず， r技術革新jの蹴行的導入や新たな労務管理
体制について，実証的iと解明されているとは言えないのである。乙の点は，元請ー下請関係の再

編や下請の系列化という論点と結びつけて，より詳しく検討される必要があったと考えている。

以上，実態調査にもとづく建設労働時題の代表的先行研究1切について検討してきた。それらに

加えて，近年の注自すべき研究として，不安定就業労働者問題と最も関連の深い産業として建設

業をとりあげ，そこでの労働力編成を中心iと分析会進めている加藤佑治の研究16}，建設労働問題

ぞ考える際の核として重層的下請構造iζ注目し，そ乙から広く建設業の合埋化問題にとりくんで

いる筆宝康之の一連の研究17) をあげることができる。乙うした研究については，ここで方法論

的な検討をくわえないが，論述を進めるなかで個別に検討していくつもりである。

以上のような先行研究についての検討をふまえて，本稿での異体的課題を以下のように設定する。

第一IC:，現在の夕、ム建設工事における，生産技術・生産設備の変革(合理化の土台)18)の技術

的特徴を明らかにする乙とである。それと同時に，先行研究の検討から学んだように，労働過程

の技術的変革iとともなって導入される新たな労働者統轄の方策のための基盤作りについても，作

業体制の変化などを中心に分析する必要がある。

『佐久賠ダムJでは，当時の生産技術を「コンベアシステムを導入することによって，単なる機

械化の段階から流れ作業方式に移りつつある 19)Jと明確に規定し，それにともなって作業時間の

標準化か進んだ乙とを指摘している。しかし，その後の研究では，技術革新が建設業にどのよ

うな形をとって影響してきたのか，について具体的に明らかにされなかった。まして， ME技術

の導入などに特徴的な現代合理化か，建設業ではどんな形で進展しているのかについては，建設

労働問題に広く取りくんでいる筆室康之の研究によっても，必ずしも明らかにはされていない現

状なのである。

また，現場作業員によって組織される労働組合がほとんど存在しない建設業の場合，新たな生

産技術の導入がストレートに労働密度の増大，労働条件の低下をもたらす，と考えられる。乙む

点について，生産現場レベルにおける実態を明らかにすることも主要な論点である。

第二の諜題は，一次下請企業に焦点をあてて，元議一下請関係の再編がどのような形で進援し

ているのかを，特定の作業現場を対象iとして，明らかにする ζとである。ここで一次下請企業

に注目するのは， 1978年に策定された「元請・下請関係合理化指導要織J(建設省)が，現段階

での大手ゼネコン(大手の総合建設業者)の下請対策を方向付けていると考えるからである。先に

検討した高梨昌らの研究では， r名儀人一世話役機構Jの下請金業イとについて「第 l次下議企業
の f経営Jとしての強化は，元請資本の指導・援助によってすすんだ20)Jと述べられていたが，

現在では「指導要綱JIC:そって，一次下請企業に対する大手ゼネコンの選別・育成が急速に進ん
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でおり，一次下請企業自体もその性格を大きく変えようとしている。とくに，大手ゼネコンが一

次下請企業に最も強く要求している「責任施工能力の強化jは， r主として元請資本のイニシア
ティブによる材料や施工技術の変化に対応していける一定の技術的能力をたくわえ21)Jる乙とと

は，段階を奥iとしているだろう 22)。その実態について，一次下請企業における資本蓄積の進展と

いう視点から分析する必要がある，と考えている。

さらに，乙うした下請企業の性格変化や労働過程の技術的変革にともなって，下請企業の現

場労働者に対する労務統轄機構がどのように確立されていったかについても，これまで労務統轄

機能をになっているとされていた世話役の機能変化という視点から考察する必要がある。

第三の課題は，建設業における労働力編成について，技術革新の進んだ特定の工事現場を対象

iとして，実証的に解明する乙とである。とりわけ，生産技術・生産設備の変革が，作業内容にど

のような変化をもたらし，労働力の性格や職種構成をどう変化させていったかを，先iζ指摘したよ

うに合理化の展開という視点から分析することが必要であろう。労働過程における労働内容の変

化や職穣構成の変化は，基本的に人員削減をめざす動きをともなうと考えられ，その実態につい

て，作業範屈の拡大， r多能工化」の進展，などと関連させて明らかにする乙とが，その際の論
点である。

さらに，労働力の性格，なかんずく熟練の性格が変化するのにともなって，どのような教育訓練

が誰によって実施されているかを明らかにし，建設労働力の再編・晦冶23)がどんな形で進行して

いるのかについても検討してし吋。また，熟練の性格について言えば，山本潔が「運輸・建設業

等の不熟練労働分野における機械化の進展iとともなう不熟練工の半熟練工化が進展24)Jしたと述

べた f高震成長J下の一般的特徴が，低成長下の現段階ではどのような形で呉体化しているか

も重要な論点であろう。

第四の課題は，建設業全体へ急速に普及しているTQ C (Total Quality ControD運動に

ついて，乙の運動の碁盤となっている作業現場での小集毘活動がどのような役割をはたしている

のか，を分析する乙とである。小集団活動は，もっとも代表的な鉄鋼業の「自主管理活動jにつ

いて「現場作業者の能力と意欲を生産活動の効率化へ向けて動員しようとする特異な性格を持って

いるおりと説明されるように，現代合理化の重要な方法として推進されている。しかも，それが

民間大手企業に導入される際は，職能的資格制度を柱とする個別管理とあわせて能力主義管理の

一環である小集団管理の具体イ七としても定着してきたお}。乙うした点を考えると，新たな生産技

術・生産手段の導入とそrQc運動がどのような関連を持っているかを生産現場で解明する乙と，
とりわけ，先述した新たな労務統轄機構の中ですQC運動がどのような位置を占めているか，

は重要な論点となってくる。また，鉄鋼大手の本工層とは異なり，建設業で小集賠活動に組織さ

れるべき現場労働者の多くは，工事終了までしか下請企業iと雇用されていない出稼ぎ労働者なの

である。そして，彼らの中には，能力主義や労働者間競争には無関心な者も多い。そのため，建

設置のTQC運動は，雇用の不安定な下議労働者間に小集団活動を定着させる，という独岳な課

題をもっており，乙の点についても考察されなければならない。

本稿では，以上の諸課題について実証的究明をお乙ない，建設業における合理化の展開が，資

本・賃労働関係にどのような変化をもたらしてきたかについて迫ろうと考えている。

ii 

1)合理化焼定については，コミンテルン第10臨執行委員会総会(1929年)におけるクーシネン報告が，古

典的なものとして，その後の合理化規定のこと会となっている。クーシネンは，第一次世界大戦後，資本
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主義の危機が最も明確な形をとって現われたドイツを出発点にして各国へ波及していった産業合理化

運動を対象11:r資本主義的合理化は，乙の言葉の本来の意味では，労働力の搾取を強化するという一定
の支配的な目的をもっ，一定の体制(システム)を基礎とする労働過程の再編成であるjと指摘してい

た。 cr労働総合運動の理論』第6巻，大月番思， 28ページより引用。なお， w向上肇著作集』第5巻，
筑摩書房， 229-246ベージも参照)

乙のクーシネン報告に依拠して，合理化を「全般的危機の段階における独占資本の経済的側面での階

級的妨衛運動であり，痘援には国家独占資本主義の諸政策によって支持された，独占資本の体系だった

搾取強化の方法にほかならないJC戸木回嘉久)と把え，その歴史的性格を強調する，いわゆる f搾

取強化」説がわが国では従来から支配的だった。

とうした説iζ対しては， r赤色労働総合三主義的誤謬を内践したコミンテノレン第10間執行委員会総会の
クーシネンの合態化規定が，合疎化関係文献の氾滋を通じて，戦後のわが国において拡大再生産され

てJいるとして，合理化反対という一般的なスローガンではなく，合恕イヒの偲々の形態について具体的

に対応すべきζとを指摘する批判もある(吉村励河合理化』問題にたいする疑点J，W月刊労働問題.1，
日本評論社， 1973年6月号)。たしかにさ村が指矯するように，合慾化問題には，生産技術，労務管理，

下請制度，労働組合運動など，さまざまな側面が含まれている。 ζ うした側聞の一つ一つについて分析

していくととはもちろん必要である。だが，それと同時i乙合理化がζ うした多額性を統合して，企業

レベル→産業レベル→一関レベルへと， r資本の社会的運動Jとして展開される面に箸巴し，分析してい
く乙とも重要だと考えている。

合理化規定について筆者の考えを述べれば，労働過程にそった分析を重視する立場から，合理化とは，

資本が，生産性向上を目的として，労働過程における労働者の自律性を自らの下へ統合するために導入

する諸方策，と規定しておく。 ζζで生産性向上に注目するのは， 1955年のB本生産性本部発足にとも

ない，労働過程への新たな生産技術導入を基盤として資本による夜来の戦場集団の解体が本格化し，大

手民間企業などを中心lと労資双方が生産性向上の成果としてのパイの拡大を追求するようになり，労働

組合運動を主導する思想も大きく変化していった，と考えているからである。 ζの点が， 1970年代後半

以降，民間大手組合の主流をなすにいたった労資協調型総合においていわゆる f合理化の成果配分jな

る方針として具体化されている ζとは，潟知の事実である。

2)労働力陶冶という概念は，山田感太郎『臼本資本主義分析jc以下『分析Jと略す)Cお波文庫版， 1977 
年)から学んだ。また， ζの山田が示した概念を， rたんに技術・技能の修得を意味する狭いものでは
なく Jrそうした技術修得をも含む資本主義的生産過稼そのものによる鍛冶をつうじて資本主義的生J鐙
様式を打破するJr歴史的変革の主体形成にかかわる広い議味jをもつものだ，とする CW現代日本の鉄鋼
労働時鍾J北大図書書刊行会， 1978年 5ページ)道又縫治郎の指摘からも，多くのものを学んだ。
ただ，筆者としては，労働力陶冶という概念を「戦後の実態に応じた，もっとわかりやすい分析用呉j

(山本潔， rw現代段本の鉄織労働問題j1ζ対する審評n社会政策学会年報第23集j，御茶の水警房， 1979 
年， 200ページ)とする必要性も強く感じている。そして， ζ うした作業は， r分析』でのプロレタ
リアートの析出が，基本約観点の正しさとは別11:，その具体化において緩めて撒象的なものとなり，

生産主体から変革主体へのプロセスをあいまいにしている，という批判に対しての積秘的・具体的反論

としても展開される必要があるだろう。

筆者の理解によれば，おう析』で使われている労働力陶冶という概念には，三つのレベルが含まれてお

り，それぞれのレベルごとに使いわけられるべきだ，と考えている。

ζ 乙でいう三つのレベルの第ーは，労働力の質的変化と技能修得方法の変貌について， r生産機構
=労役機構jとの鵠わりで分析する労働者レベル。

第二は， r労働力編成jと「労働力群j序列の中での，労働者の組織性緩立(さらには労働者管理の
可能性)に関わって分析する工場レベル，とその集積である産業レベル。

第三は，乙うした工場および産業が地域的にどう結集し関連しあっているかを中心11:，社会変療の

展望を含めて分析する一国レベル。

ただ，労働過複を出発点にして労働濁題研究を進めていく場合，時援を第二レベルまで1ζ奴定すベ
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きだと考えている。そうする乙とで，慕幹産業における労働運動の f右施酪JIζ危機感を持たずに抽象

的な「主体形成j論を説く一部研究者とは無縁なものとなると考えているからである。

「地域的，産業部門約，作業工程的の統合口達繋とによって労働力群の序列=陶冶=集成の統合が客

観化せられ， ζのζとによって，プロレタリアートの客観的必受が与えられるJcr分析J，岩波文康版，
213ページ)

3)戦後の労働・社会問題についての実態調査を主導してきた東大社研グループの業績については，労働調

査論研究会編『戦後日本の労働調査JC東大出版会， 1970年)を参照のζと。また， 70年代以降の実証的

研究の動向や論争については，筆宝康之 f合理化問題の産業別展開Jcr季刊労働法J，総合労働研究所，
第109号，第110号)も参照してほしい。

4)乙の点については，嶺学「ダム建設における労働組織と労働移動JC関西大学 i程済論集』第21著書ヨ号)
を参照の乙と。

5) B本人文学会編『佐久間ダムJC東大出版会， 1958年)65ページ。

6)ζの期間 0950年代後半)，氏原の実態調査を進めたそチーフについては， r労働調室長論研究会中間報告
(其の二)Jc労働調査論研究会， 1968年，タイプ印綴)， 36-42ページ， 264-265ページを参照のζと。

また，その理論的変化を批判的K検討している，中西洋『増補臼本における「社会政策J• r労働問題j
研究JC東大出版会， 1982年)の447-487ページも参照してほしい。

7)戸塚秀夫「書評『労働組合の構造と機能J …労働総合研究の最近の動向一一Jcr社会科学研究』第11
巻4号)を参照、のζ と。

8)前掲 f現代日本の鉄織労働問題J8ページ。

9)労働市場安規定する諸要因の関係については，竹中窓美子『増補現代労働市場の理論JC日本評論社，

1979年)273-293ページを参照のζと。

10)ζの点については，山本潔 f大企業労働者JC氏原正治郎編 f講疲労働経済1日本の労働市場j所収，

日本評論社， 1967)を参烈のζと。

11)ただ，江口英ーは，後iζ自己の研究をまとめた『現代の低所濁(中)Jc未来社， 1980年)の中で，日本
の労働市場の下位な部分そのものである「調放的労働市場J，ζ対して技術革新がどう影響したかを分析
する際の実例として， r佐久間ダム』の自己執筆部分を引用している。 ζの点から考えると，江口は，
a本の労働市場では，不熟練労働市場を根定iともつ職種別労働市場と重なる形で，企業別に封鎖された大
企業労働市場と中小企業・臨時工・社外工労働市場とが形成されている乙とを明確に意識していたとい

える (ζの点は，江口英一 f労働市場の問題Jcr，講座社会学』第6巻， 1957年，東大出絞会〕を参照、の乙
と)。ただ， r佐久間ダム』の叙述では，乙の視点が後退していたように思う o

12)同じく「土木労働の現況一地下鉄工事のー現場において-J cr労働科学J42巻8号， 1966年)も参照の
乙と。

13)高梨昌編著『建設産業の労使関係JC東洋経済新報社， 1978年)49ページ， c執筆者は下回平裕身)
14) r同上警J33ページ(執筆者は下回平裕身)
15)乙ζでとりあげたものの俄にも，徳田欣次「北海道における建設労働力の需給構造Jcr北海道労働研
究』第103号)などの一連の研究，中川勝雄 rr高度成長』過程における建設労働市場構造の変化JC坂
寄俊雄，塩田EE兵衛綴『労働問題の今日的課題J，有斐額， 1979年)などが，土木建設を対象にした分
析をおζなっている。

「高度成長」販に建設業への就労が増大した出稼ぎ労働者については，農・漁民}欝分解と関連させて

多くの研究がすすめられた。 ζ乙では最近の成果として，渡辺栄・羽回新編『出稼ぎ労働と農村の生

活JC東大出版会， 1977年)，木村保茂・松田光一・町井輝久『漁村地域における過剰j人口の堆積と出稼

労働市場の構造JC北大教育学部産業教湾計画研究施設研究報告審第24号， 1983年)をあげておく。
16)加藤佑治 F現代日本における不安定就業労働者(上)Jc御茶の水害房， 1980年)，とくに第二設を参照
のζと。

17)代表的なものとして， r建設業の重濁下請制についてJCジュザスト増刊『企業と労働J，有斐随， 1979 
年)，“ASURVEYONCONSTRUCTION INDUSTRY IN JAPAN" cr立正経済学季報J，17巻3・
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4号， 1982年)， r建設労務下請機構の合理化路題Jcr社会政策学会年報第27集j御茶の水書房.1983年)
などをあげておく。

18)道又健治郎「戦後『合理化』と労働者階級JC道又縫治郎・清山卓郎編著 f戦後8本の労働問題JI，ミネ
ノレヴァ書房， 1980年)を参照のζと。

19)前掲 f佐久縮ダ、ムJI97ページ。

20)前掲 f建設産業の労使関係JI34ページ。

21) r向上著書JI32ページ。
22)大手ゼネコンのトップである鹿島建設の労務安全部長は， r元講は<中略>従来のとおり，協力業者iζ
対して手をとり起をとりの指導はしておれない。従って，協力業者(下議会業の乙と……引用者注)は

もっと自らのポテンシャルを引き出して磨いてほしいのである。夜来型の施工においては，元請がt昔話

をやかずとも，棺当部分は責任施工・ 8主管理で立派にやりとげてほしいJと述べている。(回口弘「協
力業者の体質強化のための指導方針Jr建設業振興JI，大成出版社， 1981年12月号)
23)労働者に対する教育訓練と関連させて，労働力陶冶という語を用いる時は，労働力の質的変化と技能修

得方法Iζ関わるレベ、Jレiと限定している。主主2)を参照、の乙と。

24)山本潔『日本労働市場の縫造JIC東大出版会， 1967年) 7ページ。

25)仁田道夫「鉄鋼業の『自主管理活動JlJcr日本労働協会雑誌JI，1978年9月号)13ページ。
26)道又健治郎，前掲論文， ミネルヴァ書房， 35-38ページを参照の乙と。

2. 調査の対象と方法

1. Jダムの概婆

ζこでは，われわれが調査の対象としたJターム建設工事について簡単iζ述べることにする。

Jダムは，北海道開発局石狩111開発建設部によって豊平川総合開発の一環として計蘭され，現

在も開発局直轄事業として建設中である。乙の工事は，予備工事が1978年に開始され，本体工事

図1

iE竺
8，2田

夕、ム越流部断面図

さき礎岩繋 EL 283，000 

101，7叫
一ー-214，3担

出所)共同企業体作成のパンフレットより

97，819 



建設業の合埋化と労働力の再編・陶冶

関2 夕、ム下流面図及び地質断面菌

堤班長 4国.0曲
←一一一一一一一一_.，，-一一一一一一

埋項揮高

E L 3事務il'¥

¥ 
¥ 

タレストゲ…ト
3.0凹 17.国()3，000 一一一一四一一一一時
斗 γ「γ//

凡iJlJ

亡己麗錐堆積物ロコ角理嘩灰岩

亡日段丘堆積物睡灰震砂岩

巴コ石英現岩/地雷境界

ロコ石削岩崎蹄相風化帯壇界

l 正規牌場 V
1 府破砕惇務 A 

間安山師 1(皇官官雲)... 

出所)共同企業体作成のパンフレットより

275 

は1980年iζ始まり，コンクリート打設が始まったのは.1982年からである。完成は i(昭和)63 

年度iζズレコム可能性が強まりjっている。

ダムの規模は(践し図2参照)

(堤高 112.5m 
堤長 405.0m 

堤体積115万nf

と，佐久関夕、、ムとほぼ碍規模の2)大型ダムなのである。次に，夕、、ムの建設形式について述べる。

Jダムは，重力式コンクリートダムとして建設されている。この形式は「竪硬な主義礎岩盤のある

地点iζコンクリートを打ち込み，そのコンクリート自重で貯留された水の圧力を肪ぐように設計

され築造されるもの3)Jと定義されている。そのため，アーチダムなどに比べると堤体積が多く

なり，コンクリート打設最も増えるため，コンクリート打設工程のスピードアップや経済化を自

的とした新たな工法が常に研究されている。その点からすれば乙のJダム建設工事は，建設業で

の生産技術・生産設備の変化を検討するには，ふさわしい対象であったと考えている。

2. 調査の対象

乙乙では，われわれが研究自的にそって実施した，苦言接調査を中心とする実態調査について説

明する。

(1)共間企業体調査(面接調査・資料収集および現場見学)1983年3月から4月にかけて，数

回にわたって実施した。 Jダム建設工事は.T建設 (8本の大手総合建設会社でもトップクラス).

S工業(総合土木と呼ばれるグループに位罷する全国企業).w工業(中小建設と呼ばれる地元
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企業)の3社からなる共同企業体(ジョイント・ベンチャー)が元請となっている。調資対象は，

その共向企業体の，①事務班長，②工務係長。

(2) 下請企業調査， (面接調査，アンケート調査および資料収集)1983年6月に実施。調変対

象は， Jダム建設工事に参加していた一次下請企業(7社)の現場所長。

(3) 職長(世話役)謂査， (面接調査)， 1983年7月iと実施。ただし，調査が作業時間内iとおこ

なわれたため，面接時額は l時間以内に限定された(調査表を事前配布)。調査対象は，下

請企業κ所属する織長(世話役)クラス18名。内訳は，寸建設準職員 1名，一次下請社員 1名，
一次下請に雇用されている者12名，二次下議会業社員 3名，二次下請企業に雇用されている者 1

名。

(4) 一般労働者調査(酉接調査)0 1983年8月に実施。面接場所は，作業員宿舎内の食堂。た

だし，語接持簡は 1時間以内に限定された。調査対象は，一次下請企業κ雇用されている者26名。
二次下請企業に雇用されている者6名。計32名。(ただ，乙の中には一般労働者とは性格の異な

る一次下議企業社員が l名含まれている)

i主

1)北海道新開， 1983年7月26日号

2)ちなみに，佐久潤ダムの規模は，堤高150m，堤長294m，縫体穣106万rrfであった。前掲『佐久間ダム』

70ページ参照。

3) r建設用語事典jJ(き、ょうせい， 1971年)437ページ。乙の{也Iζ，土木工学的な知識については，飯田隆
一編著『ダムの設計，新体系土木工学75jJ，糸林芳彦編著『夕、ムの施工，新体系土木工学76jJ(いずれも，

技報室主出絞， 1980年)などを参考にした。

第 1章生産過程における合理化の進展

1. 工程のシステム化

現在のダム建設での生産技術・工程編成の特徴は，コンクリート打設工程のシステム化，と把

えられるだろう O 乙のシステム化によって，乙れまでは労働集約型産業の典型とされてきた建設

業においても，生産工程の連続化を基盤とした全体システムの確立を先行させ，労働力はそのシ

ステムにあわせて配置する引という体制が確立された。以下，乙の点について詳しくみていこ

つ。

まず，コンクリート打設工程について簡単に説明しよう。コンクリート打設工事には，大きく

いって2つの流れがある。一つは，コンクリート製造に至る流れで，①コンクリートの原料とな

る原石を採取し，②それをダンプトラックによって一次破砕工場まで運び，@そこからベjレト・

コンベアに乗せて，水洗い・二次破砕され骨材となり，④骨材の大きさiとよって 5段階(150幽

-80孤， 80iIlm-40mm，40mm-20四， 20mm-5醐，製砂)Iと分けられ，⑤再びベルト・コンベアで

ノイッチャープラントへ運ばれ，⑥そ乙でコンクリートとして線りあげられていく，というもので

ある。

もう 1つの流れは，ダム本体のコンクリート打設に誼接関わるもので，①コンクリートを打設

するブロックごとに，建設重機で岩擦の仕上掘割(その後清掃)をおこない，@そ乙iと型枠を組み，

③バッチャープラントで製造されたコンクリートをクライミング・クレーンで運搬し，そのブロ

ックを打設し，④グリーンカット・コンクリート養生し，⑤セメントミノレクを法人し，打設した

コンクリートと基礎岩盤をさらに密着させる，というのが基本的な流れである。乙の流れでは，

場所の移動はなく，こうした工程が，問時に数ケ所のブロックで進行している o (函 1，表
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作業場所と工程の流れ(コンクリート製造の流れ)

一一切学工場号法原料水同三百字二次附工場設ν弘一-TCT払
ンクリート コンクリート

二次再度砕一一一→ 製造一一一一+ 運搬

表 1-1 

山石!長作業場所

パッチャープラン

トからコンクリー

トをトランスブア

…カーにあけても

らい、それをパケ

ット受台車へ渡し、

クライミングクレ

ーンでb打設場所へ

運ぶ。

製品パイルから骨

材をひきだし、ベ

ルトコンベアで運

搬し、パッチャー

プラントで、セメ

ントと練りあわせ

コンクリートを製

造するo

さらに、二次クラ

ッシャーで破砕し

原石を大きさによ

って振り分ける。

製品パイルに貯蔵

する。

一一一一一一→一次破砕一一一一+原料水洗

一次破併された原

石を水洗する。

原石を受け入れ、

ジョウ・クラッシ

ャーで、一次破砕

する。その後サー

ジ・パイルに貯蔵

する。

取

民主石山に発磁をしかけ

て原石を採取し、それ

をブルトーザーで積み

込み、ダンプ・トラッ

クで運搬する。

採石原名

作業 i勾答

程二E

潟水処理〔コンクリート打設へ至る流れ〕

崎
沖
磯
崎
腎
盛
山
首
湘

コンクリート打設ブロ yク作業場所

fJ設ブロックに運ばれたコンク

リ…トをパケットからあけて、

打設し、パイパックや予動パイ

プレーターで振動させる。

ク…リングノぐイプ
立一一→配管・境内計器類一一打設高官 清掃一一一コンクリート打設

埋設

コンクリートの滋度

を管理するためのパ

イプを配管していく

fJ設高官に諸作業の

汚れを落し、打設

面を湿絡にしてお

く

車E

枠制誕

/
、

k
g

い
枠
イ

に
て
刑
必
ず
フ

ク
て
製
ス

ツ
立
木
は

ロ
総
は
部

ブ
を
盤
般

設
枠
務
一

打
裂

f
i、

す辛型仕上綴削・岩悠清掃

fJ設ブロックが岩繋の
場合、 5車協な岩望書が出
るまで建設重機で掘削
し、不良な岩を取 1)除

名

作業内容

君主工

瀦
品
印
山
州

コンクリート養生

コンクリートの品質が低下

しないように、表言語をj湿潤

iこ{呆ち、必要によっては保

滋する。

/ 
コンソ lJテ…ション・
ボーリンググラウト

鉄筋総立

強度を要求される

ブロックの場合、

鉄筋を組立ててい

グリーン・カット

コンクリート打設後、水平

打設衝での次回の打設の際

コンクリートが付着しやす

いように、表衝に発生する

レイタンスを高圧水で処理

する。

打設したコンクリートと岩盤

を一体化させるために、コン

クリ…ト上から岩盤内へボ-

1)ングして、そこへセメント

ミルクを注入する。

出所)共同企業体資料および各種面接調査より作成
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1参照)。

乙うした 2つの流れが，後で述べるコンクリート打設の効率化口時間当りのコンクリート打設

量アップという目標で統合されている。

これまで述べてきた工程によって成立している工程のシステム化を，工程の分化と編成2)とい

う傑酉からみていくと，以下のような特徴が指摘できる。

① 各作業工程が標準化され，作業の反復燃が強くなっている。

@ 標準化した工程を，コンクリート製造iζ至る流れでは，自動制御化されたベルト・コンベ

アが，コンクリート打設に歪る流れではクライミング・クレーンが，連続化させている。

③ ζの2つの流れが，時揺あたりのコンクリート打設量アップという目標(最大目標は，コ

ンクリート会製造するパッチャー・プラントの最大能力)へ向って結合されている。

こうした点を，生産設備との関連で説明しよう(表 2参照)。

まず，コンクリート製造に至る流れについて述べる。乙の流れでは，諜石採取工程において，

ドーザ・ショベルやダンプトラックなどの単能的専用機械が配置されている。それに加えて，ー

匝の作業サイク Jレが短く，作業の反復性も強くなっている針。そしてこの反復性の強さは，線本

的lζ，骨材の製造量一コンクリート製造量一コンクリート打設量によって規定されている。筆者

が，コンクリート打設工程全体がシステム化されている点を，ダム建設における生産技術の特徴

としたのは，こうした工程全体の連関性の強まりと，それを統合している自動制御装置を持つプ

ラント設備の導入という点に注自したからである。

プラント設備については，もう少し詳しく説明する必要があるだろう。乙のプラント設備は，

o骨材生産プラント(一次破砕工場→サージパイル→原料水洗工場→二次破砕工場→製砂工場→

製品パイル)

。パッチャープラント(コンクリート製造能力90.0nf/h) 

。濁水処理プラント〈処理能力.350t/hの堤体用湯水処理プラント，同じく 1，200tlhの骨材プ

ラント尽濁水処環プラント)Iζ分けられる(表 1-3参照)。

会てのプラント設備には，自動制御装置が導入されている。なかでも，直接コンクリート製造

を担当する，脅材生産プラント→パッチャープラント(それをつなぐベjレト・コンベア)のライ

ンは，密接に関連し，自勤途続運転化している。とくに，ベルト・コンベアシステムは，エレク

トロニクス化された自動制御装置を内蔵する乙とによって，自動化装置としては，現段階での完

成形態に透していると言ってよいだろう。この乙とは，プラント設備での労働が，乙れまでの建

設業にはほとんど見られなかった，監視・点検労働へと変貌し，少人数でプラント設備を運転・

管理するようになってきたことを示している(図 2参照)。

次iζ，コンクリート打設へ至る流れについて見てし、く。すでに述べたように，コンクリート打設を

一つの打設ブロックに限ってみると，仕上掘削・岩懇清掃→型枠組立→クーリン夕、、パイプ配管・

堤体内計器類埋設→打設前清掃→コンクリート運搬→コンクリート打設→グリーンカット→コン

ソリデーション・ボーリンググラウトという流れになる(前掲表 1ーし表 2参照)。ただ，

実際の作業はいくつかのフ守口ックで時時進行しており，それぞれの工程は独自に作業を進めてい

る。乙のように，一見バラバラに進行しているかのように見える堤体内の各作業工樫も，実は，

クライミング・クレーンを中戦にして，作業の関連性を強めている。乙のクライミング・クレー

ンは，これまでのダム建設で主流を占めていたケーブルクレーンにかわって.rダムの立地条件
や環境保護の酉から4)J使用されるようになった。しかも，一つの工事現場で3機のクライミン
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プラント生産量骨材

名

f蕗設

程

産

3二

主主

滋
会
市
岬

コンソリデーション・
ンクリート

ボーリンググラウト
養生

-グラウトプラント

.グラウトポンプ

・グラウトミキサ…

一→クーリングパイプ配管 コンタワート
型枠組立 堤内計器類壊設 一一+打設前清掃一一歩打設

-ブルドーザー

.パイパック

.パイプレーター

(手動)

.SKクレーン
(アーク溶接機)

仕上織的
岩盤清掃

. i由EEショ
'̂-Jレ

・1由圧ジャ
イアント
ブレーカ

(ピック)

名君主

生産量設備

ヱ

グリーンカ yト

.超高庄洗浄機

鉄筋組立

(鉄筋切断機)
(鉄筋臨機)

i可じブロックでの作業工程

出所)共間企業体提供資料，及び各種面接調査より作成
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プラント設備の機能と積類

名 称 形態寸法 昔話 カ 台数 製作所名

骨材生産プラント

一次クラッシャー 供給口 1， 050x1， 540 (mm) 378/125~583/250 (t/h~理由) 2 神戸製鋼所
スクラノてー ゆ 2， 100x4， 500 (mm) 319t/h 2 H 

一次スパイラル分級機 ゆ 1， 050x7， 500 (悶) 37.9t/h 2 " 
二次 // ゆ 1， 050x7， 500 (盟血〉 37. 9t1h 2 11 

二次クラッシャー 供給口 250x1，350 (mm) 237 /25~288/50 (tlh~幽) 2 11 

三次クラッシャー " 100x 1，350 (mm) 91/9~132120 (t/h~mm) 2 " 
ロッドミ jレ 2， 700x4， 500 (翻) 89.8t 2 H 

三次スパイラル分級機 1， 350x8， 500 (mm) 60.5 (t/h) 2 

濁水処理フ。ラント (処理水量)

堤 体 機械式凝集沈降分離 350tlh 1 三菱金属

骨材生産プラント " 1.200t/h 

222 石川島播p8磨重I
ノてッチャーフ。ラント

全自動式塔形コンクリート
フ。ラント 90.0n:i'/h (コンクリート製造能カ)

セメントサイロ 800t (空気閏送方式)

表 1-3

日本建設機械婆覧j(日本建設機械化協会編)より作成出所)共同企業体提供資料及びrI983.

下総B企業一一ーが

1，430m一一一→
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造

コンクリート製造に至る工程と労働力編成

H
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調

←一一一下請A企業

+一一一一一 2，070m 
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函 1-2
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注) 1. .…一次下請企業の役員
口…一次下請企業の準社員〈技能員・麗員・現場雇員)
A企業のみ
0…一次下言語企業の作業員(季節雇用)
2 下請A企業では.350tの濁水処現プラントだけが2交代
制，下譜B企業は両方とも2交代制，そのため人数は 1益分
3. 下請A企業のベルトコンベア管理は，一次破砕工程の作
業員，原料水洗工程の作業員が行なう。

出所)共i湾企業体提供資料および各種面接調査より作成
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グ・クレーンを使用しているのは， J夕、、ムが日本で最初なのである。

こうした点だけではなしコンクリート打設の工程では，クライミング・クレーンがいかに効

率良く，パッチャープラントから連ばれてくる生コンクリートを打設場所へ運ぶかが，工程上の

ポイントとなっているc そのためコンクリート運搬→コンクリート打設は，一つのラインとして

編成されている。つまり，

① パッチャープラントから供給される生コンクリートを，運搬車(トランスファー・カー)

→パケット受台車→クライミング・クレーンという嫡序で打設ブロックまで運ぶ

@ 堤体内の打投ブロックでは，生コンクリートをフツレドーザーで地ならしし，パイパックや

手動パイプレーターで締め臨める。

この作業が何度となく繰り返され，一つのブロックを打設し終るまでには， 10時間前後かかる。

このように，コンクリート運搬→コンクリート打設という工程は，運搬設備(トランスファー・

カー，クライミング・クレーン)によって連続化されている。ただ，@の堤体内作業κは，労働
集約側部が強く残っている。それは，手動パイプレーターを扱う打設作業員とオペレーターの操

作するブルドーザー，パイパックという単能機械とが結合され，作業集団全体で一つの作業を遂

行する協業体制が成立していることに示されている。

陪様の点は，コンクリート打設に至る流れの中にある各作業についても指掃できる。こうした

工程はいずれも，一~二種穎の建設機械を中心に，作業集団全体がチームを組んで進められる共同

作業なのである O ただ，その作業自体も，作業手)1損害警にそって行なわれる標準化された作業とな

っている。こうした各工躍を工程編成上の中軸であるクライミング・クレーンが統合している点が，

コンクリート打設に至る流れ全体の特質と蓄える(表 1-4参照)。もちろん，コンクリート製

造工程のように自動ライン化した工程とは巽なるが，ここでも労働集約的側面を残した作業が，

全体としては一つのシステムとして動いていると考えられる。

くり返して言うと，工程のシステム化の特徴については，

① システム化の前堤として，各作業工程の標準化が進み作業自体の反復性が強まっている

点

② プラント設備とそれを結合するベルト・コンベアからなる工程を，エレクトロニクス化し

た自動制御装霞が統合している点

@ 労働集約的な工程についても，クライミング・クレーンによって一応の連続化がなされ

ている点

が指摘できる。そして，こうした点で現在のダム建設の生康技術は， r佐久間ダム』建設時に
導入され，その後のダム建設で定着した fコンベアーシステムによる流れ作業方式的」とは，そ

表1-4 工程別クライミング・クレーンの使用状況

工 稼 名 使 用 自 的

仕 上 掘 時リ 油EEショベルなどの遼搬・掘削した表石の運搬
鉄 筋 車且 rr 鉄筋材の運搬
型 枠 率直 立 S.Kクレーンの運搬・型枠材の運搬

クーリングパイプ配管 パイプの逮搬

コンクリート打設 コンクリートの運搬

コンソリデvーション

zffーリング・グラウト グラウトプラントの運搬

出所)共同企業体提供資料および各種面接調査より作成
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ただ，性格の異なる二つの工程の流れを結合せざるをえないと乙ろに，現在のシステム化自体

の持つ矛盾も存在している。

注

1)内山鮪『戦後B本の労働過程.1(三一書房.1982年)120-137ページ参照。

2)中間哲郎『工場の哲学.1(平凡社.1971年)のIIr工場jを参照。なお，同警は ζれまで技術論や労働
の単純化傾向をめぐっでの議論の中でばかり検討されてきた。しかし，労務管潔についての記述も含め

て，広く労働問題研究の中fL位還付けての検討も必要だと考える。

3)例えば，ダンプ・トラックは，原石山から一次破砕工場までの片道数百mの区間を.r山の高さによって
違いますけど40盟位は，多い待で(往復は)100四位だねJ(ダンプ， ドライパー.28歳)という位，運

転している。

4)日本建設機械化協会編rI983日本建設機械要覧.1377ページ。

5)前掲『佐久間ダム.193ページ

2. 連続操業体制の確立とその矛盾

工程のシステム化の進展は，労働強化や要員削減について建設大手資本が一方的に決定できる

技術的基盤が形成されたことを意味している。また賃金形態も，それにともなって，従来の請負給中

心のものから，基本日額を明示した定額制へと移符している。

ところで，建設業では劣悪な労働条件を反映して深夜作業が広く行なわれてきた。ただ連続操

業iとともなう交代制労働は，製造業ほど広範に普及してはいなかった九

しかし. Jダム工事の場合には，工程のシステム化とともに.24時間連続操業体制が確立され

た。しかも，先述した作業の皮復性の高さに代表されるような労働の濃密化をともないながら，

完全二交代制が採用されたのである2)。

ここで問題となるのは，いまだに2組2交代制が採用されている，という点である〈表 1-5

参照)0 6日関連続して展番(慕本的には 7: 00-18 : 00)か夜番(同じく 19: 00-6 : 00)で

勤務し，日曜日ごとにその番を交代していく二組二交代制は，作業員宿舎に寝泊りするという条

件があって初めて成立する。しかも，夜番勤務者は，昼間iζ援眠をとる乙とになり，労働者の掲

体的・精神的疲労は増しているc

「夜勤になったら昼間ねればいいけど，眠くない人は遊んで歩くでしょう。だから，ガタガタ

歩くから自がさめるしょ，だから思うように眠れないしさ。J(41歳，コンクリート打設工)

建設業の場合，従来から長時陪労働・労働災害の多発など低労働条件が指摘されていたが，交

代制と，それに基く連続操業体制もその延長線上に確立されたと見ることができる。このような

実質的な労働強化をもたらす合理化に対して茂感を覚えながらも，それを口に出して言う事も

できず，そうした場(組織も含めて)も持たない出稼ぎ労働者が交代制労働を行なっている事

実は見落すことができない3)。そして，長時間労働時間によって相対的な高賃金を得ょう，とい

う出稼ぎ労働者の意識4)が連続操業体艇の確立による労働強化をストレートに受入れる下地と

なっているのである。つまり，資本による連続操業体制とそれを支える交代制労働の導入は，相

対的高賃金を護得するために長時間労働を受入れ， しかも労働強化iと対する不満を顕在化する手

段を持たない建設労働者(出稼ぎ労働者を中心とする)が存韮している建設業では，スムースiζ



2';' 

柑
片
湖
特
袋
詰
湘

滋
仏
印
由
州

交代制の状況

ヨと 代 策甘 の 概 要
i人1:. 業 職 種

作 業 時 間 E圧 編 成

A 企業 ダンプドライパー 7 : 00-18 : 00 実(ニ働交1代0待制問) 二斑編成{昼ダンプ8名重機オベ4名

君主機オベレーター 19: 00-6 : 00 夜 ダンプ3名，重機オベl名

プラント点検工 7 : 00-18 : 00 実(二働交1代0待制部) 完全二総ニ交代制(一成1人)一週間ごとに昼夜を交代

C350t濁水処想プラント〉 19: 00-6 : 00 

ち企業 プラント運転工 7 : 00-18 : 00 実(二働交1代1待制問) 完全二級二交代制(一波4人)一選問ごとに昼夜を交代

(ノてッチャー・ブロラント)

プラント点検工
19: 00-7 : 00 完全二組二交代制(一斑2人)一退問ごとに昼夜を交代

C 食業 打設作業員 7 : 00-18 : 00 実(ニ働交9代.5制持) 完全二組二交代制(一斑7人)

{コンクリート打設工 19: 00-6 : 00 濁

D 会業
主義機オベレ ター

① 7 : 00-18: 00→(実働10時路) 不規員IJ二交代制(一斑8人)

② 19 : 00-24 : 00 ③の場合は，そのまま 7 : 00-18 : 00まで18時間労働を行なう

③ 24: 00-7 : 00 

E 会業 ボ_1)ング・グラウト工 7 : 00-19 : 00 C二交代制) 完全二組ニ交代制(一斑4人)一週間ごとに昼夜を交代

N試錘(二次下請) 19: 00-7 : 00 実働11時総

F 企業

D工業(二次下請)

S基礎

ぺr建設 クレーン・オベレーター
①{早遅出出

6 : 30-16 : 30 二交代制(一斑2人)
9 : 30-19 :∞ 

ただ，必要なのは人なので要員が重なる時間帯は，

②{早選出出 19: 00-5 : 00 
互いに交代している o21 : 00-7 : 00 

表 1-5

資料出所)各種蛮接調査より作成
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おこなわれたのである。

出稼ぎ労働者の場合，従来であれば労働条件に対する不満は労働移動という消極的な形で解消

していた。しかし， r高度成長」の破綻後， r継続麗用」を望む傾向が出稼ぎ労働者の閣でも強ま
り，大手ゼネコンの作業現場から移動せず交代制労働に組みこまれ，労働強化iとも耐えている。

それでも，肉体的・精神的疲労をもたらす労働強化に対しての不満や反発は，われわれの行なっ

た調査の中でも，以下のようにあらわれている。

r(仕事の)時間がかかるから，給料多くなるけど疲れるね。ものすどく疲れるわ。(収入が下

つでも)楽な方がし、L、って。(給料は)そう極端に違うもんじゃなL、からね，自に見えて逢うう

てもんじゃないからねJ(40歳・コンクリート打設工)

「拘束時間がちょっと長すぎるんじゃないかと思うね，時間的にねJ(28歳，ダンプドライパー)

また，工提のシステム化は，それ自体の中i乙矛腫をはらんでいる。すでに述べたが，現在のコ

ンクリート打設工事は，エレクトロニクス化した自動制御装置によって統合されている連続工程

と，労働集約的側面が残っている諸作業をクライミング・クレーンによって統合した工程という，

全く性格の異なった工程iとよって成立している。 ζのように肢行的に新たな生産設備が導入され

た場合，基本的な傾向として，自動化された連続工程の作業能力に合わせて，工程全体の作業議

行能力は決定される。その方が，答易iと労働強度を高められ生産性の向上を追求できるからであ

る。現実のJγム建設工事でも，パッチャープラントの最大コンクリート製造能力に実際のコンク

リート打設量を近づけるという点が，作業目標となっている。

こうした矛盾は，労働者が一身に担うことになる。その具体的なあらわれは，先iζ述べた連続

操業体制=交代制の確立，それにともなう労働強度の増大，工程のシステム化による作業そのも

のの反復性の高まり，などである O 生産過程の合理化がもたらした矛腫と労働条件の悪化を，労

働者自らがチェックし，作業iζ対する裁量権をわずかにでも保持していくことができるのか。そ

れとも，資本のイニシアティブによって，合理化の矛盾を顕在化させずにより高い生産性を

追求する方策が導入されるのか5lo こうした揺いに対しては，労働者のイニシアティブに対して

杏定的にならざるをえないのが現状であろう。 Jダムの場合，労働者が主体的に労働条件を規制

するのに不可欠な労働組合が，現場作業員の中には全く存在していないし，元請となっている大

手ゼネコンの職員震は企業別組合に組織されているが，彼らが現場作業員の労働条件向上を要求

する可能性は，現状では全くないからである。

しかし，矛盾そのものは明確になってきている o

「普段の時は7時から(午後) 7時までだけど， (コンクリート)打設の時は10時休みも休まな

いしょ， 3時休みも休まないしょ。全然，始まったら休まないから。お麗ご飯でも，ご飯食べる

とすぐやるでしょう時間なんて休まないよ，休憩なしだから。ご飯食べて，タバコ飲む人は

飲んで、，お茶飲む人はちょっと欽んで，さあ仕事始めるかつてもんで，仕事ゃるから。(1時間)

全然、休んでないよJ(41歳，コンクリート打設工)

i(作業効率の屈では)そういう事はもう限界までやってますから，もうこれ以上できないような

感じで動いてますからね。それがもう当り前の事でJ(25歳，重機オペレーター)

そして，乙うした矛盾を顕在化させないために，建設大手資本は後で述べるような新たな労務

管理の方法を確立していったのである。
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注

1)前掲，渡辺栄・羽田新編妻子『出稼ぎ労働と農村の生活J68-69ページを参照。
2)ただ，乙の連続操業体制は 365日潤フル操業している鉄鋼業などのさな日連続操業とは違って，原則とし

て週1問ずつ操業をストップするため.r全日選番 2組2交代制OJと呼ぶほうが正確なのかもしれない。
酒井一樽「夜勤交代制と労働者の縫康Jcr月刊いのちJ.日本労働者安全センター.1983年9月号)参照。
3)熊沢誠は，労働の単純化をめぐる小林謙ーとの論争の中で，労働の単純化と労働市場を直結させる考え

方を批判して.rどのような労働者が供給注れようとも，需要される労働の変化と多様性は客観的に把
握されるはずだJとし.r単純労働を耐えがたいものとなかなか考えはしない人びとに委ねる ζとζそ，
現代の労務管理の中心的な戦略であったjと述べている。 cr'労働者管理の事の根J.日本評論社.1976 
年70-71ページ)

乙の乙と自体，1:異議をとなえるつもりはない。だが.r単純労働に耐えやすいjとされる人々が，必
ずしも労働の単純化にともなって進行する労働密度の増大などの労働強化にも「耐えやすいjとは思わ

ない。とくに，建設労働者の場合，労働強化に対する反感は f疎外感jよりも先に労働者の内iとめばえ

るだろう，と筆者は考えている。

4)横浜建設業協会が行った調査では，兼業労働者660人(出稼き、労働者と考えられる)のうち.76.59ぢ

C482人)が n収入が増えるなら. 2待潤位の残業はしてもよいjと解答している。 Cr慾設作業員労働実

態調斎報告審J.横浜建設業協会・神奈川県建設業協会横浜支部.1980年3月調斎)
5)資本がイニシアティブを取る労働条件の f改善J方法については，戦後日本の労働時間短絡を，単純に

労働条件向上の歴史であったと把えるのではなく.r先行する労働生産性の向上，労働強度の増大，労
働者の生活時間構造の変化iとともなう資本の生産過程の混乱を毒事後約解決してきた援史Jであり.r滋Iζ
生産高の増加に結び、っくJ場合もあったと，所定内労働時簡の短縮と労働強度の高まりに着泊している

山本潔『日本の策金・労働時間J(東大出版会， 1982年)137-251ページを参熊のζと。

第2章下請企業の編成と労務統轄機構の再編

本章では，下請企業を中心とする生産現場の編成について，とくに一次下請企業iζ重点、を置い

て分析してし、く。

建設業では，従来から，①受注産業であり工事最も不安定である.@生康現場が工事によって

移動する，⑨総合組立産業であるため職種構成が多様である，なと‘の理由から元請企業(そ

の中心は大手ゼネコン)は，労働力や建設機械をできるだけ，自らの下に固定化させないという

態穫をとっていた。そのため，労働力需給を調節する機能と職種別に専門化して工事を遂行す

る機能とを合わせもった，職別工事業者と呼ばれる下講企業1)を，工程ごとに編成して，建設工

事を進めていた。その縞成過程で，下請制度が重層化(一次下請→二次→三次……)しやすい点

iζ，建設業における下議制度の独自性があり，先行研究で指摘されているように叱建設労働問

題を考える擦の中心課題の一つがそ乙に存在しているのも事実である。

また，建設省や建設業界も，下請企業についての対策を重視している。こうした動きと合理化

の進展がどう関連しあって，下請制度の重層性iと影響を与えているのかを確定する乙とが，重要

な論点になっている。

1. 元謙一下請関係の変化

現在，大手ゼネコンがとっている下誘対策は.r元請・下請欝係合理化指導要綱J(1978年，建

設省が制定)によって，方向づけられている。まず，乙の「指導要繍jが決定されるに至った経

過について述べておく。

日本資本主義の「高度成長J過程の中で，建設業自体も急成長を遂げてきた3)。しかし，乙の
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成長の基礎条件として，出稼ぎ労働者の急増(その大半は建設業に就労する)，山谷や釜ケ崎に

代表される日露労働者の「寄せ場Jの膨張4)など，相対的過菊j人口の創出・堆積があった。それ

は，戦前の建設業が必然的iと構造化した f監獄部麗j制度(低賃金労働力の拘禁制置と強搾取の

機構5))の下で強制的iと就労させられた労働者が，戦後新たな形で形成されてきた (r監獄部屋J

制度は，戦後労働改蒸によって崩壊した)ことを意味している。つまり，高い労働災害率，その

労働災害iζ対する不充分な補償，企業倒産の多発とも欝速してしばしば起乙る賃金不払い，な

どに典型的に見られる，劣悪な働条件で労働者を利用していったことが，建設業の急成長を

支える要因ともなったのである。

しかし，建設労働者も乙うした鵠題に対して，山谷や釜ケ瞬での自然発生的な「暴動J(次第

に計画的な集団行動へ移っていった)や， 1971年iと主として土木工事に従事する建設業の野帳場

労働者の綴織化をめざしてつくられた，総評・全日本建設産業労働組合が取組んだ新幹線工事労

災闘争などの抗議行動6)を通じて，政府や建設資本に対する闘争を明確にしていったc

それに対して，政府・建設資本は自らの労働対策をある程度 f改良j し，労働者が建設業へ定

着する方向を打ち出してきた。その具体的なあらわれが， 1976年に制定された「建設労働者雇用改

善法Jであった。乙の背景iとは，東京オリンピックなどの閤家プロジェクトが呼び起こした

「建設ブームJ1とともなって生じた建設労働力不足，とりわけ若年技能労働力不足に対応する

ため，出稼ぎ労働者を新たな建設専業労働者として位鐘付けようという意図も当然、あった 710 その

基本方針は，すでに中央織業安定審議会が1969年の「建設労働者の雇用安定と労働力確保のため

の当面の施策について」以来，数度にわたって行なった建議で打ち出されていた。その後，建設

資本は自ら実態調査を実施8)し，それをもとにして，全国建設業協会(全建)， B本建設業団体連

合会(日建連)，全国中小建設業協会(全中建)，趨築業協会(建築協)，日本土木工業協会(土工

協)の5団体名で， r建設労働実施要鋼J(1975)ぞ策定した。この「要鋪jを受けた形で， 1976 
年に「建設労働者麗股改善法」が制定されたのである。

乙の法揮では，①下請企業ごとに雇用責任を明継にすること，@元請による下請企業の指導，

という基本方向が打ち出された。乙乙で義務付けられた，元請の下請指導が，その後の元議・下

請関係の根本をなしている。

1977年iと中央建設業審議会が「建設業振興の慕本方策」を答申し， r建設生産の仕組の合理化
と，個々の企業の体質改善j安要請した。そのうえで，建設業の機能を，①智理監督機能，@直

接施行機能に分け，①は総合工事業が，②は専門工事業が有しているとした。

乙の答申告うけて， 1978年1<:r元請・下請隈係合理化指導要鏑J(建設省)が策定されたので
ある。乙の「指導要鋼J1<:よって下講を選定する擦の基準と，下議企業における雇用管理が明示

された(表2-1参照)。なかでも，下請選定の墓準である施工能力が重視され，現在の f責任

施工遂工能力の向上9)Jを中心とする，元請(大手ゼネコンが中心)の下請指導の方向が決定さ

署長2-1 元議・下議関係合理化指導要織について

ζの f要繍Jは1. 主旨 2. 一括下請の禁止等 3. 下請の選定 4. 合甥的な下請契約の締結
5. 元請の代金支払等 6. 下請における護用管理等 7. 発注者から直接工事を請負った元請の他の

元識に対する指導という 7つの事項から構成されている。とくに，下請の選定は. r~. 施工能力，

二，雇用管理及び労働安全管理の状況，三，労働福祉の状況.I!!l.下請との取引きの状況害事を総合的に

勘定」して行なうように述べられている。

出所) r指導要織jより作成
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表2-2 元請の下請指導の方向

指導育成の方向 現在とっている方向 今後の主義点

. j霊任務工遂行能力の向上 127 ( 90. 1形) 80 ( 60.25的
. 技術・技能の向上 113 ( 80. 1彪) 18 ( 13.5%) . 技能工の確保 69 ( 48.9形) 4 ( 3.0%) 
. 予言用化の推進 15 ( 10.6%) 
. 経営管理能力の向上 58 ( 41. 1%) 7( 5‘3%) 
. 原価管理能力の向上 57 ( 40.4労) 4 ( 3.05ぢ)
. 自主的安全管理能力の向上 120 ( 85. 1%) 20 ( 15.0%) 
. その他 4 ( 2.-8銘)

言十 563 (399. 25ぢ) 133 000.0%) 

回答社数 141 133 

資料出所) r下諮問題についての状況調査報告J(昭和58年)
(臼本建設業団体連合会など5団体が実施)

れた(表2-2参照)。

さらに，大手ゼネコンは作業に対しては直接管理するが，現場作業員の労働問題については直

接の躍用者である下議企業の自主性に任せるという体制を確立した 10)。その上で， r責任施工遂
行能力」を慕準iと，下請企業を選別し，大手ゼネコンがイニシアティブをとって，特定の下請企

業iζ重点的に仕事を発注する方向で指導を強めようとしている(表2 3参照)。

表2-3 指導育成の方法

指導育成の方法 現在とっている方法

. 基幹下請に蚤点発注 110 ( 78.05引

. 企業合同，協同化の推進 12 ( 8.5%) 

. 新規学卒者の採用の協力 6 ( 4.39ぢ). 技能訓練の実施，または助成 74 ( 52.5;;ぢ)

. 経営管理の研修 29 ( 20‘6%) 

. 施工管理の実施，または助成 82 ( 58.2%) 

. 雇用管理研修の実務または助成 42 ( 29.8%) 

. 安全教育の実縞，または効成 137 ( 97.29的

. 経営診断及び経営指導 15 ( 10.6労)

. 退職金制度確立の指導 21 ( 14.9%) 

. その他 4 ( 2.8%) 

言十 532 (377.39ぢ)

回答社数 141 

出所) r下請問題についての状況調査報告J(昭和田年)
(呂本建設業間体連合会など5団体が実施)

今後の言重点

45 ( 41. 79ぢ)

4 ( 3.7%) 

1 ( 0.95的

9 ( 8.3%) 

3 ( 2.8%) 

18 ( 16.7%) 

1 ( 0.95ぢ)

27 ( 25.0%) 

108 000.0%) 
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例えば，準大手(大手5社に次ぐ 6-10位の企業グループ)と呼ばれる閉組は，ハザ、マ施工協

同組合に濯する下請金業を合併によって均質化させる事を自的として，特定施工会社制度ぞ発足

させ(表 2-4参照)， 7年間で77社の一次下請企業を28社に再編成した 11)。

また，大成建設では， 1969年に建設業で初めて下請企業の協同絡会である「大成事業協同組

合連合会jを作った。その事業の一環として，基幹下請企業の社員に対して元請である大成建

設が直接教育訓練を実施しており，乙うした形で下請企業の「責任施工遂行能力Jを強化してい
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表2-4 特定施工会社の認定基準

1.段去2カ年，年防売上高(完工高)が概ね10億円以上であるζと

2. 過去2カ年の決算において自己資本が 5千万以上で，財務体質が優れているζと

3. 材工共の施工体制を持っている ζと

4. 施工は直営を基本としている ζと

5. 当社iζ対する施工高のシェアーが 1位，若しくは相当量の工事を施工し，当社の施工戦力として大

きく貢献している乙と

6 ある程度の技術管躍が出来，責任施工し得る体質を持っている乙と

7. 経営計魁を具体的に樹立している ζと

8. 代表者の経営技術並びに人格識見が優れている乙と

出所)社報「はざまJ1982年11月号

こうとしている。
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その一方で，大手ゼネコン自身は，一つのプロジェクトやプラントの全体に関わる形でのシス

テム産業化をめざし，総合エンジニアリング(大成建設).システム・オーガナイガー(清水建

設)などの目標の下で，単なる受注産業から脱皮しようとしている12)。こうした大手ゼネコンの目標

の中で，下請企業の f責任施工遂行能力j強化によるパートナー化も進められているのである。

;3: 

1)職別工事業者の実態については，松尾由夫 f職耳目工事業者の労働力構造~ (大成出版社.1979年)が詳

しい。

2) 古)1 1修『日本の建設業~ (岩波新審. 1963年)108-141ページ，が，建設業全体の中で，下請制度を位

置付けて分析している。労働問題としては，筆宝康之「建設業の還暦下議制についてJ(前掲論文)高

梨箆編著 f建設産業の労使関係~ (前掲書)が下請時計i度iζ焦点をあてている。また，建設労働研究会

『日本の建設産業一線力ある建設労働を求めてーJ(念日本港湾労働組合関問地方建設支部設計事務所部

会発行. 1981年)は建設労働者の立場から，釜ケ崎・山谷などの労働者の存在があって初めて成立する

重層下請制度を問題にしている。

3)乙の点については，統計分析によって建設業の就業構造を検討した，加藤佑治「戦後日本における建

設業の就業構造J(導修大学『社会科学年報J.1976年)を参照してほしい。

4)ζ うした白藤労働者の実態については，現代的な窮乏化法烈の貫徹という視点から分析した，江口英一・

西悶幸容泰・加藤佑治編著『山谷一失業の現代的意味一~ (未来社.1979年).及びその時の億人な調査記

録である，加藤佑治「日雇労働市場調査のー腕J(r現代日本における不安定就業労働者(下)~御茶の水

著書房. 1982年)を参照してほしい。山谷の歴史については神崎清『山谷ドヤ街~ (時者普通信社. 1974年)

が詳しい。

また，乙うした最底辺の労働者の闘争が持つ意義については，釜共翻・山谷現関委編集委員会編『や

られたらやりかえせJ(悶畑書庖. 1974年)を参照の乙とo

5)筆宝康之「建設業における労資関係制度一『監獄部屋JをめぐってJ(r北海道大学経済学研究』第21巻
2号. 1971年)を参照のζと。

6)総評.1tB建の闘争については，総評・全日本建設産業労働組合『ひとばしらJ(1974年)や F第5匝大

会議案委~ 0975年)Iζ詳しく報告されている。

7)氏原正治郎 f失業保険告IJ度の限界と機能J(寵山京編『社会保障の近代化j動車警房.1976年) 448-. 

455ベージを参照。

8)ζの調査結果は.r土木建設労働者の実態と意識J.r土木建設工事の兼業出稼労働者J(いずれもB本土
木工業協会が発行)という 2つの報告書撃となっている。

9) r賓任施工Jについて，鹿島建設の労務安全部長は.rr重量任施工jとは，協力業者まかせと丸投げとか
を意味するのではなく，協力業者が専門工事業者として，自己の分視する業務を的確に遂行する ζとを
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いうjと述べ，責任施工能力の向上を，下講指導方針の第ーとしている。(回口弘「協力業者の体質強

化のための指導方針J，前掲論文)

また， r指導要綱jにそった形での元議企業による下請指導の実態については， r建設業振興J1981年
4月号の飛島建設の例(刈谷頁ニ「下請企業の強化・育成対策J)同じく 1981年12月号の清水建設の例

(柳橋泰行「労務主体協力業社の糞任筋工体制lの強化J)も参照の乙と。

10)内山尚三綴 f建設業の課題と展望J(都市文化社， 1982年)Iと所収の，大手ゼネコン5社の労務安全部

長による対談「建設労働問題におけるゼネコンの立場と役割Jを参照の乙と。

11)毎日新毘 1984年4月38号

12)ζ うした動きについては，中村賀光『建設業界J(教育社新書， 1979年)217 -227ページi菊間倶匂
『建設業J(東洋経済新報社， 1980年)173-190ページ，清水建設 W21世紀の建設業J(清水建設社報別
冊， 1980年)を参照の乙と。

2. Jダムにおける元謙一下請関係

乙こでは，われわれが調査対象としたJダム建設工事を事例iとして，特定の建設工事での元

請一下請関係の実態について述べてし、く o

序章で述べたことだが， Jダムの元請企業は，す建設・ S工業， W工業の 3社からなる共同企

業体(以下J・V)である。 3社の資本金出資比率は， T建設-50労， W工業-305ぢ， s工業一20
%となっており，実質的にはT建設が J• V紹織の中心となっている。
J • Vの組織は 6つの班からなっており，事務斑と資材班は?建設の磯員を中心iζ，工務班

(工事会体の進行を担当する)，工

図2-1 J ・Vの管理組織図
事班には各企業の職員を均等に配

再号 長⑦ 霞している 1) (図 2 参照)。人

員構成をみると，半数以上がT建「一一寸
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出所)共間企業体建設資料より作成

注)⑦…T建設

⑨…W工業 の事をさしている

③…S工業

率的iζ進めていく点にある。日常

的な機能としては，①下議企業が

行なった作業結果の点検，②工程

についての指示(年間工程，月館
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表2-5 J. Vの所属企業別の人員構成

所属企業名 所属企業での雇用形態 性 }JIJ 人 数

T 建 設 職 員 男 13人
準 職 員 男 7人

康 員 女 7人

(小言十)27人

w エ 業 社 員 男 9人
S 工 業 社 員 男 5人

E 1I二 業 〈下請) 社 長 男 3人
B 1I 工ニ 業 (下請) 社 員 男 4人
C 人JJ:ニ 業 (下請) 社 員 男 I人

D 1Iニ 業 (下請) 社 員 努 l人

Kエンジニアリング(外注) ネ土 員 男 2人

計 52人
一…ムー 」一戸一一一剛 一一一一一

出所)J • V名簿より作成
(ただし， 1983年6月の数字なので管漂組織図とは，人員構成lと違いがある)

工程，日々の工程).窃発注者との打合せ，④労働災害防止のための安全衛生活動，などがあるh

そして，元講J• Vの織員が，実際に工事現場へ出て作業を持なう乙とはほとんどない 4)。つ
まり，元請は「建設業の基本方針J(中央建設業審議会)で提言された.r管理監督機能jのみを果
たしているのである。

次iと，元請J• Vの下で実際iζ作業を進行している下請企業について述べる。
われわれが謂査を実施した1983年時点で一次下請企業は7社存在した。乙の7社は，コンクリ

ート打設がダム建設の中心作業となって以来間定化されたもので，工事終了まで継続して作業を

行なっていくと恩われる。

ところで，下請企業は工程に合わせて編成されるため，コンクリート打設が始まるまでの仮設

備工事(各種のプラントやクライミング・クレーンの設置)が主な作業であった時期には，現在

とは異なった下請企業が工事に参加していた。この時期 0980年10月-1983年3月)は，建築工

事的性裕の強い作業が多かったため，工程ごとの企業分化が進み，下請構造も重層化しやすくな

っているめ(表 2-6参照)。それとともに，大型プラントやクライミング・クレーンの設置を

神戸製鋼所，三菱金属，石川島播磨重工業という大企業(鉄構，非鉄精練，造船)が請負ってい

るのも特徴的である。乙うした大手メーカーは，プラントなどの設計・作業管理のみを行ない，

実際の作業は再下請企業に任せるため，下請構造も重層化しやすくなってしまう(表2-6参照)。

コンクリート打設工事に参加している一次下請企業7社 0983年6月時点)の概要は表2 7 

iと示しであるが 7社とも下請企業の中では全掴的にみても企業規模は大きい。また 7社のう

ち3社は，元請J• Vの中心企業であるT建設への依存度がきわめて高く(表2 8参照)いわ
ば導篇下請化している。

こうした点からみると. Jダム建設工事のような工事期間の長い大型土木工事を大手ゼネコ

ンが請負った場合iとは，規模の大きい基幹下請企業に作業を重点発控L.r責任施工遂行能力の
向上」のための指導もあわせて行なっている，と考えてよいだろう。そのために，一次下請企業

も会閣からT建設の基幹下請企業6)と大手下請企業 (T建設への依存度はそれほど高くない)と

によって組織されることになり，北海道iζ本社をおく地元下請企業は，一次下請ではD企業 1
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表2-6 1980年10月-1983年3月までの工稼別・下請企業

エ 平呈 名 一次下務企業 二次下翁企業 三次(以下)の下請企業

骨材プラント基礎工事 A 会 一日f-(叩)
{反 第一鉄筋工業所(札幌市)

金 遺言

設 ベルトコンベア振付 ニ機製作所(問1]市)-Cヱ成会(札幌市)

f麓
大日電気工業(札幌市)

骨材プフン卜証言付 神戸製鋼闘機械事業育子一→→中部電化工業(札幌市)ー叫→興晴t機工次下劃(札幌市〕
エ

長江土木工業

運菩 米山像装

石倉板金

濁水処理プラント 一菱金総 :， 新工業(札幌市) :，道央官室設(札申晃市)

(1200 t ) [→繍i崎透荷台(室蘭市) 角野鉄工所(苫小牧市)

トヤ111村造船鉄工所(上磯町)

ト十→i互筏鋼業(滝川市)

ト十→大和ハウス工業(札幌市)

トーかわむら主主工(お狩匝J)

]→?専屋商f苫(愛隣市)

潟水処穣プラント 議士エンジニアリング

(350 t ) 

クライミングクレーン据付 石川島機理署重工業

仮設'Ii気 続栄電気工事(札幌市)

僚主主物設機 B高興産(キリ晃7有)

ヨシナリ工業(札幌市)

給水関係エ 佐藤鋼業(札幌市)

照明設備 骨骨南裏付し申晃市) ι:m 
岩佐組(子綾子有)

遂路工 武蔵工業(札線市) :過大東工業(札幌市)

暴礎1¥11荷IJ・遂搬 山崎建設…大ト蜘(札幌市}

n中建設興業(岩鬼沢市)

!糞{言主主機(浦河町)

生コンクリート君主搬 今井金問 征服コンタワートー己規1]'t::Jン運輸(日附)

(江別市) 東洋砂利(札幌市)

法蘭保護工 フリー工業(東京) l'北東二E業(札幌市)

秋山産業(札幌市) ソホクブ(札幌市)

東興主主設(東京)

2言。i奇興産量(礼申晃子有)

泊1)議二仁 国土担1)差是技研(札幌市)

クレーン逆転エ ニ和重機(札幌市)

t聖設工 計測エンジニアワング(広島市)

出所)J • V提供資料より作成
注)(内は本社所在地

現在 0983年)にもひきつづいて閉じ工程を担当している下請C企業. D企業.G金業は含んで
し、tJし、。
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表2-7 コンクリー卜打設工事における一次下請企業の概要

A企業 B 企業 C企業 D企業 日企業 F企業 G企業

設 立 年 1934年 1970年 1963年 1953年 1956年 1947年 1971年

資 本 金 9，988万 1， 500万 9，000万 600万 l億円 9億円 500万

本社所在地 大 阪 徳島県 大 阪 本L 幌 東 京 E定 玉沢 高知県

年間完工高
72/¥億工の完事4部千工万、/ 12億4千万 約30億 5億9624万 4部僕6，600万 423鎗 5億3千万

(そのうちす雪設) (3〈8警2.39約a) の占める寄せ 約20% (約30%) (約45%) (100%) ( ? ) (879ぢ)

建設業許可業穏 土木工事業 土木工事業 土と木び工・こ事七工業 鉄とび・ニヒ工筋
さく弁

とび・土工 大 工とび・土工

二次下請の使用 l 社 社 社 2 本土 1 本土

出所)一次下請企業lL対するアンケート調査・面接調変より作成

表2-8 一次下請企業のT建設への依存

話霊堂竺? 10%未満 10-30%未満 30-50%未満 50-70%未満 70%以上 不明 計

500- 99告万 2 2 

1， 000-4， 999万 1 

5，000-9，999万 1 2 

1億円以上 1 2 

言十 2 3 7 
し♂一一

出所)企業アンケート調査より作成

社となっている。

下請企業が，工程ごとにどう配置されているかについてみていくと(図 2-2参照)

A企業…骨材製造iと関する工程を一社で担当している。大まかにわけると，原石山での作業

(発破→原石の切りくずし・積込→原石の運搬入プラント設備(ベルトコンベアを含む)での作

業という乙とになる。

B企業…コンクリート製造に関する工程を担当している。パッチャープラント(一機約 8，000

万)を自社所有し，その運転・管理と，ベルトコンベアの保守点検が主たる作業内容である。

C企業…D企業とともにコンクリート打設を中心に，作業を行なっている。作業に応じて，コ

ンク 1)-卜打設班(第一斑，第二班)，岩盤清掃瑳，クーリング班，安全・管理班，という形での

班編成をとっている。また， Nジェットを二次下請として使っている。

。企業…同じくコンクリート打設を中心に作業そ行なっている。ただ，鉄筋組立工躍について

は， D企業のみが担当している。作業班については，班長だけは国定しているが，作業によって

その構成メンバーが変化するという流動的な編成をとっており， c 企業とは対照的である。
E会業…ボーリング・グラウト工程を担当している。ただし，現場の作業は二次下請企業 (N

試錘)Iζ完全κ任せている。そのため， E会業の社員は作業についての指示・管理のみを行なってい
る。また， E 食業自体は，作業に直接使用する機械類を所有していない。

F 金業…E企業と同じくボーリング・グラウト作業を祖当している。実際の作業は二次下請

(S基礎工事・ D工業の 2社)iと任せている点も，主企業と開じである。ただ，ボーリングマシ

ン，グラウトポンプなどの機械を二次下請に貸与している点で E会業とは異なっている。



¥'8 
ぷ為工程J.jIJの下議企業配置 0983年 6月〉

骨材生産プラント クライミングクレーンパッチャープラント

コンクリ…ト製造

図2-2

(発破)→ (切りくずし・積込)→(遂織)

原石採取工手呈

クー1)ング凪パイプ配
管、堤内計器類媛設

仕上擬詩1).岩重要清掃工程
熊
掛
川
鴨
毅
お
糊
刷

滋
合
中

打設したコンクリー

ト蛮の湿潤状態管理

C企業不定

D企業不定

生コンクリートの

打設

C企業 14人

D企業 16人

打設ブロックの水

洗い・清掃

C企業 8人

D企業不定

パイプ・計器類を打

設前に罰己最しておく

9人

不定

C企業

p企業

打設ブロックの綴書1)

不良岩の取徐き

C企業 8人

D企業不定

3人

打殺磁のレイタン

ス取徐き

Nジェット
( z次下議)
C企業

D企業

鉄筋組立

2人

2人

コンクリート養生iζ，画定された人員を配還していない。 9人がその都度，とのどれかの作業

出所)共同企業体提供資料，および各種面接言書斎より作成

注)①D企業の場合，仕上掘削・岩盤清掃，壊没，打設前清掃，

に従事している。

②C企業のコンクリート養生も，。食業と同様盟定人員が配置されておらず，その他の雑作業を含めて， 10人のうち誰かが穏当している。
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G企業…型枠組立作業を一社で請負っている。型枠作業は，木製型枠班とスライド型枠班iと明

確に分けられ，一斑4人の人員構成も国定化している。仕事震が増加したために，木製型枠iとニ

次下議会業 (KH工業)を導入し，作業員を確保している。

一次下譜企業は以上7社(各企業の現場組織については，闘2-3のa-gを参照)だが，乙

の他iと，形式的には下請企業として扱われているクライミング・クレーン運転を担当する

T建設(J・ Vとは別組織)について述べることにする。クライミング・クレーン運転を蝦当し

T建設の準殺員7) (技能職)で，職員とは異なり T建設札幌機材センターに所属

建設業の合理化と労働力の再編・開場冶

ているのは，

A企業の現場組織図 0983年 6月現夜)

工事主任一--， r一一社 員一一一一世話役一一一作業員(原石採取)
(1人) I I (1人(1入 (3入)
H (A企業での呼ぴ方)

E重機主任----l L一一瑳 員一一一一世話役一一一一作業員(重機)(5人)
(1人(1人(1人ダンプ)(8人

図2-3-a

世話役一一一一作業員(プラント)
(2人 (9人)

現場産芸員
(3人)

次 長一一一一一一社 員一一一一一一宿舎管理
(1人 (2人 (3人)

出所)金業提供資料および各種面接調査より作成

「一社員
(2人)

機械主任一一一十一一産室 長
(1人)

」ー技能員
(1人)

月号

所長代潔
(1人)

長

図2-3-c C企業の現場組織図

支底長・所長(1人)

高IJ所長(1人)

工事班長(1人) ヱ務班長I (副所長兼任)
工事係(2人) 事務員

---一丁一一-¥

仮設段耳元班 ジェット洗浄二E、二次下請

i ¥~とιムν
コ岩ク安
ン盤リ会
ク j脅|
リ締ニ管
|班ン潔
ト グ班
打斑
設
第

王圧

出所)企業アンケート謁斎より作成

!
コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
設
第

五在

図2-3-bB企業叫学業綴織と労働力構成0982年9月現在)

現場所長 32才・社員

トー技術社員 53オ・校異

チ
ヤ

ブ

フ
ム/

;25オ
34オ25オ
20オ
⑥ 21オ
⑧ 32オ

出所)労働者名簿と各種面接調査より作成

，、、
ノレ

ト

コ
/ 
J、ζ
ア
操
作

⑧ 42オ
⑧52才
⑧ 62オ

-
品
質
管
理
(
元
翁
共
同
企
業
体
へ
出
向 ⑧・・・通年産量用の役員

⑧・・季節雇用
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図2時 3-d D企業の現場組織図 包2-3-e E企業の現場組織図

現場代理人

(1'乍業所長) 1人

作業長(社員 2人)

現場代理人

(1'乍業所長)

工事係(役員)3入

一次下諮企業

作業経長 作業班長 作業主圧長 作業班長 (4入)

出所)企業アンケート調査より作成

資任者(社員)1人

人τi
 

田
貝社役

長

!話
l
世

市

耽

二次下議
N試錐

人気LL
 

A
弓
a役

長

!話
l
世

液

出所)企業アンケート調査および面接調査よ

り作成

額2-3-f F企業の現場組織図

(明白人
事務(女)
l入

一次下言青
F 企業

図2-網寸

渓場代理人
(作業所長) 1人

作業長社長 l人

木製~~粋 スライド型枠

ニ次下言書
D企業

三次下翁
TM建設

次

下
言青
λ 

= 
業

KH 
工業

出所)企業アンケート認査および函接調

査より作成

班斑液班
長長長長

している。そして， ζの機材センターがJ• Vから仕事を議負っているため， T建設(クライミ
ング・クレーン班)も下請企業として扱われてし唱。そのため，同じT建設に属してはいても J• 
V職員とクライミング・クレーン班とでは，宿舎も事務所も全く別々になっている(関2-4参照〉。

一次下請企業H土と?建設(クライミング・クレーン破)とが参加して， f Jダム連業者協力
会JC連業者とは， T建設の下請企業に対する呼び名)という組織をつくっている。乙の総織で

は，主に作業員宿舎の管理，安全パトロー11/，安全大会の開催などを実施しているが，それだけ

ではなし作業の進行に応じて下講企業問で作業員や建設機械を融通しあっており，いわば，

一次下請企業全体でJダム建設の作業進符についての責任を負わされているのである。乙の点

について，下請企業の現場所長は次のように語っている。

fC連業者協力会が果たす役割の中で大きいのは)，人だとか機械だとか，そういうものを貸し

借りして協力できる。(機械の貸し借りの場合は，オペレーターを)付けて。堤体掘削， c企業
でやってると。そしたら，今どうしてもユンボ(掘削機械…引用者)欲しいんだと。そしたら，

うちの廻そうという事で。うちでちょっと一時的に人間足りないんで貸してくれないかとか，そ
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歯2-4 クライミング・クレーン涯の構成

(T建設

現場代理人
(常駐せず)

(T建設札幌機材センター所長)職員

|一一庭用偶者手暴露首L.Jl1;諮
現場副代理人 51オ 主幹事韓民

運転索f壬者

オベレ タ

43才
⑧ 

(打合せ・連絡業務)

運転管現者

42オ
⑧ 

(班長)48オ

44オ
⑧ 

34オ 38オ 43オ 37才
⑧⑧⑧⑧  

出所)労働者名簿と面接認盗より作成

注)職員とは， T建設の職員(本社採用)

準職員
(以下⑧とする)

48オ
⑧ 
46オ
⑧ 

準職員とは， T建設準職員(本社の機械部長採用)

現場作業員
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ういう所が非常に良い所

だと思うんですけどJ

(A企業，現場所長)

f(連業者向で作業員の

貸し借りは)やってるん

です。うち，今貸してる

んですわ，大工(型枠)

に。今日で10日位になる

かな， 4人か5人。ずっ

と大工さん追われてるも

んだからJ(C企業，現

場所長)

7社の一次下請企業は，

作業に使用する建設機械

のほとんどを自社で保有している〈表2-9参賠)。そのためG企業がJ・VからS.Kクレーンを借りて

ているのを除けば，建設機械リース業めに依存する企業は見あたらなかった。乙れは，パワーシ

ョベルやフソレドーザーを中心とする掘削系機械が広範に普及していく遜躍で，規模の大きい下請

企業は建設機械受自社で所有するようになり，調査対象のような大型土木工事では工事期間も長

いため，自社の機械を持ち込んで作業を請負っているため，と考えられる。乙の点を，すでに何

度も述べている「責任施行遂行能力の向上jという大手ゼネコンの要求と考えあわせると，

高梨らの研究で述べられている「下請が必要とする資本投資は(中略)簡単な消耗品的機械や

道具類， トラックなどの運搬手段にすぎない 9)Jという段階とは異なり，一次下請企業では機械

装備を中心とした臨定資産の増大も進んでいると考えられる。

さらに，高額なために従来は元請資本が所有していた，パッチャープラントなどの毘大な生産

設備についても， Jダム建設工事では一次下請食業が中心となって所有している(表2-10参照)。

例えば，骨材生産プラントは，プラント製作を損当した神戸製鋼所と運転・管理を担当するA

企業が，下請として共局企業体を綴み，元請J• Vから土地を提供してもらって骨材を生産し，
元議J• V はそれに対してプラント設僚の使用料と脅材の生産費を支払うという，一種のリース
業的形態をとっている。パッチャープラントは B企業が自ら発注し所有している。このよう

なプラント設備の場合，建設機械メーカーと一次下請企業との間で，製作はメーカー，運転・管

躍は一次下請企業という分業体制が成立している。 ζうした点からするともはや，高梨らが述べ

たように「建設業の f技術革新』は，もっぱら元請資本レベルの技術の蓄積10)Jとして現われる

とは言えず，施工に関する生産技術の変化の影響は，一次下請企業iと霞援現われるようになった，

と考えるべきだろう。

Jダム建設工事では，一次下請の他iζ，二次下請企業6社，三次下請企業 1社が，作業に加わ

っている(表2-11参照)。乙れらの企業はほとんど北海道内の企業だが， Jダム建設工事が行

なわれている札幌市に本社があるのはN試錘 1社だけであり，道内各地の食業が集められている。

二次・三次下議企業の配置については， (詰揚図2 2参照)



議
一次下請企業別建設機械の使用状況 0983年6月)表2-9

稜

有

有

有

有

有

宥

有

保有状況

所

所

所

所

所

所

所

ム
口
ム
口
ム
ロ
ム
口
ム
ロ
ム
ロ
ム
口

。d
つ
ゐ
'
i
唱

i
o
o
a告

A
匂

書量

32 t級 4.5ni' 

2. 1 ni' 

1. 4 ni' 

2. 1 ni' 

11t 

j密庄式1会・空圧式3台

絡・性規書量

積込

原石運搬

発破のための刻孔

機

切りくずし積込

使用場所名

原石山

11 

/1 

11 

造

工

材製

用使

雪JIノ

パックホーショベル

ベイローダ

ダ.ンフ。.トラック

クローラドリ Jレ

エアー・コンブレッサ

<< 

毛5

ヨ

械

シ

機

ザド業

企業名

人
1.<二A 

11 11 

グ

崎
沖
域
特
時
割
合
湘

有

有

有

所

所

所

ム
ロ
ム
ロ
ム
口

0.4 ni' 岩盤の掘削

コンクリートの地ならし

コンクリートの振動

援体基礎掘削

コンクリート打設

(パッチャー・プラント〉
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表2-10 プラント設備の所有状況

名 称 製作所名 運転管援者名 共間企業体との関係

骨材生産プラン卜 神戸製鋼所 下請A企業 神戸製鋼がプラントを製作し，運転・管理はA企業

という共同企業体で骨材を生産し，それを共同企業

体(元議)が翼取る

ノイッチャープラント 石川島播重 下請8企業 B企業が 1H 1 Iζ発注して，パッチャープラントを
愛工

製作した。共間企業体は，生コンクワートを買いと

る

濁水処理プラント 三菱金属 下請A企業 共同企業体が購入し，運転・管理は下請A食業iζ任

せている

ベルト・コンベア 三機製作所 下請8企業 共同企業体が発注所有しているが，走車転管理はパッ
(境内)

チャープラント操作の下請B会業iζ任せている

出所)面接調査より作成

表2-11 二次・三次下請企業の概要

会業名 N試録 S~露礎工事 D 工業 KH工業 SM建設 Nジェット TM建設

資 本 金 1. 000万 ワ ?(詰委員) ? 1. 000万 1， 00071 9 (ミ三次)

本役所在地 札幌市 東久留米市 苫小牧市 苫小牧市 旭川市 高知県 きろ麻際I

Jダムでの元請名 E企業 P企業 F企業 G企業 A企業 C企業 p 工業

(そζへの依存度) 約50% ? 100% ?約ま(6月で)~のヴ月契 ? ? ? 

Jダムでの作業員数 18人 8人 2人 7人 2人 3人 6人

ボーリン ボーリング
機械 . 設備 グマシン F企業が マシン・グ 超高圧

ラウトポン
? ブうレドーザー Tょ し

の所有状況 グラウト 貸 主手 与プF)企(一業部が黛は 洗僚機
ポンフ。

許 可 業 種 さく弁 とび・土工 とび・土工 ? 土木工事 ? 。とび・こた工

出所)一次下議会業アンケート調斎，同面接調斎，および職主主面接議査より作成

ボーリング・グラウト工程…N試錘， S 基礎工事， D工業， TM建設 (D工業の下請)

型枠組立工程…KH工業

原石運搬工程…SM建設

グリーンカット工程…Nジェット

299 

となっており，とくにボーリング・グラウト工程で下請化が進んでいることがわかる。すでに述

べたように，ボーリング・グラウト作業を請負っている一次下請企業 (E企業， F企業)は，全

国iζ作業現場を持つ大手企業である。そのため，作業は再下請に出して全国的な範盟での仕事援

の変動に対応し 11}，自らは元請としての性格を強めている。

乙うした二次・三次下請企業は，

①自社の機械を持ち込み，作業全体を請負っている企業 (N試錘. D工業)

②生産手段を持ちζまず，単に「貸工12)Jを供給するだけの企業 (KH工業， SM建設， TM建

設)

@ r名儀人Jとしてのみ機能し，実際の作業は世話役を中心とする作業グループに任せている企
業 (S主基礎工事)
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@特殊な機械を所有し.r建設機械リース業」的性格が強い企業 (Nジ忠ツト)
という 4つのタイプに分ける ζ とができるc

以上みてきたように. Jダム建設工事の生産組織は，一次下請企業を主体とした重層的下請

制度の上に成立している(国2 5参照)。たしかに. E 企業 F企業を除けば，一次下議は直

接現場作業にたずさわっており，企業間での下請関係だけをみると.r一次下請に作業の重点が
あり 9割以上が二次までで終っている。三次以降はそれぞれの事態に応ずる補足的作業と晃ら

図2-5 Jダム建設現場における生産組織図0983年6月現在)

元議共同企業体 (J.V) 

T 建設(資本比率50%)

W 工業 30%)

S工業 20%)

/そのほとんどがT建設と深いつながりを持っており、連業者と呼ばれている。1
一次下論企業 ¥Jダムにおいても一次下議企業だけでJダム連業者th1力会を作っている。)

現場の構成

・技術職員 12名
作業員 33名
(そのうちt控訴役
4名)

現場の構成

・役員 2名

作業員 11名

(ただし通年遜用

者が6名)

現場町構成

社員 5名
作業員 51名
(世話役 5名)

)
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脚
ト
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ト
1
1
1
i
l
宣
池
し
に
一

L

A

献

金

業

レ

遺

M
社
本
企
ベ
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S
本
資
川
河
川

現場の構成

社員 3名
作業員 35名
(世話役 4名)

毛見場の構成 現場町構成 現場の構成 現場の構成

社員 4名 社員 4名 社員 2名 T主主設の準職員

(実際的作業は) (時間じ)現場作業員 (いター)
2次下請に務 28名 11名
負わせている (た長し一部に

2次下繍企業を

使用)

¥ 
N試錐

本社 札幌 本社東京 l本社苫小牧 本社首小牧
資本金 1，000万 /社員は一人もおかず¥1I役員 2名が再) r 3ヵ月町穣1
E企業に作業員詩人 i実質的には名儀料だ'111下講を使って1l'話契約で作!
を派議している いfをもっている I1 1作業を行なっ 11業員 7人をi

I lっている J I派遣していi
(在日し政うち) Nグノレープ l 、 t~ '1る j 

作業員 8人

(君事担号 I™的
当麻町
D工業に作業員
6人を提供

三次下務企業

出所)各種函接調査をもとにして作成
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れる。従ってこれをもって過重な重層構造とは言い難いであろう 13)Jという建設業界の指摘があ

てはまる。

しかし，問題は一次下請企業に濯用される現場作業員のほとんどが季節雇用の出稼ぎ労働者で

あり，その採用・解躍が一次下請(さらに言えば元請)の思、い通りに行なわれている点にある。

たしかに，下請企業が労働者を直接雇用するようになり，雇用関係は明確化してきた。その反語

で「現在の建設労務構造は，長期不況による減量経営によって一次下議会業の雇用労働者は減少

し，その護用率は20%を割っているとも言われている。その減少分だけニ次以下の業者の麗用は

増加し，重層構造の壁は厚くなっている。ニ次以下の労働者を補助的なものとする乙とはできず，

むしろ建設労働の主力というも過言ではない 14)Jという指摘もあるように，麗用という点からみ

ると重層性は確聞として存在している。

さらに，元請が下請企業に対して要求している「責任施工遂行能力の向上」という方向の中で

は，一次下請企業自体も工事援の変動iとすぐ対応できる体制をつくりあげることが，必要になっ

てきている。つまり，元請から発控される工事をいつでも進行できるだけの労働力を確保してお

くと同時に，その労働力をできるだけ常用化しないでおいて，元議からの工事受注量の変動に対

処しようとしている，と考えられるのである。そして，その過程で重層構造が温存される可能性

は高いのである。

浅

1)共同企業体の組織については， r鹿島・熊谷・鉄建・青函ずい道工事共同企業体jを対象にした，小鳥
康光 f青磁トンネル建設の組織論的研究J(日七海道大学経済学研究』第33巻4号， 1984年)を参熊のζ

と。

2)鹿島建設の労務安全部長は，下請企業lζ対する教湾函での援助について， r実技にすぐれた人には<中
絡>元請でしっかり教育Jするとし， r協力業者(下請企業のこと・引用者)についても，一定期間現場
で預って，元議の社員と起居を共にし，実務で鍛えれば，協力業者の責任施工能力向上に大いに役立つ

ものと信ずるjと述べている。(田口弘，前掲論文， 16ベージ)

3)元議J• Vの機能，とりわけJ• V職員の具体的な作業内容を通じての分析が，本稿では不充分なまま
である。 J• V職員層lζ対しての謁査を実施した上で，別の機会iζ検討したいと考えているo
4) rc元議の職員が)直接現場へ行って働くというのはないという事ですね。全部下請になりますJ(元議
共同企業体・事務班長)

5)表2-6は， J • VIL届けられている限りでの下請企業名である。したがって，実際にはさらに重層化
し，地元の零細企業も加わっている撃が考えられる。ただ，調査時には，設儀工事が終了していたため，

その実態については不明である。

6)本社が徳島県にあるB企業は，従来は元請が所有していたノイッチャー・プラントを自社で所有し， J • 
VIζ社員を出向するという形で元請 (T建設)との結びつきを強めている。また，同じく四国(高知県)

IL本社を震く G企業は，北海道lとはJダム建設工事しか現場を持っていない。 Jダム工事に参加したの
は「北海道のほうは，ダム専門l乙(型枠作業を)やっておられる方おられませんので，ゼネコンとして

は不安になる訳ですね，技術的な事で。そしたら，例えば， T建設の方は，西国iとおった方がζっちへ

来られる訳ですね，転勤で。そしたら，こっちに来られた方が四闘で使ってたのを，アレを引ゥばって

きたら楽じゃないか，という事で引っばって来ようとする訳ですねJ(G企業現場所長)という技術的

な理由からであるo

7)ζ うした大手ゼ、ネコン内iζ存在する重層的雇用機造については，次主主で述べる。また前掲，加藤佑治

F現代日本における不安定就業労働者(上).1139-143ページを参照のζとo

8)調変のゆで建設機械リース業者の存在が確認されなかったため， ζの論文では，全く分析していない。

しかし，務在の建設業の中で，建設機械リース業の占める比重は高くなっており，それを無視する事は
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できなくなっている。その実態について分析をくわえた研究はまだ党あたらないが，建設機械リース業

の概要については，国民金融公庫調査部編『日本の中小サービス業(I)J (中小企業リサーチセンター，

1980年)が参考になる。

9)高梨昌編著『建設産業の労使関係J(前掲書)33ページ(執禁容は下回平裕身)

10) r向上書J49ページ(執筆者は下回平裕身〉
11)r全国的な視野で下請さんを行ったり来たりさせてると。ですから九州で下請さんが足りなくなると，
北海道からポンと行く事もあるJ(F企業，現場所長)

12) r貸工jについては，山本潔が造船社外工を対象にして，従来は親方下請制のもとに統括されていた校
外工が，主として生擦の機械化によって「本工斑iと組み込まれて作業する『貸工』となったJ(前掲，

F日本労働市場の構造J東大出版会， 1967年， 171-172ページ)と述べ，その特質として，①生産手段を
綴造船所iと依存している，②採用・解雇にあたって，その人員数を親造船所iζ規定される，③作業にお

いて本工班長の指揮化におかれる，などの点をあげている。

13) B本土木工業会『土木建設工事の下請構造と雇用管塑の現況J0975年)， 15ページ0
14)大絞建設労務研究会『建設労働改善の方向を求めてJ0980年)， 124ページo

3. 労務統轄機構の再編

建設業における下請制度の問題は，元請企業と下請企業との龍にだけ存在しているのではなく，

下請企業とその下へ労働力を供給していた世話役との儲にも存悲していた。乙れまで建設業の

t世話役は，下請企業の経営主である「名儀人Jの下で，自分の下に固定的な労働力を保持する乙

とで，特定の工事現場を請負っていた。そして，乙の「名儀人一世話役j制震が建設業の下請制

捜を重層化させる大きな原由ともなっていた 1)。

乙の伝統的な「名儀人一世話役j制度は，北海道の建築大工の場合.1960年代に入って崩壊し，

世話役の監督者化が進んだ，とされている九乙の都市に定着した職人的性格の強い織穏とは翼

なり，不熟練織種が中心である出稼ぎ労働者の場合，序章で検討した高梨畠らの研究では「技術

革新jの進展によって「名儀人一世話役j機構が下議企業化したにもかかわらず， r世話役の機
能は，下請業者によっても完全に吸収しつくされるととはなかったから，世話役の一定の f自立

性Jはなお保持されている 3)Jと指摘している。

われわれの調蓋対象では，出稼ぎ労働者が作業員の大半を占めていた。その点からすれば，世

話役iζ一定の自立性が残っているとした，高梨らの見解との比較がここでの論点となってくる。

結論を先取りしていえば，一次下講企業がその性格を変化させてきた中で，織長(世話役4)) 

が果たす役割も大きく変化してきた，と考えている。その大きな醸由としては，賛金形態が請負

制から基本8額そベースにした定額鱗へ移持した点，工程のシステム化によって作業が標準化し

たため，乙れまでの世話役をリーダとした集間的作業方式が解体化しつつある点があげられる。

われわれの調査では，職長の多くは季節躍用であり(特に一次下請の織長は14人中日人が季

節雇用である)その場合，出稼ぎ労働者のグループ・リーダーが建設工事現場でもそのまま職

長になっている，と考えられる(表 2-12参照)。ただ，二次下請企業の職長はそこの社員が

なることが多く，作業現場を任せる責任者という性格が強い。

世話役の機能について，高梨らの研究では rr自立性』を最も多く失ったかにみえる世話役で
さえ， r実行予算jの影で，現場作業の智盟手段としての賃金と費用管壊の裁量権が保持されて
いる5)Jと述べている。だが，現在の職長(世話役)は，一次下請の場合部岩工や重機オペレー

ターなどの職穏を除けば，①労働力の募集，②下請企業の管理下iとあってその指示を現場作業

員に伝える末端職制，をその基本的機能としている(表2… 13参照)。また，賃金決定iζ関わってい
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職長(調査対象)の性格

首位 所属企業 年齢 環住所 最終学歴 Jダムでの織種 雇用形態(勤続年数) 襲毒装
I A ノ:u:、ニ 業 42歳 札幌市 農業高校中退 主義機オベレーター 通年雇用(社員ではない)05年) ? 

2 A ノ:u:、二 業 52歳 岩内町 高等小学校卒 フ。 フ ン ト 点検工 季節雇用 (11年) 11年

3 A i人£ニ 業 46歳 福鳥町 中学校卒 誇4 岩 工 季節雇用 08年) 約10年

4 C i人Z二 業 41歳 恵庭市 高 校 卒 岩盤清掃工，コンクリート打設工 季節震尽 c1年)

5 C :iE二 業 59歳 上の国防 高等小学校卒 コンクリート打設工 季節雇用 ( 1年半) 1年

6 C i人Z二 君主 66歳 上の関町 尋常小学校卒 石山 費量 済 揚 工 季節麗用 (3年) 3年

7 D :iE二 業 47歳 上の陵町 中学校卒 コンクリート打設工 季節藤尾 (2年) 2年

8 D :iEニ 業 50歳 上の霞町 中学校卒 石山 盤 清 禄 エ 季節援用 06年) 約10年

9 D 入11:二 業 42歳 上の国町 中学校卒 鉄 一筋 工 (作業長) 季節雇用 03-4年) 8年

10 B :iE二 業 53歳 徳島県 尋常小学校卒 パッチャープラント運転工 B企業の役員 (4王手) 3年

11 B :iEι 業 53歳 札幌市 旧工業高校卒 プラント点検工(ベルトコンベア) 季節雇用 c1年半) 1年半

12 G Ie 業 41歳 札幌市 中学校卒 型 枠 工 (作業長補佐) 季節雇用 ( 3年) 2年

13 G :iE二 業 41歳 高知県 中学校卒 裂 枠 工 (スライド) 季節雇用 何年) 2年

14 ぐF 建 設 48歳 札幌市 中学校卒 クレーンオベレーター 準 社 員 (T建設) (22年) ? 

15 N試録 ( 2次下請) 29歳 札幌市 大 学 卒 ボーリング・グラウト工(責任者) N試錘の社員 (2年) l年

16 N試錘 ( 2次下請) 47歳 札幌市 工業高校卒 ボーリング・グラウト工 N試錘の社員 (3年) l年

17 S基礎工業(2次下請) 46歳 木古内町 中学校卒 ボーリング・グラウトヱ 季節雇用 (4年半) 4年

18 D工業 ( 2次下請) 35歳 恵庭市 工業高校卒 ボーリング・グラウト工 p工業の社員 08年) 15年

表2-12 

ω
D
∞
 

という意味であり，社員の勤続年数とは意味が輿なる。

出所)職長面接議査より作成

注〉 ζζでの勤続年数は，季節雇用されている場合，その企業の仕事に何年間従事しているか，
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表2-13 職長の機能(一次下請企業)

No. 役織名 労働者の募集活動 作業班の編成 賃へ金の決関定与 作指業について
の示・指導

1 職 長e主義機オベレーター，ダンプ 主義機オベレーター， ダ ほとんどない 安全面の注意を行なう

ドライパーを集めて 15人 ンプドライパーの編成， 現場の状況を説明する

のクツレーブ。を作ってし、る 新 作業配置について決め

間広告，仲間からの紹介で る

募集している

2 戦 長 地元で，地縁，血縁iζょっ A食業の社員の指示iζ ほとんどない ない (A金業の社員が

てグループを作る 6人グ 従う 行なっている〉

ループ(プラント点検工)

3 機 主是 地元で，地縁，血縁によっ 自分が募集したグルー ほとんどない 機械の危険箆月号を教え

てグループを作る(ただし， プがそのまま作業斑に 作業手11債を説明する

発破士の免許を必要とする)なる 発破震の判断を行なう

4人グループ 作業の段取りを行なう

4 世 言き 役 世話役になる持の条件とし C企業の社員が決定す ほとんどない 作業の段取りに対する

て，労働者募集を震われ， る 指示

知人の紹介などで4人を集

める

5 俊 5苦 役 2人を中心iζ，地元で，地 C企業の社員が決める TょL、 特にない

縁.00縁によってクツレープ

8 世 言活 役
を作る 25人グループ

C企業の社員が決める な七、 特にない

7 班 長 地元で，地縁，血縁iζょっ D企業の社員と作業長 ない 特iとない

てグループを作る 7人グ が決める

ループ

8斑 長 地元で地縁，血縁によって D企業の校長と作業長 ない 特にない

グループを作る が決める

9 作 3業 長 グループ(地縁.00縁K.よ P企業の社員と打合せ なし、 作業全体について，毎

る)がすでに作られている をして斑編成を決める 日説明をする

ので特に募集はしない

10 ノてッチャーフ。 行なわない 現場所長が決める fよ七、 機械，ベルトコンベア

ラント責任者 の管理点検を中心iζ指

導を行う

11 副賞任者 行なわない (B企業は，募 現場所長が決める ない 特にない

(B企業社員)集を頼んだが実際iζは行っ

ていない)

12 作業長補佐 知人(建設会社)に世話を 班内の作業分担を決め ない 現場の状況などについ

してもらってグループを作 ている て教える。

る 4人クツレープ

13 班 長行なわない 行なわない ない 作業の段取りについて

指示する

14 班 長行なわない 勤務ローテーションを ない 班員とミーティングを

決めている 実施する

出所)職長証言接調査より作成



No. 役職名

15 現場責任者

16 班 長

17 職 主主

18 職 長

建設業の合理化と労働力の再編・陶冶

表2-14 機長の機能(二次下請企業)

労働者の募集活動 作業班の編成 賃金決関与定
への

行なっていない (N試錘が 人員配置，昼番・夜番 特にない

就職情報雑誌に求人広告を について決定する

出す)

行なっていない No.15職長の決定iζ従う ない

地元で，地縁・血縁によっ 人員配置，昼番・夜番号 歩合の分配君事

てクツレープを作っている のわりふりについて決 を決めている

10人クツレープ 定する

行なわない (ζの現場では 人員菌己霞について決め 二次下請との

再下請を利用している) ている 契約について

決めている

出所)職長関接調査より作成
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作指業に一つ指い導て
の示・

作業全体について監督

している。 (E会業の

社員と話あって作業の

指示を行なう)

作業手11慣についての指

示をする

作業全体について管理

霊主管を行っている (F

企業の社員は安全面を

中心iζ指示する)

機械の操作方法を教え

るなど，作業全体につ

いて管理している

る職長は全く存在しておらず，その「自立性Jは全く失われてしまったと言ってよいだろうぺ

ただ，二次下請企業の職長は，作業全体についての指示や監督を行っており.(表'2-14参照)

一次下請に属サる職長とは異なった性格を持っている。また.No.17職長は全職長の中で，賃

金決定iζ何らかの形で関与している唯一の例である。先述したように，乙の職長が属している

S基礎工事は「名儀人j的性格が強いため. Jダムiζ常駐する S慈礎工事の社員はーへもいな

い。作業についての全権離がこの職長にある。乙の機能iζ対して金銭的裏付けを与える意味で，

S装礎工事は.No.17織長iζ歩合給の査定権を与えたのである。ただ，乙の査定権も請負方式をも

とにしたものではなく，一律に決定された基本日額以外の加給分についてのみ与えられている。

ζうした賃金管理も含めた労務統轄機能をほとんど持っている旧来の f世話役Jに近いタイプ

の職長は，大手ゼネコンが請負う作業現場では例外になってきていると考えられる。また，乙の

ケースは実質的には碍下請企業とほとんど変りがないと蓄えるだろう。

こうしてみてくると，現在の職長は，季節雇用という不安定な雇用形態のままで，元議→下請

へとつらなる管理体制下での末端職制として位鐘づけられ，下請社員の管理・統轄の下で現場作

業についてのみ指示を与える，という役割安果たしている。そして，下請企業に雇用されている

現場作業員に対する労務管理は，現場監督者である下請企業社員を通じての個別管理，後で述べ

るTQC運動(そのベースとなる小集団活動)の中での集詔管理7) という方法で実施されるよ

うに変化してきた。

i主

1)古川修 rs本の建設業J(前掲警)116-119ページを参照。
2)道又健治郎・木村保茂『建設業の構造変化iとともなう建設職人層の重量労働者化と労働組合運動J(北大

教育学部産業教育計画研究施設研究報告書，第9号， 1971年)とりわけ木村の担当した第4章 f親方

制度の変容と建設職人層の階層分化」を参，頓してほしい。

3)高梨鼠編者『建設産業の労使関係J，(自立掲書)11ページ。

4)従来から世話役と呼ばれていた濁を， r機長jと呼ぶように，建設業界では指導している。しかし，実
際には，まだt設話役という呼称のほうが，現場では一般的であるo
5)高梨島『建設産業の労使関連J(前掲審)10ページ。
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6) rそれ(作業全体についての管理)は会社の人ですね。ぼくらの所であればSさん(社員)，プラントで
あればWさん(社員だとか)。そして，みんな会社の人の指示でJ(No. 2職長， 52歳入「うちの場合，人

員の自己還なんでいうのは会社がやるんで，我々機長としての権板なんでほとんどないですよJ(泌 4職

長， 41歳)

7)前掲，道又健治郎「戦後 f合理化Jと労働者階級J(道又健治郎・清山事部編著『戦後日本の労働問
題J)19ページ参照。

第3章建設労働力の重層的嬬成と教青書1¥練

1. 建設労働力の性格とその編成

すでに第一章でみてきたように，工程のシステム化として特徴付けられる生産過程の変化は，

各工程の標準化を前鑓としていた。工程の変革は，各毅務の作業内容や作業範囲に影響を与えざ

るをえない。そして乙の影響を最も強く受けるのが現場作業員層であるという点については問題

がないだろう。第二章でふれたように，現場作業員の大半を占めているのは出稼ぎ労働力であ

り，作業内容の変化は建設業に従事する出稼ぎ労働力の特性である作業の集盟性を解体化させな

がら，職種構成の変化をともなって進行している。

ダム建設に加わっている現場作業員を，作業内容にそくして，織穣ごとに分類してみると.(表

3ーしまた，調査対象労働者の性格については表3-2を参照)

a夕、、ンフ0 ・ドライパー b軍機オペレーター C]算輔整備工 dクレーン・オペレーター e

郡岩工 fパッチャー・プラント運転工 gプラント点検工 h型枠工(スライド型枠工，木製

型枠工).iボーリング・グラウト工グリーンカットヱ k打設作業員(重機オペレーター，

コンクリート打設工).1鉄筋工 m岩盤清掃工，以上13の職種が存在している。(工程別の配置

については，表3-3参照)

このうち，打設作業員は，主として，コンクリート打設作業に従事しており，①重機オペレー

ター，②コンクリート打設工の 2職種iζ分けられる。①む重機オペレーターは bの重機オペレー

ターが重機運転iζ専念しているのに対して，コンクリート打設以外の作業を行なうこともあり，

その時には重機運転を行なわない点iζ特徴がある。

また②のコンクリート打設工は，次のような職務に分けられる。

イ，手動パイプレーターを使って，打設ブロック内iと運搬されたコンクリートの締臨めを行

なう。

ロ， トレッス Jレ上で，パッチャープラントから受台車まで，コンクリートを穣んだトランスフ

ァーカーを操作する。

ハ，クレーン・オペレーターと無線で連絡をとりながら受台車を操作する。

ニ，打設ブロック内で，クレーン・オペレーターと無線連絡をとりながらパケットを誘導し主

として玉掛け作業に従事する。

乙のうち，イの職務(パイプレーターによるコンクリートの締罰め)に着目すれば，建設業での

職種分類として従来から志く使われている「屋外労働者織穏別賃金調査報告J(以下「毘震J)の

「土工J.r公共事業労務費調査J(以下「三省J)での「特殊作業員JIζ，乙のコンクリート打設工は
対応している。しかし，それ以外の職務について再調査の職穣分類の中では，全くふれられてい

ない九また，プラント点検工についてもJ屋賃Jと「三省jの職種分穎の中には見出す乙と
ができない。つまり，現実の建設工事における職種は，従来よりもさらに縮分化されているので
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ある。そして，先iとあげた二調査の職種分棋では，建設業で進行した労働過程の技術的変革iとと

もなう，作業内容の多様化と新たな職種の出現に対応しきれなくなってきている。(表3-4参照)。

筆者は，このような職種構成の変化を， r半熟練工化jの進展3)であると把えている。乙の点
令熟練の性格変化と関連させて具体的にみていくと，現場作業員層は，

① 機械に対する専門的知識を必要とし作業の管理にもかかわる，高度の技能を必要とする

労働力(クレーン・オペレーター)

② 旧来からの熟練がそれほど変化していない労働力(削岩工・型枠工)。乙のうち削岩工は

発破作業を行なうこともあって，他職種と比べて基準賃金も高く， I日米からの熟練がそのまま通

表3-1 コンクリート打設工事における機種構成

織 種 名 主な作業内容 使用する設綴・機械 所属企業

ダンプ・ドライ/"{-ダンプ・トラックの運転 ダンプ・トラック(11t) A 企業

重機オベレーター 建設重機の運転(原石山での) ドーザ・ショベ)v，パックホウな A 企書記

ど

E巨輔整備 工 タwンフ。の修潔・保全 溶接機・スパナなど A 企業

クレーン・オベレーター クライミング・クレーンの逮転 クライミング・クレーン T(ー準建職員設) 

首IJ 高山 工 1. クローラ・ドリ Jレによる首4子し クローラ・ドリル A 企業

2. ダイナマイトによる発破

パッチャープラント運転エ ノてッチャープラントの運転と点検 ノfッチャーフ。ラント B 企業

プラント点検工 プラント設備・ベルトコンベアの点 濁水処理フ。ラント，骨材生産プラ A 企業

検と整備 ント，輸送用ベルト・コンベア 8 金業

木製型 枠工 木製型枠の取付・解体 大工道具
G 食業

スライド型枠工 スライド型枠の取付・解体 SKクレーン，溶接機

ボーリング・グラウト工 1. ボーリング・ 7 シンによる搬進 ボーリング・マシン S基礎工事
2. セメント・ミルクの注入 グラウトプラント，グラウトポン D 工業

フ。 N 試錘

グリーン・カット工 超高圧洗練機で，コンタワート打設 超高圧洗篠機 C 企業

面のレイタンスを取り除く D 企業
Nジェット

重機オベレーター コンクリート打設作業の際に建設重 ブルドーザー，パイパック

打 機を運転する
C 企業

設 コンクリート打設工 1. /'てイフーレーターによるコンクリ ノてイフーレーター D 企業

作
ートの締固め

2. トランスファカーの操作 トランスファーカー
業 3. 受台車の操作 コンクリート受台車

員 4. クライミング・クレーンとの無

線連絡一玉掛け

鉄 筋 工 1. 鉄筋の曲加工 鉄筋務機 D 企業

2. 鉄筋の切断 鉄筋切断機

岩盤清掃 工 ピック，ブレーカーを使って不良岩 ピック，ブレーカー C 企業

を取除く，その後岩擦の溝橋 D 企業

出所)各穣蘭接調査より作成
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議査対象労働者の一覧表

帯設 穣 企業 労番働者号 年齢 学 震 家族数 雇用形態 現住所 主(基1982本年10日月の額) 勤続年注数) 資 格・免 許

主義 機 ① 27 中学校卒 独身 季節雇用 旭川市 7，500円 2 年 大型自動車， ]1事鱗系建設機械，アーク溶接

オベレーター A 企業
② 25 工業高校卒 独身 季節麗用 札幌市 7，500円 3 年 大裂包動車，車轍系建設機械，アーク溶接

ダンプ ③ 28 高校(商業科) 2人 季節雇用 岩見沢市 (19883，年OO8O円月) 4ヶ月 大型自動車

ドライノゼー
④ 47 中学校卒 3人 季節麗用 札幌市 7，500円 6-7年 大裂自動車，車編系建設機械

車編繋備工 ③ 30 長需品率J壁独身 i最年麗用 札幌市 4ケ月 三級整備士，玉掛け，アーク溶接，ガス切断

クレーン T 建設 ⑥ 46 高 校 卒 5人 準職員 埼玉県 27 年 クレーン運転士，大型自動車，玉掛け

オペレーター
⑦ 39 言語 校 卒 4人 準職員 芦別市 18 年 クレ←ン運転士，大型自動車，発破校二七ア

ーク溶接，建設機械施工技術二じ玉掛け，移動

式クレーン

的宕工 A 企業 ③ 37 中学校卒 4人 季節雇用 福島町 9，500丹 2 年 発破技士，アーク溶接，特定粉じん作業，支

掛け

⑨ 46 高等小学校卒 5人 季節雇用 福島町 9，500同 7 年 発破技士，地山掘削，ニt止め支保工，はい作
業，型枠支保工，アーク溶接，玉掛け

A 企業 ⑬ 27 大学科学)(卒富豪気工 独身 社 員 本L線市 119，900円 4年半 火薬取扱保安責任者(申).玉掛け，アーク

(基本給) 溶接，低圧電気

.I-{ッチャー B 企業 ⑬ 26 高 校 五存 独身 通年産重用 徳島県 5，000円 2 年
フ。ラント

選転工 ⑫ 30 農業高校若手 3人 本土 員 徳島県 8 王手 コンクリート主任技士

フ。ラント A 会業 ⑬ 54 高等小学校卒 4人 季節雇用 岩内町 7，500円 約 10年 発益支技士.3i掛け，アーク溶接

点検工 ⑬ 59 高等小学校卒 3人 季節雇用 岩内町 7，500円 約 4:!f. 

型枠工 G 企業 ⑬ 34 中学校卒 3人 通年雇用 高知県 10 年 移動式クレーン，玉掛け，アーク溶接，低EE

(スライド) 電気

⑬ 24 中学校卒 独身 季節雇用 高知県 4ヶ月

⑫ 26 中学校卒 独身 季節雇用 高知県 4ヶ月

署長3-2
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職種 企業
労働者
年齢 学 燦 家族数 震尽形態 現住所 0982本年10月の) 勤続年法数) 撃ま 格・免 言干番号 号 基 8 額

ボーリング N 試錘 ⑬ 46 中学校卒 4人 社 員 福島跨 11万(基本給) 8 年
軌道装置遂転，玉掛け，アーク溶接

(社員としては4年)
グラウト工 (二次下請)

⑬ 47 中学校卒 独身 社 員 札幌市 11 年

D 工業 ⑧ 49 中学校卒 3人 社 員 苫小牧市 10 年 ニ級ボイラー，玉掛け

S 基 43 中学校卒 2人 季節雇用 言語館市 8，000悶 1年半

グリーン Nジェット ⑫ 33 短 大 E存 3人 社 員 高知県 6 年

カット工 ⑧ 33 中学校卒 独身 社 員 高知県 5 年 移動式クレーン

重 機 C 企業 @ 30 中学校卒 3人 季節雇用 江差町 8，500河 4 ヶ月 大型自動車，車轍系建設機械，池山掘郎，土
オベレー

ll:.め支保工，移動式クレーン
打 ター

⑧ 39 中学校卒 3人 季節雇用 伊達市 8，500円 I年半 主事轍系建設機械，足場組fL..移動式クレーン，

設 玉掛け，移動装醤運転

D 企業 ⑧ 28 中学校卒 4人 季節雇用 上の園町 8，500河 1年半 大型自動車.$:編系建設機械，移動式クレーン

作
⑧ 34 同苦言「 校 Z存 3人 季節雇用 函館市 8，500円 4 ヶ月 大裂自動主義]算編系建設機械，玉掛け

業 コンクリート C 企業 ⑧ 41 中学校卒 4人 季節雇用 上の国間 8，500円 1年半 軌道装鐙運転，アーク議接

打設工
D 企業 ⑧ 40 中学校卒 4人 季節雇用 言語館市 8，500丹 1年半 大型自動車，車編系建設機械

員
⑩ 35 中学校卒 独身 季節雇用 上の国町 8，500丹 約 18年 車編系建設機械，軌道装蟹運転，移動式クレ

一ン，アーク溶接，玉働け

鉄筋工 D 企業 ⑧ 50 高等小学校卒 4人 季節雇用 北桧山箆7 8，500円 約 16年

岩豊是清掃工 C 企業 ⑨ 50 品等小学校卒 3人 季節雇用 上の図的 8，500河 1年半 玉掛け

ω
g
 

出所)労働者面接調査より作成

注)①ζ乙での勤続年数は，季節雇用されている場合，正石室な意味での勤続年数ではなく，中断はあっても何年潤，その企業に雇用されたかを示している。

②自a⑬労働者は一次下請企業社員で、あり，現場作業員層とは性格が異なっている。
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工程111j職種別人員配置表3-3

一一一一~(切りくずし・積込)ーー-+-(運 搬)

↑ !  
下請A企業 下請A企業

重機オベレーター ダンプ・ドライバー
5人 8人Cだし深夜作業を行なう時は
議機オベレーター l人
ダンプ・ドライノぐ- 3人である

i b採瓦|
(発破)

↑ 
下議A1e業

向Ij岩I 4人

軸
沖
域
特
強
山
首
糊
刷

/社員 1人
下議A企業[l現場麗員 l人
プラント点検工 3人

液
晶
印
必

コンソリデーション

ポーリング・グラウト

↑ 
r議E企業
(の二次下議)

ボーリング・グラウトヱ
4人X2
(2交代制}

下請F企業

(の二次下議)

ボーリング・グラウトヱ
4人X2
(2交代制)

lYJト
特に回定
きれていない

|グリサツト|

グリーンカットヱ
3人X2

(~… 3 人下譲C企業 2人
下請D企業 2人

人

人

人

人

け

5

2
リ

6

2
劃
刷

工

創

ヱ

代

版

ト

制
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↑ 
下告書C企業

岩盤清掃工(女)

8人
下請D1e業
(1琵定されていない)

1 ~~mJL 1--1:出品プ配管君主枠組立 ー→i

下請G企業
型枠ヱ
4人X7

下請D1e業
コンクリート打設工

9人

「一円
下請D企業
鉄筋工 4人
(級立作業のみに
リート打設

Iの応援がある)

-下請D企業

(函定きれていない)

.下議C食業
岩童書清掃工

8人

出所)共同企業体提供資料及び各種顔接調査より作成
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表3-4 職種分類の比較

.311 

度外労働者職穣iJU賃金務査報告 i 公共事業労務費調査 言間交対象工事での戦幸重

貨物密動車運転手 l運転手(一般)

エ

一

転

タ

遼

イ

タ

ベ

ラ

ラ

一

オ

プ

ド

工

レ

・

一

・

備

ベ

ン

ヤ

プ

繋

オ

一

チ

ン

新

機

レ

ダ

事

章

一

ク

ー
寸
朴
礼
ma

機械運転エ一一…………一………一十運転手(特殊)
〔各種プラント等の遂転操作

を含む〕

1¥重機オベレ…ター(打設作業員)

坑夫 きく岩工 自5器工

製わく工 製わく工 型枠工

鉄筋工 鉄筋工 鉄筋工

ボーリングヱー------------…一一一…十 (該当する戦後はない) ……………-1ーボーリング・グラウトエ

土工

X普通作期
〈本コンクトト打設工

グサ…ンカットヱ

岩盤清掃工(努子)

軽作業員 岩盤清掃工(女子)

プラント点検工

資料出所) r屋外労働者職種別賃金調査報告J(労働大陸官房統計情報部編)
「公共事業労務質調査J(三省(農林水産省，運輸省，建設省)連絡協議会)

用している。ただ，型枠工は作業内容の標準化が進んできている。

命 生産過程の変化によってその比重が増大した，プラント設備・建設機械の運転・操作に従

事する半熟練労働力(重機オペレーター，ダンプ・ドライパー，車轍整備工，パッチャープラ

ント運転工)。乙のうち，重機オペレーターなどについて『佐久間ダムJ(前損害)では， r新しい熟
練労働者円と規定していたが，現在では，賃金も他殺種と間水準であり，運転知識の修得も容易

になったため技能の平準化もすすんだ。

④ かつての土工の系議をひくが，機械化の進展によって重筋肉労働から解放され，作業手11国

警に示された標準化された労働を行なう半熟練労働力(コンクリート打設工，鉄筋工，ボーリン

グ・グラウト工，グリーンカット工)。とくに，コンクリート打設工は先述したように職務の細分

化が進み，職務によっては作業の反復性もかなり強くなっている九

@ 同じく，かつての土工中の軽作業人夫の系譜をひき，機械化の進展κよって新たに発生し

た雑役的作業に従事している不熟練労働力(岩盤清揖工，プラント点検工)。
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という 5つのタイプに分ける事ができる。(表3-:-5.表 3-6参照)。

また，この「半熟練工化Jの進行は，同時に，工事規模としてはほぼ陪じで、あった『佐久間ダム』
表3-5 ダム建設での作業内容と熟練の性質

職穣名 作業内容 主な生産手段 熟練の性質 必要とされる技能資格

クレーン 1. クライミング・ クライミング・ク クレーン免許を取得してから 5 クレーン免許，支

オベレーター クレーンの運転 レーン 年位の経験で一人前になる。どん 掛け

2. クライミング・ な作業環境にでも対応して作業で

クレーンの保守点 きる事と玉掛け作業者Ir.対する指

検 示，安全性の確認が必要である。

商号 岩 工 クローラドリ lレによ クローラドリノレ 発破技二七の免許がないと，クロー 発破技士

って原石山を搾孔し ラドリルは動かせない。免許取得

そζへダイナマイト 後，ダイナマイトをうめる孔の間隔

をしかける 配列について，一人前になるまで

3年はかかる。

型 枠 工スライド型枠材の取 S.K.クレーン 2-3ヶ月の経験が必要である。 移動式クレーン
(スライド) 付けと解体 ただし， S.Kクレーンの運転には

特別教育tを修了している必要があ

る。

重 機建設重機を運転して ドーザ、ショベル 免許を取得してから，一年位の経 大型言自動車， ]算編

オベレーター 原石の切り削し，穣 ノぜックホウ 験で各種の建設重量機がのりとなせ 系建設機械

み込みを行なう るようになる。

(1:こだし，ダンプドライノてーより

は，技能を必要とする)

ダ ン プダンプ・トラック安 ダンプ・トラック 大型免許を取得している獲が，最 大型自動車

ドライノ、~- 運転して原石を運搬 (11 t ) 低条件である。ただし，長距離ト

する ラックの運転とは違いカーブが多

い未舗装道路であるため，それに

慣れるまで，数ヶ月は必要である。

パッチャー プラント設備の運転 ノてッチャー・フ。ラ -~援間程度の見習い期間を経て， 特になし

げラント を集中的iζ行なし、， ント 機械の操作を行なうようになる。

遂 転 ヱその他iζプラントの 機械に対する電気的・科学的知識

点検もする は全く必姿ない。操作についてはプ

ラント製作メーカーによる?ニュ

アルが常備しであり，それを読ん

でいる。 3ヶ月でほぼ一人前。

コンクリート 1. /"{イフ事レーター ノ、fイプレーター パイプレーターを使って，全体的

打 設 工 によるコンクリー lζキレイな仕上りが出きるように

トのしめ罰め なれば一人前。ただし，ダム用の
-----.酔噌』母-.-_.‘・・・・・・・・・ -----噛捗拘捗帳台降、明晶園、酔・.‘『・‘..・

2. トランスファー トランスファーカー パイプレーターは30kg以上の重さ 軌道装置滋転

カーの操作
があり，体力を必要とされる o

均幽』町園町・ a副.副晶圃圃・・ ・
2時間程度の学科講習と，半日程

園間・・曹関'・胴----咽叫----.-‘
3. 受合主義の操作 軌道装霞運転，三五

4. クライミング・
受台車 度の実地訓練を行ない， トランス

掛け

クレーンとの無線 ブァーカー，受台車の操作をする

連絡 ようになる。 10臼伎で慣れるよ

うになる。半日程度の講習で玉掛

けの資格を取得する。
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職種名 作業内容 ctな生産手段 熟練の性質 必要とされる技能資格

鉄 筋 工 1.鉄筋の由加工・ 鉄筋切断機，鉄筋 鉄筋力B工図をみて，鉄筋の切断・ 特になし

切断 曲機， 加工を行なえるようになるのに，

2. 加工のおわった シノ 3-4年の経験が必要。級立作業は

鉄筋の総立 特 ~C経験を必要としなし、。

ボーリング 1. ボーリング?シ ボーリングマシン 一週路程度，ボーリングの助手を 特になし

グラウト工 ンによるブロック した後IC，一人でボーリングマシ

上からの郎進 ンを操作するようになる。ただし，

2. セメント・ミル グラウトポンプ 機械の故障や事故に一人で対応で

クの注入 きるようになるには3年位かかる

グリーン コンクリート打投函 超高圧洗僚機 コンクリート打設工のEわから，体 特になし

カット工 の表面を超高圧の水 カのある者を選ぶ。 38聞の議留

カで徐去する。 を終え週間の訓練綴陪を経た

後fC，作業Iζ従事するo指導員と

して作業に従事しているNジェッ

トの社員は年程度の経験で，

一人前になる。

者ま盤清掃工 不良岩を取り除いて ピック，ブレーカー 2-38，不良宕の運搬をした後 特になし

廃棄する すぐピック，ブレーカーを使尽す

る。ただし， c企業の場合，女子
労働力が，運搬作業を担当してい

る。特に経験を必妥としない。

フ。ラント 各種プラント，ベル 濁水処理プラント， 機械の運転については 2-3日で 特になし

点 検 エト・コンベアの点検 骨材生産プラント， 覚える。また，修理については電
簡単な修理，操作も ベルト・コンベア 気的知識などは全く必要とせず，

行なう 単なる巡回と，職員の手元として

の作業が主であるo特に経験を必

聖書としない。

出所)各種面接調査より作成

と比較して，約協の作業人員で工事が進められるほど，省力化が進んだ過程でもあった点を見逃

すことはできない(表 3 7参照)。

ダム建設に従事する労働力が，単純に不熟練労働力としてではなく，半熟練労働力を中心とす

る多様な職種から構成されるようになってきた点を，これまで述べてきた。乙の「半熟練工化Jが，

建設労働者にどのよう忽労働の変化をもたらしたのかについて考察する必要があるだろう。

その変化は，第一j[作業の標準化として示される。工程のシステム化iとともなう(また

その前提ともなる)各工程の標準化は，当然にも，作業手11損害を作成し作業再容と作業範聞とを

明確に限定するという形で，作業の標準化会すすめた。作業手順番には，元議J• Vと一次下請
の協力会とで作成したもの(コンクリート打設にかかわる各作業)とプラントメーカーが作成し

たプラント設備の運転操作マニュアル，とがある。作業の標準化は，基本的に労働の単純化の

基盤となり，建設労働が従来持っていた集悶労働という性格を弱める方向を持っている。

「例えば，新しい土工を別の作業につけますね。つけた時にはその当事者をひっぱっていうて，

特別に作業手!服審を渡して，その遜りゃれよと言えばやる訳ですわJ(C企業，現場所長)

「その機械の操作擦に向って乙う乙うって(指示が)審いでありますよ。操作の仕方って訳で
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署長3-6 ~基本日額・日給額の比較

戦 種 平3基均本日額(8時間) 平日均給額00時間あたり)北額海・平遂均の労平働均時間臼 全平国均労の平働均時間日綴

夕、、ンフ。ドライノてー 7，500円 9，375円 9，560円(9.4 h) 8， 180円(8.3 h) 

重機オベレーター 7，500円 9，375月 10，020円(9.4 h ) 9，090内(8.4 h) 

自IJ 岩 工 9，500円 11，875円 (掘削内・発o破O.工Oh ) 14. 090p:j 00.0 h ) 
(掘削丹・発(破9.工2h) 14. 440p:j ( 9. 2 h ) 

プラント運転ヱ 4，400円 月給制で手当もつくがその分は見込んで計算していない。

プラント点検工 6， 700円(B企業) 8，375内
(8軽，0作50業円員() 男 (6軽，6作00業内員() 男

7，500円(A企業) 9，375月 8. 9h) 8. 2h) 

コンクリート打設工 8，472円(C企業) 10， 590同
(土工) (土工)
10，310円(9.3 h) 7，940円(8.3 h) 

打・重機オベレーター 8，432円CD企業) 10，540円
1(1重，3作00業河員()宮.6h) 

お盤清掃工(男) 7，720円(8.3 h) 

宕盤清掃工(女) 4，938円(C企業) (8時数労働) (5軽‘6作50業p:j員()8.女5h) (4軽‘6作10業p:j員()8.女Oh) 

ボーリンググラウト工 6，317河(N試錘) 7，896円 (ボーリングヱ)

8，000円(S基礎) 10，000円 8，690円(8.5 h) 9，250円(8.8 h) 

6， 733月(D工業) 8，416内

注)賃金台帳 0982年9AD より作成，北海道，全国の平均は r~案外労働者職種別賃金調査報告J (昭和

58年)より作成。

表3-7 職種構成の変化

佐久間ダム(1956年) J ダム(1983年6月)

戦 種 実 数(%) 理量 積 人 数

大 エ 298 (10.7) 2b 汗土リ 枠 エ 28 (4) 

土 エ 1，030 (36.5) 骨、九 打設作業員 65 (6) 

(①コンクリート釦 55 (6) 

②議機オベレ ター 10 

岩盤 i奇術工
l明〕

グリ ンカットヱ 7 (2) 

プラント操作工 26 (5) 

機 械 エ 338 Qい

7 (2) 

オベレーター 46 536 (点検工) 19 [3) 

メカニ y ク 64 (19.4) 重機オベレーター 5(1) 

ドライパ 88 クレーンオベレーター 11[1) 

8 

:鳶 147 ( 5.4) ¥¥、 E事鞠整{総工、
i草剤工 313 (1l.3) 

、
高IJ 岩 エ 4 (1) 、、

主ヨ ヱ 24 ( 1.0) 埼ボーリング・グラウトヱ 36 (4) 

そ (J) 他 397 (14.4) 章夫 筋 エ 4 (1) 

言十 2，745 (100.0) 計 211(33) 

資料出所)佐久間ダムは，日本人文科学会編 f佐久間ダムJI100ページより引用
Jダムは，従業員名簿 0983年6月)と下議会業面接調査より作成

注)①型枠工は.1982年9月の数字
②下請企業社員(管理作業を主とする)は含まれない
③(  )内は職長数

(%) 

(13.3) 

(30.8) 

( 4.7) 

( 7.6) 

( 3.3) 

( 12.3) 

( 3.3) 

( 9.0) 

( 2.4) 

( 5.2) 

( 3.8) 

( 0.5) 

( 1. 9) 

(17.1) 

( 1. 9) 

(100.0) 



建設業の合理化と労働力の再編・陶冶

ないけど，一番ベルトは一番ベルトのボタンだとかつて，そういう風にみんな響いであるのねJ

(プラント点検工， 51歳)
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第二に，作業の標準化を前提として「多能工北jが進展している乙とを指擁しておく。乙の

「多能工化jは，とくに打設作業員に典型的iとあらわれている。具体的には打設作業員(重機オ

ペレータ一号含む)が，コンクリート打設作業以外にも，岩盤、清掃作業や鉄筋組立作業に従事す

るようになった点がそうである。乙れは，コンクリート打設作業を請負っているC企業，。企業

の両方にみられる。ただ，その逆iと，岩盤清掃工や鉄筋組立工がコンク 1)ート打設作業に従事す

る乙とはない。

「多能工化jのもう一つのあらわれは，職務の分化iとともなって，乙れまでは建設熟練職穏と

されてきた重機オペレーターの作業が打設作業員の職務(フソレドーザーとパイパックの運転入型

枠工の職務 (S• Kクレーンの運転)に組み込まれてきた点である。乙の背最には， 1972年に制

定された労働安全衛生法によって，一定の危険有害業務については労働安全衛生に関する特別教

育や技能講習が義務付けられへ建設業においてもクレーン運転・車輔系建設機械の運転などの教

育訓練が活発化した点があげられる (ζの点については後述する)。

「オペレーターもね，オペレーターの重機の仕事ない時は，岩盤清掃してもらったりなんかし

ていただいてる訳J(D企業，現場所長)

r(重機の運転は)土工を乗せてるんですけど，土工の中でも車輔系建設機械の免許を持った者
しか扱わせる訳にいかんものですから，その人間に乗せてる訳なんですよ。だけども，それ，運

転士とか，運転工とかいう名目では使ってないんですJ(C企業，現場所長)

「多能工化」について熊沢誠は「それぞれに f変化iと応じた判断』という性格を奪われたいく

つかの単純作業が，あるいはいくつかの装置についての時じ単純作業が，労働時揺内iと集積され

たこと 7)J Iと過ぎないと，スキノレドワーカーの保持した熟練に内包された知的判断の喪失から検

討してその「タームが不適当であるjと述べている。たしかに，職務範囲の拡大や免許・資格の

取得を通じて「多能工化Jした労働力も，長期的iとみれば労働の単純化傾向にそっているのかも

しれない。しかし，彼らは明らかに単能工とは異なった建設業の中核労働力となってきている。

その点からすると，上述した熊沢誠の所説は，機械化の進展と f労働そのものの貧盟化Jをスト

レートに結びつける傾向があるため，単純労働にのみ臣を向けすぎているように思う。

ただ， r多能工化jが要員削減をめざす建設資本によって，積極的に推進されようとしている
点も事実である 8}o とくに建設業の場合，現場作業員層によって組織される労働組合がほとんど

存在しないため，職務範囲の拡大をともなう「多能工化Jがストレートに要員削減に結びつけら

れる可能性が高い。実際，一次下請のC企業は，コンクリート打設班の人員構成を一斑 8人か

ら一斑7人iζ減らした。乙の点については以下の事例で，経営者と労働者の「多能工化JIr.対す

る評価の違いを紹介しよう。

「例えば 8人のと乙ろを7人でやると。事実，文句もあったんですよ，去年8人でやって今年

0983年)も春先 5月の中旬までコンクリートを8人で打たしてたんです。それをお前ら技術

も上がっとるし上手になったから人位抜いたって出来るゃないか。れ、や，出来ん，忙しいJ

と言ったけど，まあやってみいというんで，今7人で何とかかんとかやっていけるようになった

んです。(中略)腕が上がる事によって(1人)抜けたんですJ(C 企業，現場所長)
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「一人減らされたんだわ，受合憲がリモコン操作できるようになったから，合醤マン兼リモコ

ンで受台車を操作してる訳。去年はリモコンついてなかったから受台車に一人いて。(中国各)キツ

イよ，確実に一人減らされたから。余分にみんな補完的iと出てくるからね，やっぱり後片付けで

も，今度ブルとかパイパック下から上がってくるでしょう，洗う所iと。その時iともうそ乙へ行つ

でしまうから。結局トランスファーカーに待ってる人が全部洗わなきゃなくなるJ(コンクリート

打設工， 41歳)

「去年は 8人いたんだけど今年はどういう訳か減らされたんでないか。大変だよ，仕事は当然。

機械に乗っても，一般作業というか，コンクリートの中で(中絡)何かかんかやるようになるJ

(打設作業員，重機オペレーター， 39歳)

「半熟練工化」の第三の特徴は，技能資格制度の定着であるが，乙れについては後で述べる。

次に，麗用形態という点から建設労働力の性格をみていく乙とにする。乙れまで，熟練の性格

という視点から分析を進めてきた現場作業員の大半は，すでに述べたように季節雇用の出稼ぎ労

働者である(表 3… 8参照)。ダム建設は市街地から離れた場所で進められるため，元請J• V 
職員を含め夕、、ム建設にかかわるほぼ全員が宿舎で居住している。その意味からすると，全員が

「出稼ぎ9)Jである，と言う乙ともできょう。しかし，乙乙で筆者が問題としている出稼ぎ労働者

とは，①麗用期間が限定されている，@麗用保険法による特例一時金の給付金を受けている，よ

うな労働者の乙とである。とのように考えると，基本的には，北海道に特有な専業出稼ぎ労働

者 10)がその中心となってくる。

還を3-8 現場作業員の蔵用形態別職種別人員構成

校長(準社員を含む) 通年麗 m 季節藤用 不 明 言十

ダ、ンブ0 ・ドライノてー
2人 7人 9人(車縞整備工を含む)

重量機オベレーター 5人 5人

クレーンオベレーター 11人(準職員) 11人

隠日 石山 エ 4人 4人

フ。
プラント運転工 7人 7人

フ

ン
プラント点検工 3人 16人 19人ト

裂 枠 工 1人 27人 28人

ボーリンググラウト工 6人(二次下講の社員) 14人 10人 6人(議) 36人

グリーンカットヱ 2人 1人 4人 7人

打 重機オベレーター 10人 10人

設 コンクリート打設工 55人 55人

鉄 筋 工 4人 4人

岩盤清 掃工 16人 16人

言十 20人 (9.59約 27人02.8%) 158人(74.99ぢ) 6人(2.8%) 211人

出所)労働者名簿と企業面接議室長より作成
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職種別出身地別人員構成

本L線市 札石幌狩を地除方く 後空知地志方 上の国町 言語館市 その他地の 道他地内域の 高知累 徳島県 その府他の 不 明 計 (人)
道淘方 都県

ダ‘ンフ。・ドライノ、{-
4 (44.4) 3 (33.3) 2 (22. 2) 9 

〈主義縞整備工を含む)

重量機オベレーター 3 (60.0) 1 (20.0) 1(焔1i!.市0)) 5 (20 

クレーンオベレーター 7 (63.6) 1 ( 9. 1) 2 (18.2) 1(今玉県) 11 9.1) 

湾リ 石山 工 4(宕内町) 4 
(100) 

フ プラント運転工 6 1(香川県) 7 
フ

ン
8(岩(4内7町)ト プラント点検工 4 (23.5) 2 (11. 7) .1) 

3 (17.6) 2 19 

型 枠 工 12 (44.4) 3(11.1) 8 (29.6) 4 (14.8) 1 28 

ボーリンググラウト工 12 (40.0) 1 ( 3.3) 5 (16. 7) 8 (26.7) 4 (13.3) 6 36 

グリーンカットヱ 1 (16.6) 1 (16‘6) 2 (33.3) 2 (33.3) 1 7 

打 重機オベレーター 6 (66.7) 1(11.1) 2 (22. 2) 10 

設 コンクリート打設工 8 (15. 1) 3 ( 5.7) 3 ( 5.7) 27 (50.9) 6 (11. 3) 6(11.3) 2 55 

鉄 筋 工 2 (50.0) 2 (50.0) 4 

岩盤清掃工
(8 J 5 (31. 3) 3 (18.7) 16 8 (50.'0) 

一次下請企業の社員 12 (50.0) 3 (12.5) 1 ( 4.2) 5 (20.8) 1 ( 4.2) 2(資産量) 24 

(8 J 235 
計 (人) % 70 (U.7) 11 ( 5.0) 22 (10.0) 41 (18.6) 12 ( 5.4) 23 (10.4) 2501.3) 6 ( 2.7) 14 人(不を明1を徐といた221

00 する)

表 3-9

∞
日
吋

出所)労働者名簿より作成

注)岩盤、清掃工での( )内は女子労働力
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表

No. 職 種 年齢 雇用形態 学援(現住所) 経験年数 職 援

① 主義 機 op 27 季節麗用
中(〔専規
学修 職校 卒) 2 年 印刷(会社一→自(衛隊普)通科(大型免許・車輪却系建設機械の免許取得)ー→A企業

川 言市jij〕 1974) (1975) (1981) 

② 重 機 op 25 季節雇用
工({専札業門学機高校校中退市卒〕) 

2年半 アルバイトを転々としてくり返すー→引(約越3し年慶部一)→配達員一→A 企後 業
(1976) (;¥¥9 3 if:F，，m (1980.9月)入社 ，免許をとる

③ ダー ン フ。 28 季節麗用 高〔岩校見(商業沢科)市卒〕 4 年 会((大1社97阪4員)) 一→トラック運転手一→トラック運転手ー→A企業ドライノイー (岩見沢)
(1979) (1980) (1983) 

④ ダ ン フ 47 季節震淘
中〔札学幌校市卒〕

約 10年 漁(業礼文(実)家の手伝い)ー→ダンプ運転)手ー→トラック遼転手 A会業
ドライノてー 不明 (美唄 (札 ) 

(1953-1955頃) ? - (1973) 0976頃)

⑤ 車繭整備工 30 通年雇用
中(〔札自動車学学幌校校整備科市卒) 〕

10 王手 自(動滝車JlI整)備工ー→か(札じ工幌)・溶接ー→トピ・かじ工ー→A企業

(1969)-(1979) (1979)-(1981) (1981)-(1983) (1983) 

⑥ クレ ン 46 等(技監職能職員) 同〔埼 校玉 県卒〕
27 年 産(秋業開田発)青年隊ー→T建設(見習い)ー→現業員・準磯良

オベレーター
(1955)-(1956) (1956)-約3年

⑦ クレーン 39 
準(技職能職員) 主同〔主芦 校別 市卒〕

18 年 実(芦家別の手))~伝(い(農業)ー→産業開発青年隊一→T建設
オベレーター

(1962)-(1964) (1964) (1965)-

⑧ 隠せ 岩 工 37 季節雇用
中〔福 学長幸校 町卒〕

年 鉄((骨東19製京作)一→機((愛1械2知6工1))ー→土を工転として各地一→ダンプ運転手一→トラック運転手一→々とする (秋間北見)
60) (1961)-(1963) (1965) (1970)-(1972) 

ダンプ運転手一→ダンプ遂転手一→坑((膏19内8樋電0)ト車ン運ネル転)ー→土工ー→坑夫ー→鉄(筋群組馬立ー→A企業
(秋日3)東京)
(1976) (1978) (1980) (1981) (1982) (1983) 

⑨ 誇日 石山 工 46 季節雇用 高〔福等小島学校町卒〕 7 年 漁(業(冬は造7材))ー→土(工19(兼3頃業~)ー→土(工(専7)業)ー→道内を転々とするー→A金業
1950-1957) (1953tJl:-) (1957) (1976) 

⑬ 27 
社(A企業員) 大(〔電札気学工幌学科市卒〕) 

4 年 学卒後すぐA企業へ入社

自室戦署長3-10 
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No. 職 種 年齢 雇用形態 学歴(現住所) 経験年数 織 懸

⑬ フ。ラント 26 通年雇用
高〔徳 校島 県卒〕

2 主手 会((社徳19員烏75) (電気会社)ー→左宮(アルバイト)ー→B企業
運転工

)-(981) 0981. 6) 

⑫ フ。ラント 30 
社(B企業員) 農〔徳業高島校県卒〕

12 年 コ(Bン金ク業ワのー系ト列管会理社(生)コン会社)ー→B食業
運転工

(971) (1976) 

⑬ プラント 54 季節麗沼 高〔岩等小内学校町卒〕 5 年 機(還関工機見船)醤いー→漁船乗総員一→大工手元一→土を工として道内一→A 年金間 業
点検工 転々とする (途中で2 別企業へ)

(1944)-(1ヨ51頃)(1952)-(1967頃) (1973)-

⑬ ブ。ラント 59 季節雇用 高〔岩等小内学校町卒〕 2 年 漁業(自家)ー→漁船乗組員一→土工として道内を転々とするー→A(途中で4食年間別企業へ業) 点 検 工
(941) (1948)→兼業 (1970)→専業 (1975)→ 

⑬ 裂 枠 工 34 通年産量用
E〔h高 学知校県卒〕 約 10年 左o 官一→友(19官8()自~営()…→G 企業965)- (1969)-(1973)(1973)-

⑬ 型 枠 工 24 季節雇用
中〔高 学知校祭卒〕

2 壬ド
大((華1見9方7工4の)-下のでー往見みζ習む)いー→家((119大年7工9)ケ~ーガ→(で1裂98休縛0む)大)工ー→G企業

(983) 

⑬ 裂 枠 ヱ 26 季節雇用 中〔高 学知校県卒〕 2 年 左 宮ー→5家)大工や土工などを転々とするー→型o枠大2)工ー→G企業
(972) -(975) 098 

⑬ ボーリング 46 
役(N試錘員) 中〔福 学島校町卒〕

8 年 料(様理浜学校)一→コック見習いー→漁(福業島(自)家)ー→船(員函館(コ)ック)ー→約船(員額10年舘(コ)ック)ー→
グラウト工

約3年

船員(コック)ー→N試在7寺5錘社)-員( (函館) 臨 社員
0970- (975)-(1979)-

⑬ ボーリング 47 
社(N試録員) 中〔札学幌校市卒〕

11 王手 土(工j七見(林)道工事などをして転々とする) 〈1N9試72錘) グラウト工

⑧ ボ-1) ング 49 1も工嘉 中〔苫 点小卦 著書 10 年 農(業滝の(自上家))ー→ト(苫ラ小ッ年牧ク運)転手(自営)ー→機(械苫綴小牧立年工)ー→D工業グラウト工
7-8年 12-3$ 3 -4 $ (1973)-

@ ボーリング 43 
季(S節基雇礎用) 中〔函 学館校市卒〕

1 年 タクシー遂09転72手)一→自動車修理工(自営)ー→9損78害)保険09代8理2)庄一→S基礎工業(Nクツレーフ。)
ゲラウト工 (1965)-(1972) (1972)-(1978) (1978)-(1982) (1983) 
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No. 職 種 年総 雇用形態 学歴(現伎所) 経験年数 職 自護

⑫ グリーン 33 (社吹っ員 短〔高 大知 県卒〕
3 年 青巣商(自営業)ー→製(5和年歌材間山県所)一→Nジェット

カット工
約5年間 (980) 

⑧ クP リーン 33 
(社17エ員) 中(〔職高 業学訓知校練 校県卒〕) 5 年 機((械横5総年浜立間)工)ー→ト(東ラ京年ック運転手一→塗(高装知工)ー→ダ(ンプ運)転手一→Nジェットカット工

( 5 )跨 高2年知 (1978) 

⑧ 打・毒機 op 30 季節援用
中〔上
て品f:
国校 間卒〕 (1額1 要年) ti.官(見習い)ー→土工として本州を転々とするー→土(札幌工)ー→土1(帯98広1工))~ー→(C19企83業) の

(1967)-1970頃(1977)

⑧ 打・重機 op 28 季節護用
中〔上 学の 国校 m卒n 年 ノて1(8東ー69京テ)ンー→配O(東)管~京工()19ー7→6項(ダ伊)-ン達プ(1)9運8転1)手ー→ダンプ逮転手一→D企業

(~)  (197~(1982)(1982.8)  

⑧ 打・重機 op 39 季節雇用
中〔伊学達校市卒〕

2 年 農業(自家)ー→バッテリー2車81運)転(新8鉄の下請)ー→C企2業) 
(1975)-(1981) (198 

@ 打・重機 op 34 季節雇用
高〔弱 校館 市卒〕

3 年 トラック運転手(3年鴎は劫手)ー→トラック運転手ー→重機密オベレーターー→D企業
(J!I椅江差 館)
(1970)-(1975) (1975)-(1980) (1980)-(1982) (1983) 

⑧ 打・コンクリ 41 季節雇用
中〔上
学
閣校 僚卒J) 

王手 漁船乗組員(兄の船)ー→(病気)ー→配(鎖線|路工)-9C企業
ート打設工 の

(957) -(1981) (1981.11) (1982.6) 

⑧ 打・コ打ン設クリ 40 季節護用 中〔上 学の 園校 町卒〕
2 年 漁業(生家の引云い)ー土工(室蘭など道内)ートラ古ック運〉転手一→トラック運転手ー→

ート 工 (名屋
(1958)-(1960)-(1961) (961) (1962)-(1967) 

ダンプ運県頃転)手〈ダンプ所有)ー→ダンプ運転手一→土工ー→D企業
(愛知 (函館
(1978~) (1980) (1982) 

⑧ 打・コ打ン設クリ 35 季節援用 中〔上 学の 菌話 約 20年 土工ー→土工として道内を転々とするー→D企業ート エ 1962) (1965 

⑧ 鉄 筋 工 50 季節麗尽 高等小学山校町卒〕 約 16年 漁業一→D9企67業) 
(:ft.桧 (1 

@ 宕盤清掃工 50 季節援用 局〔上等の小学習校慣卒n 約 30年 漁 業--二上(工兼業と)して道内を転々 とするー→土((工1上98の(0専頃国業)罰~I))ー(1→98C2企業
-(1953領)

出所)労働者面接調査より作成
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次に，その出身地をみると，従来から北海道内における出稼ぎ労働者の供給地であった函館市

や上の国町などの道南地域とならんで，札幌市とその周辺部の市町村からなる道央の都市部にも

出稼ぎ労働者が堆穫している乙とがわかる(表 3 9参照)0 Jダム建設工事が札幌市近郊であ

ったという点は考慮する必要があるが，大都市内部にも出稼ぎ労働者をはじめとする多くの季節

労働者が存在していることは無視できない11)。

職種別にみると，ダンプ0 ・ドライパー，重機オペレーターなどは札幌を中心とした都市部から，

打設作業員や岩盤清掃工などは道南地方から供給されている(前掲表3-9参照)。そして，打

設作業員を中心とする道南出身の出稼ぎ労働者の多くが，漁業から切り離され「土工」として毎

年のように企業隈移動をくり返すなかで，建設労働者としての経験を蓄積し形成されてきた専

業出稼ぎ労働者であることは，職煙からも示されている(表 3-10参照)。また，重機オペレー

ター，ダンプドライパーなどのオペレーター的性格を持つ職種の労働力は，一度都市へ流出し，

そ乙で流動しながら建設業へ就業するようになったのである(前掲表 3-10参照)。とくにダ

ンフドライパーや重機オペレーターは，運輸業との関連を強く持っている。

つまり，出稼ぎ労働者自体にも，①道南の漁村地域から供給される，土工の系譜ぞひく専業出

稼ぎ労働者，@都市iC定住するオペレーター的性格の強い季節労働者，という 2つのタイプが存在

するのである。

出稼ぎ労働者の多くは，規模の大きい一次下請企業iζ麗用される， r安定jしたJダムでの就業
(4月-11月)が終ると，藤用保険の特例一時金を受け取り，本州方面で冬季間の短期出稼ぎを

行なう(表 3-11参照)。乙の傾向は， r麗用保険法jの制定後にますます顕著になった。さらに，
f雇用保険法」とほぼ同時期iζ 「建設労働者震用改善法jが制定され，建設業全体が f麗用関係、

表3-11 季節援用労働者の冬季就業状況

No. 職 穣 冬季間の就業状況(1982-1983) 雇用保検(ー持金)

① 重量 機 op アルバイト(解体作業で重機の運転) 受給

② 主霊 機 op アルバイト(遂送会社でトラック運転)約2ヶ月 受給

③ ターンフ。ドライノぐー 0983年!C麗期されたばかり)

④ 夕、ンフ。ドライノミー A企業の仕事を世話され，九州へ 受給

⑧ 話リ 岩 工 福島県でダンプトラックの運転 受給

⑨ 持4 石山 工 穣寒給付金の講習を受けただけ 受給

⑬ プラント点検工 埼玉県で土工(護岸工事など) 1月-3月 受給

⑬ プラント点検工 積寒給付金の講習を受けただけ 受給

⑬ 型 枠 工 0983年に麗用されたばかり)

⑫ 裂 枠 工 (悶 上)

@ ボーリング・グラウトヱ 契約は6ヶ月ごとに更新するが，仕事は継続しである 受給(年2回)

⑧ 打 . 重 機 op 0983年lζ麗尽されたばかり)
⑫ 打 . 重 機 op 雇用保検だけで特に働かない 受給

⑧ 打 . 蚤 機 op 千葉県でこt工c1月-3月) 受給

@ 打 . 重量 機 op 東京で重機 op(道路工事) 受給

⑧ 打・コンクリート打設工 千葉県で土工(宅地造成) 1月-3月 受給

⑧ 打・コンクリート打設工 千葉県で土工(港湾工事)1月-3月 受給

⑧ 打・コンクリート打設工 穣寒給付金の講習を受けただけ 受給

⑧ 鉄 筋 工 札幌で土工(基礎工事) 受給

@ 石山 盤 溶 掲 エ千葉県で土工 受給

出所)労働者童話接調査より作成
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表3-12 T建設の従業員区分

雇賂形態 震 用 者 所属する労働組合 人 数

職員(原異IJとして男子) 社 長 T建設曜員長総合 8，635人

準 般 職
支j吉長 勤た人務だ事の部し，女長子本雇社は用 3，671人

職 特 務 層量 T建設労働組合

員 技 能 職 機械部長 254人

現 場 腿 員 作業所長 な し 不 明

資料出所)T建設人事部研修担当部長面接調査より作成。ただし職員数は「事業報

告審J，準職員数は fT建設労働組合機関紙」より

の明確化jという方向を打ち出した。これは下請企業iと謹用主体としての責任を負わせ，躍周期

需と麗用条件を明示させるようにして，労働移動iとともなう出稼ぎ労働者の不安をある程度解消

しようというものであった。そして，こうした一連の処置によって，出稼ぎ労働者の全国的流動

を容易にする慕般が整備されたのである 12)。

これまで述べてきた現場作業員層以外にも第二章で述べた下請構造に対応して.CT元請J• V 

を構成する建設大手ゼネコン投員層.@一次下請企業社員層(なかでもA企業. E金業のような

さを国的下請企業).という現場作業員との簡にはっきりした断絶があるこつの階層も存在してお

り，乙乙iζ重!選的労働力編成の特質をみる乙とができる。

さらに，大手ゼネコン磯員麗の中にも，職員・準職員・現場雇員 (T建設の例)という重層的

雇用構造が存在している(表 3-12参照)。準職員のうちでも現場作業iとたずさわる，技能職iζ

属するクレーン・オペレーター(前掲図2-4参照)は，われわれの諏査した範囲では，産業開

発青年稼を経出して，最初は現場採用の形です建設に雇用されている。こうしたオペレーターは，

「技術革新J醸には増加していったが.1970年代に入って新規採用は全く行なわれていないとい

う13)。つまり，現場作業は全閥的iζ下請企業に依存する方針が磁立されたのである。乙のオペレ

ーターは，準職員だけの労働組合であるT建設労働組合(職員は別にT建設職員組合を結成)の

中iと，独告にオペレーター支部を持ち，金支庖のオペレーターがそこに組織されている。つまり，

同じ準職員の中でも，一般職(女子事務職員が中心)とは全く性格を異にする労働力群なのであ

る。

また，現場麗員のほとんどは女子職員で，その作業現場で工事が終われば解獲されるという臨

時的性格がきわめて強いものである(前掲表2-5参照、，その麗員が乙乙でいう現場躍員iζ相

当する)。こうした身分制的躍用機造が表語的lとは趨近代的にみえる大企業内部iと残っている点

には驚くほかないが，規模の大きな下請金業にもこうした制度が志がりつつあるということにも

往日しなければならなL、。例えば一次下請のA企業は，職員!議の中lζ，社員，本社雇員，技能員

という区分を設けているのである。

以上みてきたような重層的労働力編成14)の最下層に.r半熟練工化Jした現場作業員層が存証
するのである。

注

1)高梨畠編著『建設産業の労使関係j(前掲警)28-29ページ参照。

2) f震食Jでは「土砂の掘さく，根切り，運搬の作業及び手又は機械によるコンクリート打ちの作業等潟

度の肉体労働で，技能を要する作業lζ従事するものjを土工と規定している。「三省jでは「相等程度



建設業の合理化と労働力の湾編・陶冶

の技能および高度の肉体条件を有し，主として次に掲げる作業について主体的業務を行なうもの

a 軽機械(略)を運転し，又は操作して行なう次の作業

イ，土砂等の掘削および締め固め

ロ，コンクリートの線上げ，打設，とり乙わし等

ハ，アスフアルトの混合，打設，とり乙わし等

ニ，除草

ホ，薬波注入作業等

b 人力による舗装面の仕上げおよび合材の敷均しjと特殊作業員を規定している。
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3)半熟練工化については.1920年代のイギリス機械工業を対象にして.r craftsmanの operative化jと
抱え，その特徴として，作業範囲が熟練工より狭い乙と，手工的熟練より知識や経験が重要性を帯び

ている ζと，養成が比較的短期間ですむζと，などをあげている徳永護良 fイギリス賃労働史の研究』

(法大出版局. 1967年)66-90ページを参照。また，熟練の神績を多能性として鍛え，それを保証する

ものは，生産iζ衡する知識=判断のできる乙とだとし，生産工程の38化1 標準化 C8tandardization)， 

専門化 C8pecialization)，単純化 CSimplification)によって進んだ熟練工の変化を，労働の多能性

の終薦出直接労働における知識と熟練の不婆化と把え，徳永の見解そ批判している熊沢誠 fイギ、リ

ス機械工業の労働組合(二)J CW甲海経済学論集j第8巻6号.1968年)59-73ページ，も参照してほ

しい。 ζうしたイギ、1)スを対象とした歴史研究とは別に，戦後日本重化学工業で売翼される労働力安「半

熟練労働力」と規定し，その熟練の特質そ，国民的学校教育を官官援とし独占的巨大企業のイニシア

ティブのもとに養成される労働力であるとした山本潔の見解も参烈してほしい。CW臼本労働市場の構造』

前掲警，序章)さらに，山本は，土手熟練労働力の日本的特質について，明治末から大正iE期にかけて形

成された第一階梯の半熟練労働力 CI).と第二次大戦後の「技術革新j期における第二階梯の半熟練

労働力 CII)という概念を提出している。もちろんζζで，われわれが検討すべきなのは半熟練労働力

CII)であるが，その際，山本のように半熟練労働力を，上位，中位，下位と区分する乙とについては，

さらに検討が必要であろう。

4) r佐久間ダムJC前掲誉)， 104ページ。
5) トランスファーカーの運転では，作業の反復性が特IL強くなっている。「やっぱり， トランスファー

カーの中にカンヅメにされてるのは朝の7時から(夜の)7時までだったらキツイね。(その聞は，何

度もトレッスル上を後復するだけ?)そうjという発言が示すように，打設がはじまると，トランスファ

ーカーに乗りつ放しで，パッチャープラントから，コンクリート受台車までの往復をくり返すだけの作

業となる。

6)雇用管理研修テキスト編集委員会編『建設業の安全衛生管理j(労働経済研究所， 1982年)を参照。

7)熊沢誠 f労働者管理の草の綴j(前掲審)66-67ベージ。

8) rある程度の事をできないと，もう使えない。私はコンクリートを打つだけで-すよ，という彩の人間はJ
(元議J・V.工務係長)
9)渡辺栄らによれば「年間通してヶ月以上，生活の本拠地を離れて他地で就労する者jが出稼ぎ労働

者である。 CW出稼ぎ労働と農民の生活』前掲委) 3ページ。

10)専業出稼ぎ労働者の実態については『漁村地域における過剰j人口の堆積と出稼労働市場の構造jC前掲

書)Iζ詳しい。

11)ζれまで，大都市lζ堆穣する季節労働者を中心とする建設労働者の問題については，あまり検討されて

いな七、。山谷や釜ケ絡などのように，日藤労働者が集積し問題が顕在イとしている地域を別lとすれば，出

稼ぎ労働者として都市へ流出し定着した層，都市内部から季節雇用労働者として形成されてきた腐な

どについての実態はほとんど明らかにされていない。乙うした労働者は，建設業・遼輸業を中心IC:広く

存筏していると考えており，いずれ機会を改めて検討するつもりである。

12) r建設労働者雇用改善法」総定後，建設業界が打ち出した建設労働対策lζ関するいくつかの報告の中で
も， W建設労働改替の方向を求めてj(前掲警)は最も注目すべきものであろう o その中で， r建設労働
者は常に不足していると雲われているが，出稼ぎ労働者等を含め必ずしも年間を通じて全密的lζ不足状
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態を示している訳ではない。例えば冬期の北海道等積雪寒冷地のように余剰労働力を生じる地域がある」

ので「乙れらの労働力のロスをなくし有効活用を図Jり「労働力相互融通制度の実施等を研究していく

必要があるJ(51ページ)と，燈期間の流動化を導入しようとしている点には，注意する必要がある。

13) r会社そのものが，今，機械要員，機械職員をあんまり採らない方向にいってるから，準職員は。(中略)
今一番若いのって33か34(歳)位になるかな，それが一番表弘、からJ(クレーン・オベレーター職長)

14)加藤佑治は，建設労働者を上麗，中}爵，下j醤iζ分け，大卒者を中心とする管潔的職業従事者を上層(た

だし，その規定は大変あいまいである)，建設職員層とオベレーター(大手ゼネコンの準職員層iζ限っ

てらしいが，その点も明確ではなしつを中!議，それ以外の労働者，とりわけ零細企業労働者や臨時・ 8

濠労働者を下層としている o (r現代日本における不安定就業労働者(上)~，前掲欝， 128-178ページ)

ζうした統計的手法による階鍾区分については小林謙ーが全商的に批判している (rエコyミストJ1983 
年 2月1臼号)。しかし，，'現実に建設労働者内部にほ明確な断絶があり，乙の点についての分析がなさ

れてはじめて，建設労働者のトータルな理解がで、きるのだ，と筆者は考えている。その場合，重量金を中

心とした労働条件が重要な指標となるが，今回はその分析そほとんど行なっていない。 ζの点について

は，別の機会iζ検討するつもりである。

2. 教育智11練の役苦手j

乙乙では 1で大別した，①大手ゼネコン職員膚，②一次下請社員層，③現場作業員層，の各階

どとに，教育訓練がどのような目的をもって実施されているのかについてみていくζとにする。

① T建設における企業内教育

まず大手ゼネコン職員層iとついて，元請J• Vのメイン企業であるT建設を例にとってみてい
く。

建設業の大手ゼ、ネコンの場合，職員の大半は大学卒の男子であり，彼らに対する企業内教育は，

作業現場における管理労働者としての管理技術教育と，専門的技術者としての技術教育に主眼が

おかれている 1)0 T建設の場合，建築本部と土木本部が独自に企業内教育を実施し，タテ割の教

育体系となっている(罰 3 3参照)。ただ， 1980年度からは，事務・建築・土木・機械の全部

門を対象iζ，マネジメント教育を実施し，先述した受注産業からの脱皮をめざした企業体費の改

善にのりだしている。そして，乙のような企業内教育は，職能資格制度と結びつき，人事管理を

通じての労務政策として実施されている 2)。

われわれの調変対象と臨接の関連をもっ土木職員の場合，教育訓練の基本は OJTである九

新入社員は，新入社員受入教育 (4泊5日)，実地研修(1ヶ月)を経て現場iと配属され，その

後3年間は巡回教育研修期間とされ， QJTを中心にした教育が行なわれる(表 3-13参照)。

その龍に，年 1回偲人について， r偲別研修調査表Jをもとにして，本社指導員が面接指導を行
なう。倒}jIJ管理を乙うした形で実施しているのである。

さらに，先述した企業体質の改善をめざして， 3 S化(ソフト化・スペシャリティ化・システ

ム化)が提唱され，それをふまえてM'T・クツレープ運動と呼ばれる小集極活動が，自己啓発の

具体化として1982年にスタートした(乙の点については次章で述べる)。 ζれによって，教育訓

練と労務管理が一体化したとも言える。

@ 一次下請企業社員層に対する教育

T建設では.1973年1<:r連業者作業員教育訓練基本計画」を策定し，それにもとづいた教育訓
練を下請企業社員や作業員に対して実施している(表 3-14参照)。こうした教育訓練は.T建

設本社の労務安全部とてr事業協同組合(下請企業の協同組合)とで主催するが，基本的にはT

建設が主導するものであったo 乙うした教育部i糠の自的は.rオリンピック景気，万博景気，と
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表3-13 初級社員巡回教育(0住J.Tによる〉

入社年笈
名 称 教 育 目 標

1 2 3 4 5 

①損IJ 量 O O 正しいミスのない測量，チェック方法とその心がまえ

②知決裁識， 実縮予算月報の O O 工事入手から決算までの工事施工の概念

③歩掛の取り方慈理方法 O O 日々 の業務者を通じて，労務，材積料，機基械知の歩識掛かりの取
り方と整理方法を通じて，見 りの礎

④見予積算教，育月報(決の書裁，き方実施) O O 元②穣③のの知知識識を使って，見積りのまとめ方とその重要性，

⑤決を通裁，じ実て原施価予算管理，Fl報 O 実③④の知識を使って， ζれら轍の見方ιチェックの
法，原細管理と利益K対する考え方の教育

⑥下請創出しの知識 O O 下請経費，その他割出しの知識と書類

⑦下請苦手i出しの演習 O ⑤の演轡

③発と注請者負金とのの契分約析)(単価 O 契約単価，請負金の分析と元穣の比較

⑨ネットワーク O ネットワークの技法と工程管理

⑬材料管理 材料管理の重要性とその事務取扱方法

出所)武智保夫 f主主設会社の場合j(土木学会雑誌 1977年8月号)より引用

表3-14 逮業者を対象とする教育訓練本系 (T建設)

教育訓練名 対 象 者 実施主体

主義幹要員教育 監督者(総合員の作業班長，作業長，

(初級課程) 総作業長) 各単協(支局)

(中級課程) 11 (支庖)

(上級諜程) 連合会(本社)

管理技術者養成誠練 上級を修了し，経験10年以上の者 H (本社〉

職長教育 逮業者の作業班長，作業長他 各単協

作業主任者技術講習 指定講習機関(単協)

土木品等養成訓練 土木主義幹連業者の新規採用 本社(土木部，労務部)

高校(土木科及び乙れに準ずる科)

卒業者

技能講留 達書走者の作業員 指定講習機関

特別教育 安全衛生協会

資料出所)堀越昌重量「下請建設業の藤用近代化とその問題点jr労働と経営j79. 12) I乙
掲載された表，及び面接調査より作成

引き続く好景気に反映されて，逼迫する技能労働力不足に対処するためと当社(す建設)の長・

短期目標に即応できる連業者の還しい体費をつくるため，

( 1南能なる基幹要員を養成して，連業者企業iζ定着を図る

(2鴎幹要員の実効ある活動iとより，当社社員の省カ化，連業者自らの安全管理及び生産伎の向

上を期す4)J乙とであった。乙こでは，とくに，下議企業社員層iと対する教育訓練として，基幹

要員教育(初級・中級・上級)と，土木高等養成訓練をとりあげよう。(図3-2参照)

基幹要員教育は，初級 (30時間)，中級 (30時間入上級住0時間)Iと分かれている。初級・中

級課程はT建設の各支!吉で実施しているが，上級諜桂は横浜にある?建設教育部i練センター(下

請企業のための言"諌施設)で全国から下請企業社員を集めての教育が行われている。 1980年には，
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図3-2 T建設教育訓練センターでの教育

(支1苫・60H.初・中級)

土木喜憲章宇逮業者
新規高卒者

事業協同組合員
主主幹要員

土木コース…とび、土工科、鉄筋工科、主主わく工科、
併殺しないものートンネル工科

建築コース…とぴ、二t工科、鉄筋工科、主主わく工科、
2'r:1ii工科

出所)T建設「社報J0980年9月号)

327 

T建設教育部練センター

が f職業言11練法iζ基づく

養成宮11練の普通訓練課程

(土木科)，向上訓練のこ

級技能士吉iI練課程の二課

躍をおさめるT高等訓練

校として，東京都より認

定された5)Jため，上級

課程を終了すると，二級

技能士の学科試験が免除

されるようになった。

乙の姦幹要員教育は，

単iζ技能教育にとどまる

ものではなかった。作業

現場で，直接，現場作業員を指揮・管理する下請企業社員に，労務管理能力と安全管理能力につ

いても教育し，大手ゼネコンの意志を体現する職艇としての機能を強めようという意図をも持

って実施されたのである。例えば「基幹要員教育テキストJIとは， r臼常の労務管理Jとして，①
職場のまとめ方と管環者の役割，②個別管理，@集団管理について説明しており，流動性の高い

現場作業員iζ 「管理者への信頼は会社への信頼へと結びつき，企業への帰属意識J(時テキスト，

13ページ)も持たせる役割を現場監督者(一次下請社員)に演じさせようとしている。

こうした動きは建設業全体に及んでおり， 19&2年には，建設省・建設業振興基金・建設業界が

中心になって， r施工管理者教育Jが実施され始めた。乙の教育は，現場監督者の f管理能力の
向上iとより建設工事をより『平く JI，r良く JI，r安くJ施工することをねらいとしての」いる。こ
うした生産性向上を直接の目的とした教育訓練が，下請企業社員を対象iと行なわれるようになっ

た背景には，第2叢で述べた元請ー下請関係、の変化によって下請企業lζ{責任施工遂行能力jの

強化が求められているという事情がある。そのため，乙の「施工管理者教育Jは，生産性向上の

重要な方策であるTQC運動と深い関連をもって進められており九今後その鶴連はますます深

くなるであろう。

土木高等養成富iI練は， T建設の土木部が全面的に協力して，全国の有力下請企業が採用した新

規学卒者を対象に年間2，039時間にわたって行なわれる。 1983年は，全国22i土から40名の新

規学卒者が集まり，教育を受けていた。

乙乙での教育は「企業体質改善を図るためには，養成訓練を通じて，頭も腕もある人閉そっく

ること 8)Jを目的としている。つまり，将来の下請企業の技術者や中堅幹部を育成しようとして

いる。そのため，専門学科を中心にしたカリキュラムを組み，その他に 3ヶ月間の実技訓練も実

施している(表3-15参照)。乙のうち実技訓練では， T建設が元請となっている作業現場に訓練

生を派遣し， T建設の社員がO]Tによって教育を行なっている。乙のように， T建設と誼結

した技術教育委行なうことで，有力下請企業の震任施工遂行能力を強め，パートナー化をはかろ

うとしている。

さらに， 1983年4月からは下議企業の f自主管理能力の向上にウェートを置いjて， rハード
(技能)教育からソフト(管理)教育的Jを重視する新しい連業者教育訓練体系を実施し始めた。



328 教育学部紀要第45号

表 3-15 昭和55年度土木高等訓練実施計幽表

ニミミ占
4 5 6 7 8 9 10 11 12 l 2 3 科合目E計IJ 

議望書
16 26 24 25 20 22 26 23 20 20 22 8 252日

社 会
噌書記罵舗隠雄容'

50
H 2.4 仇ノUζ 

2 12 12 
警

14 7 3 

唾~民=参.

体 湾t 2向。
通

40 
10 4 12 6 6 2 

学
数 学

喝事

1.0 20 
20 

科

小言十 110 
54o川d 

32 16 24 20 13 5 

喝事

土木工学概論
16 

16 0.8 

ぽ詩〉

建築生産概論 4 0.2 
4 

専
母明E当.. 

土 木施工
4518; 1 

262 12.9 
30 53 45 9 

崎争翁.

損4 長ま 82 4.0 
20 38 16 4 4 

F号
唾~=-

機械及び電気 68 4.3 
10 8 9 9 28 4 

キオ 料 33 1.6 
8 6 12 9 

学
唱ー... 

設計及び霊長図 23 1.1 
6 6 3 8 

噌⑤償給申t 診ー

安 全衛生 42 2.1 
10 8 6 

手ヰ
5 12 3 

伺舎自由..  

法 m 31 1.5 
4 9 6 6 6 

小計 561 27.5"'ι， 
96 130 100 116 91 28 

唾一時時b・
測量ま恭本作業 182 8.9 

40 48 
Jま

44 36 14 

時一帯

主車工基本作業 662 32.5 
ヱド 8 24 24 32 155 111 208 40 

笑
安全衛生作業法

4寺田=冒冒事司h t己臨場担

1.0 20 
5 

技
5 10 

小員十 864 42.4% 
8 64 72 76 lω 116 208 76 24 

応、 語IJ 議作業 198 9.7 
72 63 63 

ffl 
土木作業 306 15.0 

主主 112 97 97 

技 小言十 504 24.7パ0./ノ

184 :ω l的

ぷpλ 言十 時 関 136 210 I鉛 212 160 116 初8 184 Iω 180 180 57 2，039 100% 

出所) rT協連J(T建設事業協同絡会)52号より引用
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表3-16 教育訓練実施状況c1社当たり常用について)

-J¥ff とび・二k工 型枠大工
22.9 14.3 労働安全衛生法iζ基づく教育訓練 (33.8) (33.6) 

綴業訓練法1<:基づく訓練および働藤 7.0 3.3 用改善助成金による講習等(労 00.3) (7. 7) 安全衛生法l己基づくものを除く)

5.0 2.6 そ の 俄 (7.4) (6.1) 

出所)r建設業就業体系等実態調査結果j(昭和57年，建設省)
注)害IJ合=該当人数一常用就業者数(1社平均)x 100 

人(%)

鉄筋工 1i. 宮 計

7. 7 8.2 14.7 
(22. 3) (18.8) (30. 1) 

2.8 2.4 4.3 
(8.1) (5.5) (8.9) 

1.0 2. 1 3.0 
(2. 9) (4.8) (6. 2) 

Lω叩町四叩』

ζの新教育訓練体系によって，一次下請企業社員は，乙れまで以上1<:，生産性向上を現場で推進

するための現場管理者としての性格を強くしていく，と考えられる。

③技能資格制度の定着

乙れまで述べてきた，大手ゼネコン職員層，一次下請企業社員層とは異なり，現場作業員扇へ

の教育言iI練について， T建設など大手ゼネコンは独自の教育体系を持つてはいない。現場作業員

層への技術・技能教育は，基本的には建設業全体で， 1972年に制定された労働安全衛生法にもと

づく教育訓練として実施されている(表 3-16参照)。とくに，大手ゼ、ネコンが元請となってい

る作業現場では，大手ゼネコン自らが労働安全衛生法による特別教育(労働者を危険又は有害な

作業に就ける時iと実施を義務付けられている)を，作業現場で行なっている。 Jダム建設工事で

も， 1983年iとは，軌道装置の動力車の運転，クレーン運転 (5t未満)，アーク溶接，の特別教

育が行なわれ，延77人がそれを受講している(表 3-17参照)。

表3ー17 Jダム建設工事で実施した特別教育0983年)

講 官雪 名 受講人員(職種別)

軌道装設の動力車の運転 コンクリートtJ設工 10人

岩懇清掃工 1人

鉄筋工 l人

クレーン遂転 (5t未満) 一次下請 (A企業)社員 5人

プラント点検工 4人
ダ‘ンフ。ドライ/-{- I人

言電機オベレーター 3人

型枠工 6人

ボーザング・グラウト工 6人

コンクリート打設工 2人

その俄 3人

ア ク 熔 接 一次下議 (A企業)現場雇員 2人

プラント点検工 4人

型枠工 13人

ボーリング・グラウト工 14人

パッチャープラント逮転工 2人

出所)共同企業体提供資料および従業員名簿より作成

もちろん， Jダム以外の工事現場

でも，乙の特別教育は実施しており，

現場作業員の多くは建設業での経験

年数が長いため，全体の%近くが何

らかの形で技能饗格を持っている

(表3-18参照、)。このように，建

設業で技能資格制度が定着した背景

には，①作業を行なう際に，技能資

格が不可欠なものとなっている職種

が増えている。@ 作業の襟準化が

進んだ中で，それと特別教育による

資格取得を組み合わせることで「多

能工fむを進めようと，企業側も

考えている。窃技能資格の取得に

よって「麗用機会の拡大さらには労

働力の販売K有利に働く 10)J だろう，

という出稼ぎ労働者の意識，などの



∞ωD 

柑
片
瑚
特
設
首
糊
柑

戦
品
印
山
吋

人

移動式
主建義設樹機系械 軌の道運装転置 溶アー接ク 土止め

構人員成数クレーン 三五掛け 発破作業 ガス溶接 低EE電機 足場経立 地山掘削 計 資格なし
(5t以下〉

支保工

重機オベレーター 5 5 12 5 

タやンフ。ドライノてー 5 2 3 10 4 9 

自t 岩 工 2 3 1 7 1 4 

プラント点検工 3 4 9 3 19 4 14 

クレーンオベレーター 11 3 11 2 4 2 33 11 

型 枠 工 6 1 10 19 3 4 43 8 28 

ボーリング・グラウト工 5 8 3 1 l 2 1 23 20 36 

打・重機オベレーター 4 8 2 5 3 2 l 2 29 10 

コンクリート打設工 7 3 13 14 2 12 2 5 3 62 28 55 

鉄 筋 工 2 3 3 1 2 13 I 4 

場盤清 掃 工 l 3 1 6 4 16 

計 人 36 26 18 62 11 62 5 16 9 10 l 257 
70 192 (14) 00. 1) (7.0) (24. D (4.3) (24.1) (2.3) (6.2) (3.5) (3.9) (0.4) 0009ぢ)

職種別資格取得状況(1983年6月)表3-18

出所)労働者名簿より作成

注)対象となっているのは，現場作業員のうちからグリーンカットヱ7人，プラント点検工5人を除いた192人である。
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事情が存在している。

なかでも，自らの労働力販売を少しでも有利にしようという労働者の意識は(表 3-19参照)

流動性の高い建設労働者の場合にはきわめて当然のものである。こうした要求を労働組合なりが

主体的に現実化していけば11}，震金の平準化=横断的な職種別賃金を形成していく一つの要素と

もなるのではないだろうか。ただ，現実には建設資本のほうが，乙の点を先取りしており，大阪

建設業協会のように自らの一方的な格付けによって，建設労働者のランク付けを行ない，その賃

金格差を指数によって表示するという提案も出されている(表 3-20参照)。ただしその際に取得

すべきであるとされている資格は，あくまでも労働災害の防止と快適な作業環壌の形成を目的と

して制定された労働安会衛生法12)にのっとったものである点は，指議されなければならない。

いずれにしても，現場作業員農の技能形成に，技能資格取得のための集合教育や作業手11国書に

そった形での客観的知識が，次第にその比重を高くしてきている。しかし， 0 J T (職場内教

表3-19 織業訓練を受講を希裂する理由(性別)

1. 2. 3. 4. 5. 

メELコ 言十 通年雇も用を 働が長けるく期な間る 賃金とがふえ 他たlζ転職し その他
してらえ る思うか いから
るから と思うから り

回答数 3.604 998 1. 146 1， 148 1， 138 156 

合計横構成比 100‘O 27. 7 31. 8 31. 6 4.3 4.6 

縦構成比 100.0 100.0 100.0 100.0 100. 0 100.0 

3，402 939 1. 078 1. 080 145 160 

男 100. 0 27.6 31. 7 31. 7 4.3 4“7 

94.4 94. 1 94. 1 94.9 92.9 96.4 

202 59 68 58 11 6 

2. 女 100.0 29.2 33. 7 28. 7 5.4 3.0 

5.6 5.9 5.9 5.1 7. 1 3.6 

資料) r通年援用意識調査報告書警J(昭和57年)北海道

還を3-20 建設技術者格付表

(職種) 土木(コンクリート工)

格 付 慈 準 基本質
ランク

金指数技能程度・経験年数・勤続年数 資 格 . 免 言午

5年以上の経験を有し，根伐・掘削・コ 1. 次の全ての資格を有する者

ンクリート打等全ての土工作業ができ， イ.磯長研修修了者

それらの作業について，作業指揮のでる ロ.地UJ掘削作業主任者

者 ハ.土止め支保工作業主任者 1 2 0 

A 級 ニ.35:掛殺能講湾修了者

2 次のうち，当該企業が必要とす 100 

る資格を有する考

イ.駿欠作業主任者

コ.高圧室内作業主任者

一通りのこt工作業ができる者 1 0 0 

B 級

80 

資料) r建設労働改養の方向を求めてJ(大阪建設労務研究会)1980年
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育)を通じての教育訓練も依然として技能形成の重要な方策となっている。前掲表3 5でみた

ように，それぞれの職種1[.rc;;じた経験をつんで，熟練(岩盤清掃工・プラント点検工の不熟模職

種は徐く)を形成していく。その場合，作業手順書もしくはプラント設備の操作マニュアルにそ

った説明を一次下請企業社員から安全教育の一環として受け，その後に先輩労働者から実際の作

業を通じての桟意、を受けながら経験を重ねていくのである。このように，技能資格を取得し，そ

の上でO]Tによる経験をつみ重ねるなかで，建設労働力の半熟練工としての技能が形成さ

れているのだろう o ただ，その形成に要する期潤が鎧期化していることは，半熟練工の特徴とし

て指摘できる。

注

1)企業内教育iζ含まれる諸側部については，道又健治郎「会業内教育分析序説J(北大教育学部産業教育

計爾研究施設， r鉄鋳業の『合理化』と企業内教育1.111:所収入を参照のζとα
2)藤沢建二 f労働力育成政策と食業内教育J(道又健治郎・清山卓郎編著 f戦後日本の労働筒題j前掲書

iζ所収)130-136ページを参照。

3) T建設における土木社員研修の実態については，武智保夫「建設会社の場合J(r土木学会雑誌.11977年8
月号)11:詳しし、。

4)林弘己 (T建設労務安全部長)r自主管理能力の向上が課題J(rっち.1，雇用促進事業関， 1984年6月号)
11-12ページ。

5) rT建設内線.11980年9月号。

6)高橋俊雄 f施工管理者教育の実筋始まるJ(r建設業振興.1，建設業振興基金， 1982年10月号， 2ページ)
7) 6)でとりあげた論文によれば， TQCの導入を円滑にするためには，現場の第一線の管理者であ

る職長 (ζの場合は明らかに下請企業社員のζとをさしている)の役割が震要だ，としている。

8)石水武義「養成訓練普通訓練課程土木科 (2類)の紹介JrT協逮.1(T建設事業協同組合連合会)52号。

9)林弘巳「自主管現能力の向上が課題J(前掲論文)12ページ。

10)木村保茂「出稼労働市場の構造JC前掲警)139ページ。
11)釜ケ崎の臼麗労働者を組織している会港湾関西地方建設支部街成分会では，日雇労働者が技能講留(大

型特殊自動車運転など)を積極的iζ活学活用する ζとを方針としている。『全国の建設土木労働者団結せ

よJ(全港湾関西地方建設支部西成分会， 1981年)40-43ページ参照。
12)労働安全衛生法の制定過定とその問題点および、労働災害の実態については，下山房雄「労働災害と労働

者の権利Jcr現代日本労働問題分析.1，労働旬報社， 1983年)に詳しい。

第4輩 TQC運動の導入とその意義

1. TOC運動の導入

現在，建設業l乙広く普及しているTQC(トータル・クオリティ・コントローノレ)運動は，何

よりも生産性向上を目的とする合理化の重要な方策として導入されている。そして， ζのTQC

運動は，建設業では大手ゼネコンばかりでなく中小企業にまで定着し，現在では fTQCブームJ

と呼ばれるほどになっている。

建設業におけるTQC運動の導入時期は，鉄鋼業の「自主管理活動J1[.代表される fQCサ

ーク jレ活動1)Jと比べるとかなり避い。「自主管理活動」が1960年代前半iζ展開したのに対し，

建設業のTQC運動は1970年代後半にようやく導入され始めたのである。

1976年に竹中工務屈が建設業界のトップをきってTQCを導入した。それを契機に，清水

建設 0977年)，鹿島建設 0978年)と大手ゼネコンが相次いで， TQCを導入していった。

乙うした導入過程で， 1979年に竹中工務自が日本科学技術連盟(日科技連)のデミング賞実施賞
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を受けた乙とが，現在の iTQCブームJの直接の原因ともなった。その後も， 1982年に鹿島

建設， 1983年iζ清水建設がデミング賞を受賞している。 TQC運動を企業内に定着させていく

方法として，デミング賞受賞という日擦を定め2>，r企業経営の向上を自指して全員が努力し，そ
の成巣がデミング賞という形で認められることは，モラーノレアップという点で必要である町(竹

中工務居)と述べられているように，積極的に従業員を参加させていったのである。

もちろん，導入の根底には IMF体制が崩壊しスタグプレーションが全般化する中で，危機へ

転化した8本資本主義の動向iζ対応し，減量経営を実施しようという建設業界の意図があったこ

とは，指摘できる。そのため，企業の経官目標をTQC運動の中で明確に提示し，その基擦であ

る小集団活動に対して，企業側の管理を徹践していく，いわゆる「トッフ。夕、、ウン方式Jが現在の

TQCの特徴となっている。

例えば， TQC運動の特徴については，

① 全員参加の品質管理運動

② 品質管理の教育訓練

@ 小集団活動

④ 品質管理 (QC)診断

@ 統計的方法

⑥ 会調的品質管理推進運動

の6点をあげ，その前提として「乙のTQCは，いうならば蕗品の供給過剰社会での企業の生き

残り哲学であり，経営管理思想のーっとして， トップ自らが準先して行なわなければ達成できま

時 期

表4-1 竹中工務活におけるT.Q・Cの展開

活 動 の 内 何'"廿

導入検討期 (1975.8~1975.12) I • QCの導入を検討し.r会社的品質管理手法の導入と推進体制jぞ決定
・トップセミナーの凋僚と外部指導講鰯の決定

導入期(1976)

推進湖(1977)

実施期(1978)

展開期(1979-)

.QC推進中央委員会設鐘→TQC推進中央委員会へ名称変更

・役員総会をTQCスタートの日と定める

.TQC社長診断会および3芝居長診断会の実施

-綴織機構によるTQCの実施

.QCサークル活動の実施

.TQC重点対象業務の検討

.TQC活動の定着

.品質保証の具体化

.TQC活動基本方針「品質保証のレベルアップjの設定

-デミング質実権賞の受賞

ー品質保証体制jの確立

.TQC教育の人事教育体系内での実施

.関連会社への普及

・協力業者への普及

・関連会社・協力会社を対象とした第 l図「導門建設業界トップセミナ

ー」の開催

. r第1田会竹中TQC事例大会」の開催

.竹中品質管理賞の設定

出所) r職員のしおり j及び「社報 TakenakaJより作成
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せん4)Jと， TQCを推進する側は述べている。

実際の導入過額をみても，①経営改善の方策として，企業幹部クラスiとマネジメント教育を実

施し. TQCの導入碁盤をつくる.@TQC推進を会社機構全体の中に位置付ける.@QCサー

クルを中心にしたTQC連動を大手ゼネコン内部で進めていく，④関連企業，下請企業への普

及を図る，というプロセスをとっている(表 4-1参照)。

その場合，建設業の特殊性として問題になるのは，下請企業の労働者を対象iとして小集問活動

(QCサークルなど)を組織しなければ，現場作業の改善を基盤とするTQC運動が推進できな

い5) という点である O これまでQCサーク Jレに代表される小集団活動は，民館大企業を中心iζ

展開してきた。そのため，小集罰活動に参加した労働者は，企業iζ長年定着する傾向が強く，企

業艇の論理や価値感に従属しやすい f職場社会6)Jの住畏であった。しかし，建設業の下請企業

に雇用されている労働者には，流動性の高い出稼ぎ労働者が多く，彼らは企業内での労働者間競

争や企業定着意識とはあまり縁のない労働者である。しかも. TQC導入の背景には，すでに述

べた生産技術の変化にともなう作業の標準化の進行と，労働力供給構造をベースiとして労務統轄

を行なっていた世話役制度の崩壊とがあった。つまり，従来の職場秩序が変化しはじめたために，

資本は新たな労務管理の方法を導入しなければならなくなっていたのである。

そのため，一次下請企業社員の教育訓練は建設業におけるTQC運動の展開iとともなって，新

たな性格をもたされたのである。それは，先に「施工管理者教育J(第3意. 2を参照)について

述べたように，一次下請社員を小集団活動のリーダーと位置付けて，下請合業iζTQCを定着さ

せようとしている点をみれば明らかである。そして，乙うした方法によって，建設労働者の多数

を占める流動性の高い労働者を，小集団活動iと「自主的JIC参加させられるかどうかに建設業の

すQC運動の今後がかかっているだろう。乙の点、について. TQC運動の推進者は.r元議，下請
という構造自体が決して非近代的なものでないこと，逆に社会的分業システムのモデJレである乙

とJと下請制度iζ積極的な位置付けを与え.r協力業者は実際の作業隊であるから，全社あげて取
り組むべきTQCを考えるとき，その育成は大切7りであると述べている。しかし，乙のように上

から積極的な意義付けを与えなければ，下請企業iと藤用される労働者を元請の主導する小集毘活

動に f自主的」に参加させることが困難な点に建設業のTQCの抱える矛盾があらわれている 8)。

i3: 

1)鉄鎖業の「自主管理活動Jについては，道又健治郎「鉄鏑業における『自主管理活動』の現状JCr:月刊j

労働問題J，B本評論社， 1973年4月号〉と「現代日本の鉄鋼労働問題JC前掲審)の449-455ページ，

仁田道夫 f鉄鱗業の『自主管理活動JJcr日本労働協会雑誌、J1978年9月号)と rr自主管理活動』の登
場と生産・労務管理Jcr社会政策学会年報第22集，戦後体制と労資関係JC御茶の水害書房， 1978年)，な
どが詳しい分析を行なっている。

また，日科技連のレポートを素材iとして. QC活動を「ハト派Jと「タカ派JfC.分け， QC活動iζ内

在する労働者のエネルギーを，職場集団の企業社会からの自立という方向へ f変成Jするための方策を

提示している，熊沢誠rm主管理』の職場Jcr日本の労働者像』筑摩警房， 1981年)も参照してほしい。
2)中岡哲郎は，品質管理運動が8本的iζ受容されていく過程について分析した論文の中で，戦後の品質管

浬運動が日科技連の主催するQCセミナーから出発し，装鐙工業を中心lζ 「産業の遼動Jとして高まり

をみせていく待の「最大の糞献者はデミング賞だというべきであろうjとし「デミング質審査委員会iζ

見せたいために，各企業は争って全社約な品質管理体系を整備し，自にみえる成果をあげようと努力し

た。その給果，残念にもその企業が受賞をのがしたとしても，実際lとは損したととにはなっていないわ

けであるJと述べてL必。 f戦中・戦後の科学的管理運動(中)J C大阪市立大学 f経済学雑誌J82巻3号，
1981年)60ページ。
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また，従来 fおくれた，ゆがんだ『破行的なj8本技術Jと把握されていた日本技術の特徴を「西欧

から遅れて工業化した日本がかかえζんだ必然の条件Jであり，玉県在「工業化をめざしている第三世界の

医々と，日本近代史が共有している条件なのだjという視点から，戦前・戦時の科学的管理か戦後定着

したQC逐動に対してどのような準備をなしえたかを，日本能率協会とB科技連の活動11:却して分析し

たζの論文(上・中・下)からは，本節での問題意識形成にあたって大きな影響を受けている。

3) f企業と人材j(産業労働翁査所， 1983年6月初日号)18ページ。

4)寺浮弘忠「品質管理活動の原点を鵠い直すJ(f企業と人材j，向上， 1983年6月5日号)

5)ζ うした困難さは， TQCを推進する例も当然感じており，その解決のために，ある程度の具体策も出

している。車時鎌一・田村恭監修『建設業のTQCj(8本規格協会， 198降)43-56ページを参終の

乙とo

6)熊沢誠 f労働者管理の組織論JCf'働く日常の自治j，田熔警庖， 1982年)， r職場社会の戦後史J(清水慎
三編著 f戦後労働組合運動史論j，日本評論社， 1982年)，などを参照のζと。

7) JlI原泉『建設業のTQC早わかりj(日刊建設工業新間半士， 1982年)13-14ページ。

8)ζ うした点については，内山節『戦後日本の労働過程jC三一言書房， 1982年)の第二主義， r現代日本の生
産過程と労働過程JCとりわけ80-84ページ)を参照のζと。

2. Jダム建設工事でのTOC運動

lで述べたように，建設業全体 '̂-TQC運動が定着していく中で， T建設(Jダム建設の

元請企業)も， 1982年に fM• T・クツレープ(目標達成グループ)運動J(略称 fM.T ・GJ)

と銘打ったTQC運動をスタートさせた0・T建設の場合，土木本部と建築本部がそれぞれ独

自なやり方で，乙のM.T・G運動ぞ展開しており，必ずしも会社的統一の下で進められている

のではない。

われわれの識査と髄係する土木本部の場合には，

「① 現場はいわば生産の最前線であり，そこでは製作する商品としての建造物は手作り品であ

るという考え方から，直接生援を手掛ける連業者の作業員のグループ活動をまず強力に展開する。

@ グループは現場の実際の施工体制・組織と一体になったものであり，小人数で編成され，

クツレープごとの自標に向って活動する。

@ 当社の社員はグループのアドバイザーとなり，目標の設定，改善，評価などについて，グ

ループの活動を強力に支援するJ(T建設社内報， 1982年4月号より)，と述べられているように，

下請企業の作業員が参加する小集間活動を，元請企業社員が管理・指導するというのが基本方針

である。

Jダム建設工事においても，現場作業員の全てが， M. T ・グノレーフ。iζ組織されている(表4

-2参照)0M. T ・グループは1983年5月現在で， 25グループあり216人が職種ごとに組織され

ている。 M.T・夕、、ループは，下請企業に雇用される作業員だけで組織されているもの (21グル

ープ)と，元請J• Vの職員が作っているもの (4グループ)に分けられる。乙のうち，現場作
業員がつくるM.T・グループ活動には，元議J• Vの指導員が，アドバイザーとしてミーテ

イングに参加している。(表 4-3参照)

このため，活動テーマの選定も，グループごとに独自に決定するというより，元議J• Vとそ
の下にある一次下請企業の管理する枠の中で各グループが「自主的J11:テーマを選定している，

というのが実情である 1)。

活動テーマの性格についてみると(前掲表 4-2参照)①作業iζ対する自覚を高めるもの，②
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表4-2 M.T.Gの活動状況 0983年5月)

グループ名 所属食業・仕事内容 人数 ア てr 名

不 死 ，鳥 A企業原石山掘削 7 火薬代の低減

重量機車鯛 /1 原石運搬 16 燃料代の節約

骨材生産 /1 プラント運転管理 11 稼動時間当りの生産アップ

1，550t/日濁水 /1 /1 7 工具管浬の徹底

コンクワートA C企業打 設 8 打継面の水切待問の短縮
/1 B /1 /1 13 待問当りの打設震のアップ

岩 掃 〆r 岩鋪・仕上掘削 8 道呉の整備・管現

C • A • S /1 クーリング・安全・倉庫 9 道具のおきわすれや不良品の整備

A D食業鉄 筋 6 道呉を整理する

B /1 岩掃・コンクリート打設 6 "γ 

C dえF /1 5 /1 

D /1 /1 5 /1 

E /1 クレーン信号 6 /1 

F /1 仮 設 5 〆f

班 長 /1 t世話役 8 正しい電話のかけ方

ス フ イ ド G企業裂 枠 9 持込材料の検討とボルト類の管理

木 枠 /1 /1 15 エ呉の管理
ノイッチャマン 8企業 コンクリート製造 12 異状故鱒データ作成

ノイッフアロー /1 骨材総送 10 ベルコンの蛇行をなくし，輸送カアップ
u口u 管 /1 コンクリート品質管理 9 スイベルシュート諮りによるミスパッチをなくす

ク レー ン?建設 クレーン運転 7 打設能力のアップを図り，休包への作業ズレをな

くす

コンクワート 企業体管頭・指導 4 打設サイク Jレタイムの短縮

型枠埋設 〆， /1 8 ill.lJ:l量時閣の短縮
機電第 2工事 /1 /1 14 設備の稼動向上

事務女子 /1 /1 8 事務用品の節約

出所)共同企業体提供資料

表4-3 M' T ・G推進計画表(Jダムでの)

58 

1 2 3 4 5 6 -10 11 12 

前年活動J!rri:反省 広三コ 8Cコ月 =コ

指導員 Cココココ

Q C勉強会従業員

作業員

グループ活動従業員

作業員

グループ活動に対して

作業所指導員による指導

11 の出席

リーダー教育 2ヶ月に 1阪

テー?設定見直毎月初日

表彰 月初め安全大会と向じ T建設支1苫 4、10月 T建設本社 7月

推進委員会 毎25B定例
連業者各推進委員会毎22B 11 

出所)共同企業体提供資料
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コスト引下げ・能率向上をめざすもの，とに大別できる。 M'T'G活動のスタート時点では，

①，@両方のテーマがほぼ同数であったが，活動が進む中で，テーマそのものも能率向上をかか

げる，生産性向上を誼接の目的としたものが中心になってきている(表 4-4参照)0 T建設で

M'T・G活動がスタートしてまだ2年しかたっていないため，このような傾向を一般化するこ

とはできないかもしれないが，建設業の下請労働者を対象にした小集団活動には，鉄鋼業の「自主

管理活動」のように， rr労働生活の質』ないし， r労働の知的価値』の問題の顕現に対応し，そ
の解決ないし処理の仕組み2)Jとして機能した，という点は全く見あたらなL、。そこでは何より

も生産性向上を直接の自的iとして，小集団活動が進められている。

ただ，乙うした目的とは別に，小集自活動は現場労働者の「自発性JI[依拠し，彼らの生産活

動iと対する意欲や隠心を組織しなければならないという性格を持っている汽そのため，扇動が

進められていく過謹で， 0 J T的な技術・技能教育という機能を果たすようになる針。現1[，そ

表4-4 M.T.Gの活動状況(1983年8月)

グループ。名 所 属 人員 ア ? 名

五ド 死 4幸吉 A ふふ正¥二一 3量 6 火薬代の低減

重 機 車 輔 " 16 燃料の節約

管 材 生 産 " 11 稼動草寺間当りの生産アップ

1，550 Tグループ " 7 連絡徹底と故障箆所の早期発見修環

コンクリート A C 4人r. 業 7 コンクリートの仕上りを美しく

コンクリート 8 " 8 70nf!Hを達減しよう
石山 掃 " 14 道具の整環管理

C A S 11 8 材料工具の持込時のチェック

ア ス ナ ロ D 戸4工¥L 業 8 tr設時間ロスを無くし良い製品を
紅 葉 " 7 H 

見 獲 し グ 8 鉄筋を安全確実に阜く組立

声 " 7 コンクリート打設設備の清掃を確実に

ス フ イ ド G iハム¥4 業 12 指差し呼喚で確認する

木 枠 " 14 作業手I1援の見麗しと局知徹底

母 乳 E lんr. 業 11 不必要な待ち時間の短縮

ダイアモンド " 9 施工廃棄物処理の改善

光 F FムL¥ 議室 8 エ呉の整理整頓

啓 比 " 9 " 
ノてッブアロー B i人Aω 業 10 骨材輸送時間の短絡

ロ口ロ 管 ，円 10 試験技術の向上

ノてッチャーマン 11 9 コンクリートの穣過き¥穣込ミスを無くす

ク レ ン T 建 設 10 打設能力のアップ

型 枠 i人工ニ 業 体 7 コスト低減スピードアップ

ボー ング " 7 廃棄ミルクの低減

コンクリート 11 6 打設時間の厳守

グラどティ p " 6 設備の稼動向上

事務 . 女子 " 8 事務用品の節約をする

省 エ ネ /1 7 宿舎の省エネを殴る

工 事 F日 E転 J〆 7 工事司王縞経費の節約

コ ヒ。 /1 8 コピー代の節約

工 事 写 主主 /1 8 工事写真コストの低減

出所)共同企業体提供資料
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乙iと注目し， TQC運動iζ期待している労働者も存在している。例えば，職長の一人は，

rCM' T • G活動は)自分遠の場合はとくに役立ってるね。やはり机の上でやってると，計算

すると，ちゃんとその薬震で孔聞編はいくらにして孔長はいくらにすると何富粒米とれるってい

う計算があるんですよ。と乙ろが，その通りやってもそういう嵐にいかない場合があるんです。

水穴でダイナマイトが死んでしまうとか，破裂しないでね。(中略)だから，何か良い方法がな

いとか，そういうのをみんなして思案する。考えて，乙ういうものがいいんではないか，ああい

うものがいいんでないかという事が出てくると，職員(注…下請企業の)の人達は，相談になっ

てついてるから，今の水切りの機械も貿ってくれたんだけどね。そういう風IL，ζれはみんなM'

T・でやって結果がそういう風になってくる訳さJ(削岩工， 46歳)

また，小集団活動が技術・技能教育的機能を持つようになる前提条件ともいうべき，労働者間

の「仲間意識Jの高揚，意志の疎通が良くなる点，を索E互に喜んでいる労働者も存在している。

rCM' T・G活動では)やっぱり，悪い所はこうしましようとお互いに話して，乙乙はζうい

う嵐にした方がいいんじゃないか，そういう案も出ますからね。すると良い方にみんなのってい

つで….J (プラント点検工， 54歳)

その一方で，建設労働者は，①もともと流動性が高く，企業に定着する意識があまりない，②

しかも， 1塞続操業体制の下でかなり密疫の濃い労働をしいられている，という特性委持っている

ため，ストレートに生産性向上iと結び、つけられるTQC運動(その議般である小集団活動)

には反感(無関心を含め)を持っている者も多い。

rCM' T・Gは)射にやってもやんなくても変わりねえね。乙れは個人的な意見だから。 M'

T'Gというの大事かもしれんけど。 M.T'Gというの何の略語かもわからないから。また，

別iζ誰も教えてくれないしJ(ダンプ・ドライパー， 28歳)

rCM' T・Gは)全然役に立たないんではないだろうけど。やっぱり，役には立たないんでは

ないだろうけど，俺は嫌いだねJC打設作業員…重機オペレーター， 29歳)

乙のように，下請労働者に「上からJ小集団活動を強制する乙とは，労働者の f自主性J1と依

拠する事で広範に普及してきた小集団活動岳体の矛盾を顕在化させるものだと考えられる。その

ため，資本(大手ゼネコン)は，下請労働者iと対する誼接的管理体制を強化せざるをえなくなっ

たのである。

i主

1) r一応うちは，全員の6クツレープは同じ事号告白擦に，あんまり難しい事をやらしたって普通，若い衆は
ついて乙れない。あんまり難しければ，そんなものやらないと雲われればそれまでですので。全員でも

ってグループは別だけど，やる事の範磁を決めましてJ(D企業，現場所長)

2)仁田道夫「鉄鎖業の『自主管理活動JJ(前掲論文)14ページ。

3) 1二回道夫の「前掲論文jおよび，中間哲郎 f工場の哲学J(前掲望書)vn重量などを参照0
4)送文健治郎 f現代日本の鉄錫労働問題J(荷揚警)455ページを参照。

むすび

以上，ダム建設現場を対象iとして，大手ゼネコンが主導する合理化の展開とその下における労

働力の再編・陶冶の実態についてみてきた。乙こでもうー喪，重要だと患われる点について整理
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して述べておζう。

ダム建設における合理化の特質は，工程のシステム化を進めるなかで，プラント設備の能力に

あわせて労働者を働かせることを可能にした技術的基盤をつくりあげた点に示されている。さら

に，こうした基盤作りと同時に，労働者の作業に対する意欲や隣心を大手ゼネコンの艇にとり乙

むために，作業現場での小集団活動を土台とするTQC運動を展開させた乙とにも司注目する必要

がある。乙うした合理化は， TQC運動の導入目的に示されるように，何よりも労働生産性の向

上を自的として展開されている

こうした呂的を達成するには，現場作業にたずさわっている下請労働者を小集団活動に参加さ

せ，生産現場での労務統轄をより強化することが必要であった。そ乙で，大手ゼネコンは一次下

請企業社員iζ，現場作業員iζ対する労務管理機能を担わせるとともに，自らは，小集践活動を通

じての集団管理によって作業面での直接管理を行なう，という形の新たな労務統轄方式を凝立し

たのである。 ζのように新たな労務統轄方式が確立された背景にはそれまで賃金管理も含めた労

務統轄機能のほとんどを担っていた世話役(職長)が，大手ゼネコンの生産現場では，①賃金形

態が定額制へ移行した点，@世話役をリーダーとした集団的作業方式が作業の標準化によって解

体しつつある点から従来の機能を喪失しつつあった乙とが指摘できる。乙のため，現症の職長は，

一次下請企業社員の下で，その指示を現場作業員に伝える末端織制という性絡を強くしている。

合理化の進展過程は，同時iζ，建設業の大手ゼネコンが，一次下請企業に現場作業を会顕委託

してし、く過韓でもあった。そうする乙とによって大手ゼネコン自体は，設計・施工から工事完成

後の運用まで引き受けるEC (エンジニアリング・コントラクター)化をめざすと司時に，海外

工事の受注に積極的に乗り出しはじめている 1)。また，国内的にみれば，元議ー下請関係を再編

するなかで，これまでは建設業の f前近代性Jのあらわれである，とされていた重層的下請制度

を， r社会的分業システムのモデルJとして積極的に位置付けなおすに至っている。乙の乙とは，
現場作業を下請労働者に担わせている建設業の労働力編成が，第二次「減量経営J下で本工を減

少させ臨時工・パートタイマーなどぞ増加させようとした製造業などのめざす労働力編成をJ先

駆的JIC.特殊臼本的な形で実環していたわ，とも言えるだろう。

これまでみてきたような合理化展開の下で，労働力の再編・陶冶はし、かなる形で進んだのだろ

うか。筆者は， r労働力晦治jについて，
① 労働力の質的変化と技能修得方法の変貌について分析する生産現場での労働者レベル。

@ 労働者の組織性確立に関わって分析する，工場とその集積である産業レベル。

③ 社会変革の展望も含めて分析する一国レベノレ。

という三つのレベルごとに，その概念を使い分ける必要があると述べた(序章1.の注 2)を

参照のζと)。乙 ζでは，①，@レベルIC.~良定して「労働力胸冶j の実態について述べてみる。

工程のシステム化によって，作業の標準化が進んだζとにともなって，ダム建設に従事する労

働者の獲得すべき技能が平準化してきた九いわば，建設労働力の「半熟練工化Jが進んだので

ある。それにともない，従来は世話役が行なっていた建設労働者κ対する技能養成を，大手ゼネ

コンのイニシアティブによって資本自らが実施するようになってきた。こうした建設資本が実施

する技能養成の中心は，労働安全衛生法にのっとった技能資格取得のための集合教育である。

乙のような教脊割練の実施にともなって，態設労働者の中に技能資格制度が定着し，技能資格取

得者が増大してきた。現在Eでは，技能資格取得のための集合教育と， 0 J Tが，建設資本に
よる労働力鞠治の主要な方法だと言える。 OJTも，基本的iとは「作業手順番JIとある客観
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化・標準化された作業内容にのっとって実施されている。

作業の標準化が進み，技能資格制度が定着する中で，建設労働力の「多能工化jが進められよ

うとしている。乙の「多能工化jは，職務範囲の拡大という形をとって進められているため， r多
能工化jの進展か要員間減の原匿となる可能性は高いのである。

さらに， TQC運動は，生産性向上を童接の自的として導入されたが，その基盤である生

産現場での小集団活動を進める過程では，現場労働者の労働に対する意欲や知的関心を高めざる

をえなくなる。乙うした側面ばかりを強調することはできないが，生産性向上をめざす大手ゼネ

コンの統制下にあっても， TQ  C運動は労働者の「詣然のうちに眼っている潜勢力を発現4り

させ，彼らの労働過穫における主体的な意志を発揮さFせる能力を呼び起こす可能性を秘めている

のである5)。

これまで述べてきたような，労働力鞠冶の第一レベjレについての分析をふまえて，労働者の組

織性確立κ関わる第二レベルについて，一つの試論として述べてみる。この場合，建設業では現

場労働者によって組織される労働組合がほとんど存在していないため，労働者の共同性に根ざし

た組織化がいかに行なわれるべきか，が大きな課題となってくる。

建設業における合理化の進慢は，工程のシステム化によって作業の標準化や技能の平準化を進

めたが，その一方で「多能工化JIとともなう人員間減，労働者を「自発的JIr.労働強化に追いこ

む小集団活動の実施，によって，さらに労働密度を増大させていった。さらに，大手ゼネコンは，

新たな労務統轄機構の確立などによって，建設労働者iζ対する専制的支配を強めていった。小集

団活動の強制，二組二交代制という低労働条件下での就労，一方的な賃金決定， Iとみられる大手

ゼ、ネコンの支配的条件は，労働者インタビュー調査の事例が示すように，建設労働者の間にも，

人間存在としては当然とも思える建設資本への不満を高めさせていた。こうした潜在的な資本iと

対する批判から，すぐさま労働者の組織化を論ずるのは性急かもしれないが， r労働者が私的商
品所有者としての形態のうちにひそめている生活欲求を解放する任務をもつものとしての労働組

合委賛場せしめる自然発生的根拠をなす6)Jものと把える必要はあるだろう。

だが，現実には，建設業の野丁場関係κ担っても，建設労働戦線iとは，産業部組合をめざす総

評・全日本建設労働組合(総評・念日建)，大手ゼネコンから業界中手までの社員膚を主たるメ

ンバーとする日本建設産業職員労働組合協議会(日建協)，社員組合とともに大林総・竹中工務

居など大手ゼネコンのオペレーター・機械工の労働組合も参加している建設産業労働組合向盟

(建設同盟)，ゼネラノレ・ユニオンへの脱皮をめざして建設労働者の組織イりとのり出している全日

自労建設一般総合(総評・建設一般会日自労)，さらに本稿でふれた大手ゼネコンの準職員をメ

ンバーとする全昌組織を持たない各社の金業別組合などが，まさに建設業の重膚的雇用構造iと照

応した形で存在している。こうした現状を考えると，大部分が未組織のままになっている建設労

働者を組織化するための具体的方策を明らかにし，建設労働運動全体の活性化安はかるためにも，

労働力編成iとついての精綾な現状分析と組織論・運動論をも揖野iと入れた充分な検討が必要にな

っている。

筆者は，建設現場労働者のような流動性の高い労働者の場合，地域iζ根ざしたゼネラ Jレユニオ

ンという組織形態に依って組織化を進めたほうが，さまざまな産業に広く存在している不熟練・

半熟練労働者と共通の基盤の上iとたった連帯によって，より大きなカとして企業への対抗的存在

となる可能性を持つ7にと考えている。そして建設業に代表的に現われているように，工程の大

部分が下請労働者iζ委ねられる傾向が高くなっている現状では，ゼ、ネラノレユニオンに組織される
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べき労働者が，労働遜躍の中で大きな役割安果たす余地も広がっている。

乙うした視点をさらに確定するためにも，①重層的労働力編成についての精織な分析のために

不可欠な，賃金構造の暗層性を明らかにする乙と，@諦査実施時では，導入後の臼が浅かったT

QC運動について，それをめぐる資本・重労働問の矛震がいかに展開したかをフォローする乙

と，@これまで研究蓄積のない地元及び近郊都市出身の現場労働者(短期一時金受給者のため，

本稿では職安業務統計との関連もあって出稼ぎ労働者の範ちゅうに入れている)についての研究，

などの諸課題について今後の調査研究によって解明しなければならない。

ii 

D建設業の海外進出についての検討は，それだけでも震要な課題だが，現状ではζの点について語るとと

ができるほどの呉体的資料を持っていない。ただ，大手ゼネコンの総受注高の中lζ海外工事受注高が占

める割合は増大している。 ζうした海外進出の実態については，ほとんど明らかされていないが.r建設業
界の経営比較jC教育社.1980年)231-233ページ，霊堂宝康之 fA SURVEY ON CONSTRUCTION 
INDUSTRY IN JAPANJ C前掲論文)で簡単K述べられている。
2)内山富自『戦後日本の労働過程jC前t話番)100-137ページを参照。

3)ζのような労働の平準化傾向をもたらす機械の発達について，兵藤章JJは「機械そのものの本伎が促す痘

接的に社会化容れた共同的労働としての協業と労働の均等化・平準化の傾向が促す労働者の同質化を通

して，彼らぞ共通の鮮で結びつける連帯の基盤を内包せざるをえない」と述べている。 cr日本における
労資関係の展開j.東大出版会.1971年)10ページ。

4)マルクス『資本論jC国民文陸軍版①)312ページ。

5)乙うした点については藤沢鍵ニ「大手製鉄所本工労働力の再編・陶冶JC前掲論文)を参照。また，小

築関活動を労働者の本来的欲求の一部iζ応、えるものであるから，労働運動はそれに内夜約に介入すべき

だ、として，その場合の「三つのチェックポイントjを具体的に述べている，熊沢誠「職場の小集団活動

と労働者Jcr民主主義は工場の門前で立ちすくむJ.郎畑警活.1983年)も参照してほしい。
6)兵藤剣「労働問題研究と主体性論Jcr社会政策学の基本問題J.有斐閣， 1966年)180ページ。
7)熊沢誠「労働者管理の組織論Jcr働く日常の自治.1，田畑審!百， 1982年)を参照。また，鉄鋼業の生産
現場の中iζ，建設関連の未組織労働者の大群が存者Eしている，という事実については，道又鍵治郎『現代
日本の鉄鱗労働問鎖JC前掲書)，なかでも，木村保茂，第二部「大手製鉄所社外工労働力の再編・陶冶j

を参照のζと。
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